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タイ・ASEANの今がわかるビジネス・経済情報誌『アレイズ』

進化すべし、変化すべし
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タイ企業インタビュー

官民共創が牽引する
タイ社会課題解決の新たな展望

JICAタイ事務所

ベトナムの経済成長に
潜む高齢化

みずほ銀行
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タイ企業を知り、学び、協創する TJRI
▶お申し込み・会員登録はWebサイトにて

12月15日開催の「タイ人材市場概況セミナー」より12月15日開催の「タイ人材市場概況セミナー」より

TJRIが主催する、ビジネスセミナー・タイ企業トーク・タイ企業訪問
新たなビジネス創造の礎にぜひご参加ください！

月のイベント1 タイを知る！

今回ご紹介するタイ企業は、タイ工業団地開発大手のアマタ・コーポレーション社です。同社は、1989年設立され、タイ国内のみならず、ベトナムやラ
オスでも工業団地開発を展開。日本企業を中心に工業団地へ誘致し、現在ではタイとベトナムのアマタ工業団地に入居する日本企業は618社、工場
数で638ヵ所にのぼります。また、近年は事業の多角化を目指し、2017年には横浜市と提携し、アマタシティ・チョンブリ工業団地に住宅や商業施設
を備えたスマート・シティプロジェクト「2nd Yokohama」を開始。今後のさらなるスマートシティ事業の拡大を目指し、商業施設や住宅施設、研究施
設など新たな開発・運営などを進めていく協業パートナーを探しています。今回の「Open Innovation Talk」は、タイのEEC域内でスマートシティに取
り組むアマタ社の事業戦略と、日本企業との協業のチャンスについて深掘りしていきます。

1/31（水） FREE15:00～16:30
タイ時間 参加

無料

タイ企業トーク

多国籍企業を誘致する工業団地開発大手アマタ、
スマートシティ構想で事業を加速

オンライン

タイの注目企業！都市の環境問題解決と高齢化社会に向けた
不動産開発に取り組むタイの大手不動産企業を知る

「大手不動産企業」トークセミナー

5月中旬企業トーク不動産

2024年もタイ企業と繋がるビジネスイベントを多数開催！

SAF生産などバイオベースの高付加価値製品開発に
注力するエネルギー企業を視察訪問

「大手エネルギー企業」視察訪問

3月下旬企業訪問エネルギー企業訪問

日タイ「農業・食品企業」交流会
タイの農業・食品ビジネスの最新事情を

キャッチアップ
植林から紙原料のパッケージ開発・生産まで一貫して行う

タイ最大級の製紙事業企業を視察訪問！

2月下旬食品・飲料

「大手パッケージ企業」視察訪問

2月中旬企業訪問包装・パッケージ

世界90ヵ国以上に輸出するタイ大手飲料メーカー。2040年までに
ネットゼロを目指す大手タイ企業の取り組みを視察訪問！

「大手飲料企業」企業訪問 

4月下旬企業訪問食品・飲料

変革期を迎えるタイの燃料市場の展望や将来のエネルギー
需要を見据えたタイ大手石油企業の事業戦略を聞く

「大手エネルギー企業」トークセミナー

4月中旬企業トークエネルギー

Asset & Accounting Advisors
愛宕山総合会計事務所　タイ現地法人 東京・シンガポール・バンコク・ヤンゴン・ホーチミン・香港に拠点

• 会計税務業務
• 法人設立・新規進出アドバイザリー業務
• 雇用代行業務
• 相続および贈与に関するアドバイザリー業務
• タイランドプリヴィレッジ正規販売代理業務

タイ法人設立
会計税務・記帳代行
連結決算対応
雇用代行
その他個人様向けサービス

TEL：+66-2-117-1173
E-mail： info@a-and-aa.com
URL：https://a-and-aa.com/ タイランドプリヴィレッジ

正規販売代理店24 Prime Building, 15th Floor, Room No.B Sukhumvit 21 Road (Asoke), Klongtoey-Nua, Wattana, Bangkok, 10110, Thailand

タイの会計税務と日本/ASEANの会計税務をリンクした総合的な会計アドバイザリーサービスを一貫して提供

日本国公認会計士・税理士

相川 聡志
上場企業向けに、タイ国内の内部統制構築、原価計
算構築、J-sox代行（整備状況評価書・運用状況評価
書の作成代行）、内部監査代行サービスを提供。同時
に、連結財務諸表作成のための連結パッケージの作
成・検討サービスを提供。海外進出に対する税務、
タックスヘイブン税制対応、富裕層移住サービス、総
合的なタックスプランニングの提供を得意としている。

法人設立までの流れ
1. ご希望の会社事業内容等をヒアリング
2. ご希望の会社名の使用可否調査と予約
3. 申請書類一式を作成（会社印も同時作成可）
4. 設立登記の申請 → 設立完了（不備がなければ申請日に登記完了）
5. VAT事業者登記（設立登記と同時に手続き）
6. 新設法人の銀行口座開設（要サイン権限者様のご同行）
7. 社会保険登記

１ タイ法人設立
日本人会計士・実務経験者が、タイの会計税務に精通した
タイ人スタッフと連携して対応いたします。
・ 毎月の財務レポート（BS、PL、勘定明細等）の作成とご報告
・ 毎月の源泉税/VAT額算定と納付書の作成
・ 毎月の給与/社会保険料の算定
・ アドミン業務代行
・ 年次決算（監査報告書サポート、法人税申告と官庁宛提出）

２ 会計税務・記帳代行

• 連結財務諸表作成用の資料の作成（IFRS（国際会計基準）、
US-GAAP（米国会計基準）に基づく財務諸表や、日本における
連結財務諸表作成のサポートも可能）

• J-SOX作成や内部監査の代行（日本本社の監査法人対応につ
きましてもサポート可能）

• M&A案件や事業再編におけるスキーム検討やデューデリジェ
ンスも可能

３ 連結決算対応
•  雇用代行(GEO) ・・・弊社がタイ人スタッフを雇用代行し、タ

イ事業のスモールスタートを支援します。詳しくはお問い合わ
せ下さい。

• タイランドプリヴィレッジビザ取得（弊社は正規代理店です）
• LTRビザ取得。
• 個人のお客様に対する各種税金相談（海外移住における国

際税務等）、納税者番号取得、個人所得税確定申告書
（PND.91）作成。

4 雇用代行/その他個人様向けサービス



P37

著作権はMEDIATOR CO., LTD.に属します。
本誌に掲載されている記事、写真などの無断
掲載、複写、転載を禁じます。
Copyright by MEDIATOR CO., LTD. 2024

【無料定期配送 募集中】
ご希望の方は、件名を「無料定期配送希望」として、
住所（郵便番号）、電話番号、氏名（日本語・英語）、
年代、在タイ歴をご記入の上、
以下までお申し込みください。
arayz-info@mediator.co.th 
※郵送はタイ国内に限らせていただきます。

www.arayz.com
本誌、広告に関するお問い合わせ
Contact us

02-392-3288（代表）、097-137-4831（鵜飼）

ArayZマガジン1月号 Vol.145

Major Tower Thonglor Fl.10, 141
Soi Thonglor 10, Sukhumvit Road,
Khlong Tan Nuea, Watthana, Bangkok 10110
発行人 - ガンタトーン・ワンナワス

2024年1月10日

arayz-info@mediator.co.th（Japanese・Thai・English）

MEDIATOR CO., LTD.

【注書】本誌は、本誌が信頼できると判断した各種情報に基づき
作成していますが、その正確性や確実性を担保するものではござい
ません。本誌に記載している情報のご利用に関しましては、ご自身
の判断でなされますよう予めご了承ください。また、本誌に記載さ
れた内容は予告なく変更されることもございます。
image: Freepik.com

日刊工業新聞
村田製作所、"共創"を加速
異分野と電子部品新用途
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CP ALL運営「即戦力の人材を育てる」PIM式教育法を学ぶ10
EVENT REPORT

人材市場で優秀なタイ人を惹きつける企業ブランディング戦略11
EVENT REPORT

内部通報制度の活用状況と不正への対応   38
Deloitte Thailand - Ｍ＆Ａの基礎

外資規制の対象ではない事業「小売」「卸売」その244
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱ - 外資規制～基礎から応用まで～

2024年のビジネスの見通し32
BizWings (Thailand) - 現場発経営論

タイの離婚48
TNY国際法律事務所  - 知らなきゃ損するタイビジネス法務

ミャンマーにおける著作権法および工業意匠法の施行36
ONE ASIA LAWYERS - ASIAビジネス法務

既存工場システムの脆弱性可視化でリスクを最小化08
KDDI (THAILAND) 

AOTSバンコク事務所長 兼 AMEICC事務局長 藤岡 亮介氏16
TJRI - 日タイ経済共創ビジョン

官民共創が牽引するタイ社会課題解決の新たな展望18
JICAタイ事務所 - 日系企業が切り拓くタイの社会課題解決

ベトナムの経済成長に潜む高齢化40
みずほ銀行 - MEKONG 5 JOURNAL

Charoen Pokphand Foods14
TJRI - タイ企業インタビュー

海外居住ミャンマー人の所得税49
TNY国際法律事務所 - ミャンマーの最新ビジネス法務

特集22
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Exhibition 注目の展示会

※主催者は展示会の開催を延期または中止する場合があります。事前にウェブサイトでご確認ください。

　YKK AP株式会社は12月22日、カーテンウォール（CW）設計・製造・販
売・施工・メンテナンスにおいてタイ最大手のYHS International Ltd.お
よびその製造会社Siam Metal Co., Ltd.を連結子会社化したと発表し
た。日本の滑川製造所、中国の蘇州工場（YKK AP蘇州社）、カナダのレイ
クショア工場（エリーAP社）に次ぐ４拠点目のグローバルCW製造拠点と
して、グローバルでの安定供給体制を構築するとともに、アジア地域での
CW事業のさらなる拡大を進める。

　位置情報を活用したフィールドセールス向けのソリューション「UP-
WARD」を提供するスタートアップ企業、UPWARD株式会社が12月15
日に同アプリのタイ語版をリリースした。
　営業活動のベストプランを地図上に可視化、顧客データの記録・活用を
効率化することで活動件数の増加や残業時間の減少、ひいては企業の売
上増に繋げる。2016年の創業以来、400社４.8万人に導入され、23年7
月には初の海外拠点であるシンガポール法人の営業を開始した。
　タイでは22年に開催された「Techsauce Global Summit 2022」に
参加。市場の可能性を感じ、今回のタイ語版リリースに至った。取締役
CFO兼シンガポール支社長の荒木克則氏は「タイでは飲料メーカーや金
融機関など様々な分野での活用を模索している」と営業現場の革新に意
気込む。

外回り・訪問営業のDXアプリ「UPWARD」
タイ語版の提供を開始

　日本発グローバルEVベンチャーTerra Motors株式会社は、タイ法
人TERRA CHARGE (Thailand) Co., Ltd.を設立し、12月からEV充
電サービス「Terra Charge」の提供を開始すると発表した。タイで日系
企業がEV充電インフラ事業を展開するのは、同社が初となる（同社調
べ）。第一号施設は、チャオプラヤ川のほとりに位置するコンドミニアム
「River Heaven Condominium」の駐車場に設置予定。同社は23年
10月からインドでも「Terra Charge」事業を開始している。

日本発グローバルEVベンチャーTerra Motors
タイでEV充電インフラ事業を提供開始

　日本貿易振興機構（JETRO）バンコク事務所では、タイにおける日本産ホ
タテ等の新規需要を創出することを目的として、輸入業者、飲食店、小売店
などと連携し、新規需要創出事業～HOTATE Festival～を開催している。
日本産ホタテをめぐっては、中国など特定国による水産物等の輸入停止措
置により大きな影響が生じており、輸出先の多様化が求められていた。タイ
向けには2022年時点で約12億円が輸出されており、品目別輸出額で第9
位に入る主要品目だが、新規需要の創出を通じて更なる輸出拡大を目指す。
　本事業の実施にあたり、12月1日にはメディア、インフルエンサー、事業関
係者などを招待したプレスカンファレンスが実施された。プレスカンファレン
スでは、「IRON CHEF Thailand」に出演したアイアンシェフタイランド
Chef R（ティーラパット・ティーヤスントラノン氏）へのインタビューや、日本
産ホタテを活用した日本食・タイ料理・フュージョン料理の提供が行われた。
　ジェトロバンコク事務所の黒田所長は、「日本産食品の各種取組でここま
で多くの事業者の皆様にご協力いただくのは初めて。是非、この“HOTATE 
Festival”を通じて、日本産ホタテの魅力を知り、タイ地方や日本食以外を含
めて幅広く楽しんでいただき、輸出拡大に繋げていければ」と事業への意気
込みを語った。
　また、主賓の在タイ日本国大使館の梨田大使は、「日本語のホタテの名前
は、殻を開いた形が帆を立てた船に見えることに由来し、縁起物としても扱
われている」とエピソードを紹介し、「この冬に日本で旬のホタテを堪能する
タイの方も多いと思うが、タイに戻ってきてからも大のホタテファンとなって
いただきたい」と事業への期待を示した。

ジェトロ、タイにおける日本産ホタテ等の新規需要創出事業
～HOTATE Festival～を開催

日本の農林水産品のさらなる
輸出拡大＆海外への販路拡大

https://js-dmk.jp/

1月18日 ～ 1月20日

JAPAN SELECTION 2024
 -FOOD STYLE-

日本農林水産品

家具、ギフト、インテリア雑貨、
ホームウェア、ファッション

https://www.stylebangkokfair.com/

3月20日 ～ 3月24日

STYLE BANGKOK
2024

生活用品

アジア最高峰のサイバー
セキュリティコンフェレンス・展示会

https://cybersec-asia.net/

1月31日 ～ 2月1日

Cybersec Asia 2024

サイバーセキュリティ

ホテル、レストラン等へ向けた
ケータリングの専門展

https://thaifex-horec.asia/ｓ

3月6日 ～ 3月8日

THAIFEX - HOREC ASIA

ケータリング

栄養、医薬品、ペットや水産養殖用の
エサの製造及び加工最新技術等
https://thaifex-horec.asia/ｓ

3月12日 ～ 3月14日

HEALTH & NUTRITION
ASIA 2024

栄養・医薬品等

配送・郵便・小包・Eコマース・ロジスティクス・
サプライチェーン向けソリューション

https://www.smartdeliveryexpo.com/

3月21日 ～ 3月22日

Smart Delivery Expo
2024

配送・郵便

ジュエリー、金、銀、プラチナ、宝石付き
ジュエリー、宝石、ダイヤモンド等

https://jewellerygemaseanbkk.com/

5月1日 ～ 5月4日

Jewellery and Gem ASEAN
Bangkok 2024 (JGAB)

ジュエリー

タイヤ, ケーシング、チューブ、
メンテナンス、修理、作業、設備等

https://vivhealthandnutrition.nl/

5月15日 ～ 5月17日

Tyrexpo Asia 2024
 Bangkok

タイヤ

(左)アイアンシェフタイランド Chef R
(シェフ・アール)
(中央)在タイ日本国大使館梨田大使
(右)ジェトロ・バンコク事務所黒田所長

IRON CHEF Thailand
ホタテ特集番組を見る

YKK AP、タイ最大手
カーテンウォールメーカーの株式を取得

誰でも、どこでもできる。

水質検査を簡単に。

KONISHIYASU TRADING (THAILAND) CO., LTD.

163 Thai Samut Building 17th floor room 17B Surawongse Road, Suriyawongse Bangrak Bangkok 10500

+66-6-3615-9796
t-ozaki@konishiyasu.com

+66 (0)95-164-8781
bkk.admin3@konishiyasu.com

http://konishiyasu.com/

タイでの購入・お問い合わせ先（「パックテスト」タイ正規販売代理店）

50回分
1箱

項
目

ラインナップ

約70

日本語（尾崎） タイ語（Ping）

測定方法を
動画で見る

※一部項目は１箱20、40回分

※

0706



　工場などの製造現場や大規模施設で、設備やシステムを稼働させるための制御技術が
Operational Technology（OT）。かつては工場や施設内といった閉ざされた空間だけでやりとりさ
れた情報だが、IoT（モノのインターネット）の普及や工場のスマート化などからサイバー空間と接続
され、外部からの攻撃を受けやすくなった。手口の多くはランサムウエア（身代金要求型ウイルス）が
添付された電子メールなどを経由して業務システムに侵入後、データを暗号化し金銭を要求すると
いうものだ。KDDIの和才氏はタイで事業展開する企業に早期対策を呼びかけている。

工場のセキュリティの
脆弱性を狙ったサイバー攻撃

　工場ネットワークの脆弱性が指摘され
る多くは、古いシステムやPCが導入され
たままの工場や施設。現場で働く人たち
にとっては機械や設備が問題なく稼働し
ていればそれでよく、攻撃される状態で
あるかどうかといった意識は低いのが一
般的だ。セキュリティを強化するための基
本ソフト（OS）のアップデートさえも無頓
着なケースは少なくない。世界中のハッ
カーたちはそうした状態を虎視眈々と
狙っている。
　「まずは、システムの脆弱性を可視化
し、リスクを最小化した上で、DX化やス
マートファクトリー化を実現するべき」と
和才氏は言う。方策は極めて簡単だ。モ
ニタリングを行うために開発した外部デ
バイスを物理的に工場等に設置するだ
け。後はクラウド上にある管理プログラム
が自動で解析し、1ヵ月ほどでレポート結
果を提供してくれる。

取引先を巻き込んだ
セキュリティ対策を

　一方的に〝解答〟を導き出すようなこと
はしない。足下のリスクに向き合い、具体
的な対応策を講じるのは顧客次第である
からだ。企業ごとに求めるセキュリティの
水準や方策も異なる。いたずらに経費を
かければよいというものでもない。だか

ら、問題の提起にこだわっている。
　自社内だけでなく取引先や納品先な
どにも進入し、感染を拡大させていくの
がランサムウエアだ。被害が発生してから
では取り返しがつかなくなることも珍しく
ない。「取引先をも巻き込んだ日頃からの
意識の共有が何よりも大切」と和才氏は
指摘するが、港湾や空港、貨物施設など
一部の施設や業界を除いては、タイ社会
ではあまりそこに関心が向けられていな

いのが現状でもある。
　IoTや産業のDX化など成長の裏側で
増していくサイバーリスク。そこにいち早く
目を向け、対策が講じられるかが今後の
企業経営の鍵になる。「日本国内では工
場セキュリティ対策が進み始めており、製
造業の集積国であるタイにおいても対応
が急務だ」（和才氏）。タイでこれまでな
かった新しいサービスが動き出そうとして
いる。

工場DX化・スマートファクトリー化の裏側で増すサイバーリスク

既存工場システムの脆弱性可視化で
リスクを最小化

KDDI (THAILAND) LTD.
DX Digital Marketing Manager
和才 雄貴 Yuki Wasai

可視化サービスPoC 実施イメージ図表１ ※NWと機器設置場所の参考イメージ

The Internet

PI System MES Historian

HMI/
SCADA

OT（ICS）

IT（OA）

SW

パッシブモニタリング

情報ネットワーク

制御情報ネットワーク

制御ネットワーク

フィールドネットワーク

一定期間設置
（最大５ポートまで使用可能）

PLCDCS

TEL：+66 (0)2-075-8888
E-mail： bd@kddi.co.th (Marketing & Business Development)
Room No.902, 9/F, 208 Wireless Road Building, 208 Wireless Rd., Lumpini, Pathumwan, Bangkok 10330 Thailand

WEB Linkedin

・ 企業・個人の調査
・ 反腐敗・贈収賄
・ マネーロンダリング防止
・ サイバーセキュリティ
・ ホワイトカラー犯罪

iLAW ASIAは、2011年に代表パートナーのソムポップ・ロッドブンが創立した法律事務所です。以降、バンコクにおいて、包括的な法的サービスを提供しています。

+66 92 713 3113　 https://ilawasia.com/
Chamchuri Square, Floor 17th（MRTサムヤーン駅近く）

包括的な法的サービスを
日本語で提供
当事務所は、日本の企業や個人に対して日本語でビジネス実務に関する
様々なサービスを提供するため日本デスクを新設いたしました。
日本デスクは代表パートナーのソムポップ・ロッドブンと
シニアアソシエイトの大濵巌生が率いており、当事務所の様々な専門分野の
弁護士と協働して日本市場に特化したサービスを提供しています。

ILAWASIA CO.,LTD.

日本デスク新設

代表パートナー
ソムポップ・ロッドブン

シニアアソシエイト
大濵巌生

受賞および評価

JapanDesk@ilawasia.com日本デスク

日本語資料 英語資料 お問い合わせ

・ 法人設立登記・登記変更
・ 事業ライセンス
・ BOI登録 翻訳、認証、公証
・ ビザ・ワークパーミット

法人向け業務

・ 契約書の作成、レビュー、修正
・ 法律相談、法律調査
・ 法務デューデリジェンス

契約及び顧問業務

・ 訴訟手続、仲裁手続交渉
・ 契約違反紛争のアドバイス
・ 救済を要求する法的通知の送付
・ 雇用紛争

訴訟・紛争解決

・ 商標の調査、出願、審判、 
 異議申立、取消訴訟、更新、 
 記録サービス
・ 税関知的財産記録システム登録
・ 特許出願、更新、記録サービス
・ 著作権登録
・ 知的財産の維持・管理
・ 知的財産取引
・ 知的財産争訟

知的財産

調査・コンプライアンス

新車・中古車の販売、レンタル、補修サービス HAMMARサイドローダーの販売、補修サービス

Mach1 Equipment Services Co., Ltd.

コンテナ搬送機器をタイでお探しなら

ターミナルトラクター

大型フォークリフト

リーチスタッカ エンプティコンテナハンドラー

タイではまだ
導入が少ない
希少製品！

コンテナやその他の貨物の積み込み、輸送、積み
降ろしに多用途かつコスト効率の高い方法を安
全かつ効率的に提供。最小限の人員で稼働

陸上輸送用セミトレーラーセルフ昇降装置付

【本社】Wellgrow Chachoengsao　【支店】Lat krabang Bangkok 

４.５ｍ３段フリーフローコンテナマスト、
サイドシフト機能付。

コンテナ内作業用フォークリフト
２.５t/３.０t/５.０t販売 レンタル

タイ国正規
ディーラー

タイ国正規
ディーラー

TEL：+66(0)2-117-3339
Mob：+66(0)6-3271-3399（赤塚）
Email：akatsuka@match1.com.my
Website： https://www.mach1.my　
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　PIMでは、Work Based Education（仕事
をベースにした教育、以下WBE）を実践し、卒
業後すぐに働けるready to work（即戦力）の
人材を育てることに注力している。世界の大学
ランキングを公表しているU-MULTIRANKの
2021年度の「教育と学習」分野において、
PIMはアジアで5位、タイでは1位を獲得。全て
の学部で１年生から企業でのインターンシッ
プがカリキュラムに組み込まれており、学部に
より異なるが、4年間のうち合計1～2年の実
務経験が積めるのが特徴（タイでは日本のよ
うに大学生がアルバイトをすることは一般的
ではなく、在学中に就業体験を持つ学生が少
ない）で、卒業生の就職率は99％にのぼる。
　例えば、今回説明会に登壇した教養学部ビ
ジネス日本語学科では、1年次にはTrue（CP
グループの通信事業者）のコールセンター、２
年次にセブンイレブン、3年・4年次には日系企
業でそれぞれインターンシップを経験する。ま
た、日本の企業とのネットワークもあり、タイ国
内のみならず日本企業（主にホテルや観光施
設など）でのインターン経験を積むことができ
る。若いタイ人学生にとって日本での就業経
験は、新しい文化に触れるだけでなく、規律や
仕事に対する姿勢を学べるため、日本から
帰ってきた学生は著しい成長が見られ、最も
魅力的なインターンシップ先の一つになって
いるそうだ。
　PIMは、もともとCP ALLがセブンイレブン
の店舗拡大の際に、人材を確保するために設
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立したのがきっかけだ。WBEが徹底されてい
るため、今ではタイの大手企業のみならず外
資系企業もスポンサーとなり、卒業後に一定
期間働いてもらう条件で、生徒に奨学金を提
供している。生徒は在学中にインターンシップ
を通じて仕事を覚えるため、企業側は入社後
に一から教育する必要はなく、入学時点で人
材を確保できるメリットがある。中には、ひとク
ラス丸ごと買い取る企業もあるという。また、生
徒側もその会社の雰囲気や仕事のやり方な
どを実際に経験できるため、入社後のミスマッ
チが少ない。まさにお互いにWin-Winとなる
スーパー青田買いシステムだ。
　説明会後は、校内の教育設備を見学し
た。最初に訪れたのがPIMエアー（航空ビジ
ネストレーニングセンター）だ。空港（チェック
インカウンター、搭乗ゲート）や航空機内（客
室、ギャレー等）を模した設備があり、航空
会社勤務経験のある講師からグランドス
タッフや客室乗務員の業務の訓練を受ける
ことができる。

　続いて訪れたのは、さまざまな産業ロボット
が設置されたイノベーションセンター。ここで
は、産業ロボットの操作やプログラミングを通
してロボティクスやオートメーションを学べる。
このほか、ホスピタリティー業界を目指す学生
のためのホテルのレセプションや客室、レスト
ラン、バーなどの設備があるホスピタリティー
ラボ、PIMの付属高校の教室を見学した。
　人材不足が叫ばれる今、 PIMのような大
学と連携して未来を担う若手人材に先行投
資する。これも人材戦略の選択肢の一つと言
えるだろう。なお、PIMではインターン受け入
れ先企業やスポンサー企業を募集している。

Ms. Panisara Termkijkajonsuk
Assistant Director, 

Office of International 
Relations

(Opening Speech)

Ms. Paparwarin Sukhantong
Manager,

 Office of International Relations
(PIM 概要)

Ms. Ilada Liblub
Lecturer,

 Faculty of Liberal Arts
(日本語学科概要)

Mr. Kantatorn Wannawasu
CEO

Mediator Co., Ltd. 
(Facilitator)

TJRIビジネスミッションレポート

CP ALL運営「即戦力の人材を育てる」
PIM式教育法を学ぶ

ホスピタリーラボ イノベーションセンター

PIMエアーのキャビン

　タイ日プラットフォームTJRI（運営会社メディエーター）は12月7日、タイと日本の協業・新
規事業の創出の機会を目指す「TJRIビジネスミッション」で、パンヤピワット経営大学
（PIM）を訪問した。PIMは、タイ最大の財閥CPグループ傘下でセブンイレブンを運営する
CP ALLが経営する企業大学で、卒業後に即戦力として働くための教育を徹底している。
本ミッションでは、同大学の即戦力人材を育てる教育法や民間企業との連携について
の説明会の後、校内の教育現場を見学した。

　基調講演では、サシン経営大学院日本セン
ター所長（明治大学専門職大学院教授）の藤
岡資正教授が、日本企業のグローバル経営に
おける人的資本の課題として「海外の人材市
場で日本企業は、働きたい企業としては上位
には上がってこない」と指摘した上で、「優秀
な人材を獲得するためには、彼らに選んでもら
えるようまずは自社の魅力を高め、セルフブラ
ンディングを戦略的にする必要がある」と強調
した。
　続いて、名だたる企業をクライアントに持
ち、タイにおけるエンプロイヤーブランディング
を牽引するワークベンチャー社のイェンス・ポ
ルドCEOが登壇し、「かつては優秀な人材を
獲得するには、給与や福利厚生など報酬が重
視されていたが、多様化が進む今、優秀な若
手人材を確保するには、彼らの働き方に対す
る価値観を理解し、自社に必要なターゲット
人材に合わせたエンプロイヤーブランディング
がますます求められる」と訴えた。同社のエン
プロイヤーブランディングの第一人者ジラワッ
ト・タンバウォーンピチェット氏は、「エンプロイ
ヤーブランディングを成功させるフレームワー
クとして、２つの『Good』がキーワードとなる。
Good Vibes（良い雰囲気）をつくり出すこと
で、Good Voices（良い評判）が自然に広が
る。これは短期的に結果を出せるものではな
く、継続していくことが最も重要」とその基本概
念を解説した。
　パネルディスカッションでは、ワークベン
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チャー社が調査した「最も働きたい企業トップ
50（2023年）」にランクインしているタイ小売
大手セントラル・グループのピープル・ブラン
ディング＆コミュニケーション責任者ルディ・
ウアジョンパシット氏とタイ最大の財閥CPグ
ループのタレントアンドピープルエクスペリエ
ンス担当副社長のプーリプラット・ブンナーク
氏が加わり、「優秀な若手を惹きつけ、引き留
める人材戦略」について各社の取り組みを聞
いた。
　ルディ氏は、「セントラル・グループは本格的
に国際的な企業を目指すために、過去10年で
企業文化を変革した。具体的には、当社の従
業員の主要層である25～35歳に調査を行
い、従業員を惹きつける3つの重要な要素を
特定し、社内制度を見直した。リテンションの
ためも従業員への調査は定期的に行なってい
る」とし、新しい人材採用においては「自社の
存在意義を定義づけ、マーケティング部門と
連携して、社員に対して提供できる価値提案

を発信していくことで企業のブランディングを
高めている」と述べた。
　一方、プーリプラット氏は新世代の採用に
ついて「CPグループは、イノベーションを起こ
すための起業家マインドの必要性を考え、若
手人材の採用の一環として26歳未満の有望
な候補者に自ら考えて実行するプロジェクト
ベースの仕事を与え、評価している。目覚まし
い成果を出しているチームは、タニン上級会
長に直接プレゼンし、フィードバックをもらう機
会を得られる。こうした経験を提供することで
彼らの大学の同級生に自然に口コミが広が
り、結果的に企業ブランディングにつながって
いる」と明かした。
　最後にジラワット氏は、「自社の魅力（この
会社で働きたい理由トップ3とこの会社で従
業員が光り輝ける理由トップ3）を見つけ出
し、それをひたすら繰り返すことで必ずエンプ
ロイヤーブランディングは確立できる」と締め
括った。

Professor Takamasa Fujioka, PhD.
Director,

Sasin Japan Center

Mr. Jens Pold
Chief Executive Officer,

Workventure Technologies
Co., Ltd.

Mr. Jeerawattana Tungborvornpichet
Head of Employer Branding,
Workventure Technologies

Co., Ltd.

Ms. Ruedee Euachongprasit
Head of People Branding & 

Communication,
Central Group

Mr. Pooriprat Bunnag
Vice President – Talent and 

People Experience,
Charoen Pokphand Group

Mr. Kantatorn Wannawasu
CEO

Mediator Co., Ltd. 
(Facilitator)

サシン日本センター×アジア市場経済学会×TJRIセミナー開催レポート

人材市場で優秀なタイ人を惹きつける
企業ブランディング戦略
　タイ日プラットフォームTJRI（運営会社メディエーター）は12月15日、チュラロンコン大学
サシン経営大学院日本センター及びアジア市場経済学会と共催で「タイの人材市場で優
秀な若手人材を惹きつけるには」と題したセミナーをサシン経営大学院で開催した。

JAFAME
アジア市場経済学会
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57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211
Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

GDM (Thailand) Co., Ltd.
www.gdm-asia.com

電　  話 086-513-7435 高尾
takao@gdm-asia.comEメール 早稲田大学商学部卒業。2008年来タイ。1,500,000㎡を超えるタイ不

動産取引実績を有し、企業の不動産取得支援を行っている。ホテル・オ
フィス用地や工場倉庫用地及びホテルやオフィス、商業施設などの事業
用不動産売買に強みを持つ。「タイで最も土地取引を行う日本人」として、
豊富な知見を生かし企業の投資に関するコンサルティングなども行う。

GDM (Thailand) Co., Ltd.
代表取締役社長　

アマタシティ チョンブリ工業団地

ピントン工業団地5

ロジャナ レムチャバン工業団地

ロジャナ ノンヤイ工業団地

TFD工業団地

ウェルグロー工業団地 ゲートウェイシティー工業団地

イースタンシーボード工業団地

WHAラヨーン36工業団地

ロジャナ アユタヤ工業団地

ハイテック工業団地

バンパイン工業団地

ナワナコン工業団地

ノンケー工業団地

アジア工業団地スワンナプーム

プラカサ工業団地

バンプリー工業団地バンプー工業団地

プレクサス進出

コンペック・マニュファクチャリング進出

アミタ・テクノロジーズ進出

チコニー・エレクトロニクス進出

クアンタ・コンピューター進出

プリマックス・エレクトロニクス進出

四会富仕電子科技進出

BYD進出EV

AWSデータセンター進出

AWSデータセンター進出

長安汽車進出EV

ホライゾンプラス進出

アマタシティ ラヨ－ン工業団地

WHAイースタンシーボード工業団地4

ピントン工業団地6

WHAラヨーン工業団地

CPGC工業団地

EV

ドンムアン
国際空港

スワンナプーム
国際空港

ロジャナ プラチンブリ工業団地

400～450万B

800～1,200万B

250～300万B

450～550万B

700～1,200万B

８00～1,200万B

1,000～1,400万B

アユタヤ（北部）アユタヤ（北部）

アユタヤ（南部）アユタヤ（南部）

バンコク周辺バンコク周辺

プラチンブリプラチンブリ

EEC(内陸)EEC(内陸)

EEC(港側)EEC(港側)

EEC(マプタプット)EEC(マプタプット)

420～480万B

タイ工業団地マップ
タイ主要工場用地のエリア別価格レンジ

（１ライあたりの価格）

１ライ=1,600㎡=484.8坪

紫文字： IEAT(タイ工業団地公社)
タイ工業団地公社（IEAT）とは、工業省に属する政府
関連機関で、タイ国内の工業団地や関連インフラスト
ラクチャーを造成・整備し、総合的に運営・管理してい
る。基本法は、1979年に制定されたタイ工業団地公社
法で、目的、業務内容、工業団地入居者への恩典や条
件等が定められている。IEATフリーゾーンに入居する
事業者には、関税や付加価値税の免税等の税務恩典
も与えられる。また、BOIを取得せずとも外資企業への
土地所有権を認めている。

タイの工業用地市場、
中国EV関連サプライヤーの進出で再び活況

　世界的なEV市場の成長期待に伴い、中国EVメーカーのタイ
進出が増加している。BYDや広州汽車、長安汽車といった大手
メーカーだけでなく、関連のサプライヤーも多数進出しており、
EEC（東部経済回廊）のチョンブリ県やラヨーン県の工業団地
で土地の売買が活発だ。
　中国系メーカーは特に迅速な意思決定で知られる。筆者が
直近で取り扱った60ライ（96,000㎡）、40ライ（52,000㎡）、
30ライ（48,000㎡）など大規模な土地であっても、1～2ヵ月で
土地購入を決定したケースもある。一般的な日系企業の場合、
これらの意思決定には半年から１年は要すだろう。
　2012年、13年にはタイの工業用地取引で「工業用地バブル」
が発生した。当時はタイ国内の移転需要が主因だったが、現在
は中国や台湾からの新規進出が主流になっており、工業用地
市場はプラスサム状態となっている。チョンブリ、ラヨーンエリ
アでは、今後も工業用地の需要が増加し、土地価格は恒常的
に上昇していくと予想される。アマタシティラヨーン工業団地や
イースタンシーボード工業団地周辺の土地が完売状態のため、
現在は更に東に車で30分程度の内陸地に工業団地が開発さ
れている。

タイの産業多様化、中国企業の進出で加速

　EVや電子部品産業に注目が集まる中、タイではそれ以外の
業種からの進出も増加している。一例として、グーグルホームな
どのホームスピーカーメーカーも全世界向け輸出拠点として構
築している。この企業はアップルウォッチやマックブックなどの
受注獲得も狙っていると聞く。また、アメリカの大手スーパー
マーケットチェーンであるウォルマートやホーム・デポ、ロウズ
などへの製品供給を行う中国企業も多数タイに進出している。
これらの企業はタイで製造し、全量を米国へ輸出するという企
業も珍しくない。そのため、保税区エリアを求める企業や、一般
区から保税区へ切り替え申請する企業も増加中だ。
　2000年代まで日系企業を中心にタイを製造立国化した流
れを、2020年代に入り中国企業がタイのアジア製造業ハブと

しての地位向上を後押ししていると捉えることもできる。タイは
今後も様々な産業の進出を受け入れ、地域経済の発展に貢献
し、産業構造の多様化と国際競争力の向上が期待される。
　しかし、中国企業のタイへの進出ラッシュがもたらす影響
は、必ずしも良い面ばかりではない。特に顕著な問題の一つが
人材の引き抜きだ。工場長、エンジニア、生産管理者など、高
度なスキルを持つ人材の獲得競争が激化している。この状況
は、チョンブリやラヨーン周辺で特に目立つ。企業は、人材流
出防衛のために昇給や賞与の増加、手厚い福利厚生を提供し
なければならず、これによってコストの上昇は避けられない。
長年かけて育てた優秀な人材が好条件で引き抜かれると、企
業にとっては大きな損失である。タイでは、もともと管理職や
エンジニアといった人材が不足していると言われており、人材
問題に関しては根本的な解決策がまだ見つかっていないのが
現状である。

中国企業のタイ進出の裏側 : ある中国製造業社長の話

　中国本土に本社を持つ、ある製造業の中国人社長に、タイ進
出の理由を伺うと、「中国国内にいることのリスクを感じたか
ら」と話す。中国の地方政府は、中国の一帯一路政策を背景
に、海外進出を推奨しており、中国元を国外に送金できること
から進出を決意したという。
　昨今の中国の経済の停滞感から、中国から多額の資本が流
出していると筆者は認識している。しかし、いまだに地方政府
が中国企業の海外進出を後押ししていることには驚かされた。
将来的に中国に戻る意志については、「個人的には中国に戻る
気はなく、最終的には香港に戻ることを考えている」と語る。タ
イに既に30ライ（約48,000㎡）の土地を購入し、更に追加で
30ライ程度を買い増しするという計画とのこと。
　また、その社長の知人もタイへの進出を決定しており、建物
の購入を決めた。おそらく、タイに進出してくる中国系企業は、
筆者が把握している数の何倍も多いだろう。
　純粋に製造するための拠点を探すというのみでなく、合法的
に海外に移住できるメリットを最大限に享受したいと考える中
国人も多数いるのではないかと邪推する。

中国企業のタイ進出とその影響
事業用不動産動向から見るタイの今

1,500,000㎡以上の取引実績 タイでの工場・土地購入売却ならGDM Thailand
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　動物飼料から畜産品、食肉加工品や調理食品まで幅広い
製品を生産・販売するタイの大手農業・食品会社であるチャ
ロン・ポカパン・フーズ（CPF）は、世界17ヵ国でビジネスを展開
し、40ヵ国以上に製品を輸出している。タイ食品業界のリーダー
として、タイ人の食のトレンドやタイにおける日本食品のチャンス、
そしてサステナビリティ事業をどう考えているかなどをCPFのプラ
シット・ブンドゥアンプラサート最高経営責任者（CEO）に聞いた。

（聞き手：mediator ガンタトーンCEOとTJRI編集部）

Charoen
Pokphand Foods
Charoen
Pokphand Foods
Charoen
Pokphand Foods

プラシット・ブンドゥアンプラサート氏プラシット・ブンドゥアンプラサート氏

タイ企業を知り、学び、協創する
タイ企業のニーズをWebで公開中！ タイ企業へ連携提案してみませんか？

健康とおいしさを両立、日本との連携も推進

企業名 Charoen Pokphand Foods PCL
設立年 1978年
資本金 8,611 百万 THB
売上 614,197 百万 THB
Website https://www.cpfworldwide.com/
業種 Food & Beverage

企業概要

TJRI

タイ企業

食品の「栄養」、「健康的」、「新鮮」、
そして「安全性」とは

Q. タイ人の食のトレンドは
　トレンドはライフスタイルと「商品」に分
けられます。ライフスタイルでは「利便性」
が最も大事です。消費者は自宅近くの店舗
で商品を購入し、オンラインでも注文する
ようになっています。「商品」では、消費者は
「健康に良い食品」を求める傾向が強まっ
ています。健康に良い食品には「栄養

（Nutrition）」、「健康的（Healthy）」、「新鮮
（Freshness）」、「安全性（Safety）」という４
つの重要な要素が含まれています。

Q. 食トレンドに対応する商品の開発戦
略は
　CPFは消費者の健康に配慮し、おいしさ
にもこだわりながら食品を開発していま
す。具体例としては、「プロバイオティクス
（人体に良い影響を与える微生物）」を使用
した養鶏を開発しました。鶏が病気になら

ず健康であるように、12万5,000種類以上
の中から厳選したプロバイオティクスを飼
料に配合し、鶏の免疫力を高めることで、
抗生物質を使用せずに安全でおいしい鶏
肉を生産することができるようになりまし
た。この開発は、食品安全基準を強化する
「Thai food ‒ Mission to Space」という
キャンペーンにつながり、CPFの鶏肉は既
に厳格な米国航空宇宙局（NASA）の宇宙
食安全基準も満たしています。
　また、肉のおいしさを向上させるために、
このプロバイオティクス配合の飼料をさら
に改良しました。具体的には日本のパート
ナーからのアイデアを応用し、飼料の原料
をトウモロコシから玄米に変更しました。
その結果、鶏肉はよりおいしくなりました。
この技術は、豚肉分野でも取り入れ、飼料
と品種の改良を行った結果、豚肉の脂身の
栄養成分がより高まりました。これらの鶏
肉と豚肉は「U Farm」というブランドで販
売しています。

産卵鶏の糞尿から発生する
バイオガスを水素ガスに変換する
プロジェクトをトヨタ自動車と開始

Q. CPFのサステナビリティ活動につい
て教えてください
　CPFは創業以来サステナビリティを重視
しており、20～30年前からその活動を行っ
ています。現在、当社では国連の「持続可
能な開発目標（SDGs）」のうちの7項目に特
に焦点を合わせており、事業戦略に盛り込
んでいます。例えば、17ヵ国で事業を展開
する中で、各国の食料安全保障に取り組
んでいます。人権では国際労働基準に適
合し従業員の雇用環境を整備しています。
さらに、水資源の保全では水を再利用する
ことで、鶏を飼育する過程での水使用量を
通常より約45%削減しています。また、タイ
の全工場で使用されるエネルギーの30％
は再生可能エネルギーで、2022年からタイ
とベトナムで石炭使用を停止しました。

Q. トヨタ自動車とのバイオガスによる水
素製造での協業は
　CPFはすでに畜産廃棄物から生成され
るバイオガスを発電に活用しています。ト
ヨタ自動車は水素製造プロジェクトを推進
しており、さまざまな水素エネルギー源を
探していました。そこで、当社とトヨタは、産
卵鶏の糞尿から発生するバイオガスを水
素ガスに変換するパイロット・プロジェクト

を始めました。現在は、最も効率的な水素
の貯蔵プロセスや輸出方法を模索してい
ます。産卵鶏以外でも養豚や肉用鶏の糞
尿の利用にも可能性があると考えていま
す。このプロジェクトは「健康にも環境にも
良い食品を生産する」というCPFのビジョ
ンに沿ったものです。

Q. CPFの工場の現在の電源構成は
　現在、全国112ヵ所のCPF工場で使用さ
れる電源の30％が再生可能エネルギーで、
その原料の68％が農業残さなどのバイオ
マス、30%がバイオガス、2％が太陽光で
す。水素エネルギーの方が、効率が良いこ
とが確認されれば、今後は水素エネル
ギーも利用していくでしょう。将来は、水素
エネルギーのコスト効率をより良くする新
技術が生まれてくると信じています。

スタートアップを含め
広範囲の日本企業と連携

Q. 日本企業との協業について教えてく
ださい
　広範囲の日本企業と協力関係を持って
おり、生産工程では日本製の工場設備を
導入しており、加工食品では日本の調味料
も使用しています。合弁事業では、34年以
上の歴史を持つ明治との合弁企業「CPメ
イジ」があります。また、今年末には「魚力」
との合弁で、タイに寿司店をオープンする
計画です。さらに現在、日本からの食品や

食材を輸入し、タイで販売するビッグプロ
ジェクトを推進しています。将来的にはシ
ンガポールや韓国、スカンジナビア諸国と
いった海外のネットワークを通じて販売す
る計画もあります。

Q. 日本のスタートアップ企業との協力関
係もありますか
　CPグループは、日本のスタートアップ企
業のピッチイベント（ロック・タイランド）を
支援しています。CPFは、新しい技術やイノ
ベーションを見つけるために、日本をはじ
め、世界中のスタートアップ企業との連携
に取り組む専門チームを持っています。

Q. 日本政府は日本産食品の海外輸出を
推進しています。タイの食品業界のリー
ダーとして、日本の食品業界にはどんな
チャンスがあると考えていますか
　日本の食品や食材にはポテンシャルが
あり、タイでもまだ多くのチャンスがありま
す。特に、タイ人が知らず、食べたことのな
い料理や食材を紹介することには大きな
可能性があります。日本食はタイ人にとて
も人気がありますが、タイ人が知っている
日本料理はまだ限られています。日本には
素晴らしい食文化と高品質の食品がありま
す。

会員登録
無料

最高経営責任者（CEO）最高経営責任者（CEO）

CPFプラシットCEO（左）、mediator ガンタトーンCEO（右）

CPFの食品小売商品のサンプル
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　日ASEAN友好協力50周年を迎えた今年、経済産業省含む経済界
は「日ASEAN経済共創ビジョン」を公表し、共創の必要性を強調してい
ます。「日タイ経済共創ビジョン」インタビューシリーズの第４回目は、海外
産業人材育成協会（AOTS）バンコク事務所の所長兼日ASEAN経済産業
協力委員会（AMEICC）の事務局長を務める藤岡亮介氏にデジタルトラン
スフォーメーション（DX）やグリーントランスフォーメーション（GX）が求めら
れる今、日本や日本企業がタイやASEANで経済協力を深化させていくための
アクションプランについて話を伺いました。（2023.10.10掲載）

（聞き手：mediator ガンタトーンCEO）

藤岡 亮介氏藤岡 亮介氏

AOTSバンコク事務所長 兼 AMEICC事務局長AOTSバンコク事務所長 兼 AMEICC事務局長

時代に合わせて変化する日タイの経済関係
オープン、コネクト、バランスを
体現する国タイ

Q. 今年、日ASEAN友好協力50周年を
迎えるが、このタイミングでタイに赴任し
た感想は
　昨年、私がタイに赴任した直後に開催
された大きなイベントがアジア太平洋協
力会議（APEC）でした。タイは、「オープ
ン、コネクト、バランス」というテーマを掲
げ、さまざまな困難を抱えつつも首脳宣
言を発出し、議長国としての大役を見事
に務め上げました。
　タイは、伝統的に長い歴史があり、グ
ローバルマインドもあります。オープン、

コネクトという側面と、バランス感覚があ
る点は日本とも似ており、他のASEAN諸
国と同様に見習うべきところが多いため、
日系企業が約6,000社も活躍するタイの
人材育成とASEANの経済協力を担当し
ている身として、タイの重要性は非常に高
いと感じています。
　一方でASEAN全体に目を向けると、各
国は協調しつつも競争しています。それ
はお互いに「コネクト」していくことのメ
リットを理解しつつも、自国の経済発展
のためグローバル企業などを競って誘致
する必要があるからです。各国を個別に
担当している人が多いためか、ASEANの
二面性を日本人でしっかり理解している

人は多くないと感じ
ます。
　ASEANとして一つ
の経済圏を目指しつ
つも、競合として隣
国のやっていること
を凄く意識するとい
う構造をうまく活用
することができれ
ば、より良い共創を
作り、加速化出来る
と感じています。

タイの脱炭素のトレンドは
企業を見るべし

Q. 経済産業省では脱炭素などの政策を
担当していたとのことですが、タイの脱炭
素・低炭素に対する評価は
　タイに赴任する前はASEAN地域との
関わりはあまりなく、正直東南アジアで
脱炭素はまだ普及していないと思ってい
ましたが、実際にこちらに来てみると、想
像以上に脱炭素への意識が高く、定着し
ていることがわかりました。
　脱炭素は、国単位と企業単位に分けて
考える必要があります。国単位で見た場
合、脱炭素を実行するためにはコストや
利用可能なエネルギー源、エネルギー需
要などさまざまな要件を考慮して、長期
目標として実行可能な政策に落とし込ん
でいく必要があり、タイ政府としても難し
い局面にあると思います。
　一方、企業単位で見ると、取引先や最
終市場、金融市場からの強い要請もあ
り、脱炭素化が待ったなしで求められて
います。業績など経営面に直結するため
スピーディに対応する必要があり、欧米
のグローバル企業と比べてもタイ企業の
脱炭素に対する感度は遜色なく、むしろ
日本企業よりも感度が高いと感じること

もあります。
　タイの場合は、政府主導で脱炭素化を
行なっている欧米諸国とは異なり、タイ
企業の取り組みを見た方が、最先端の脱
炭素のトレンドを知ることができると感
じます。

日本全体として守りと攻めの
両利き経営を

Q. 日本政府は日ASEANの経済関係の
再構築に共創を打ち出しているが、今後
タイやASEANで協力できることや目指
す方向性は
　日本がこれからやるべきことは、「守
り」と「攻め」の2つの部分があります。タ
イへの外国直接投資では、中国やシンガ
ポールが日本を抜いていますが、ストック
ベースで見ると、長年タイでビジネスを築
いてきた日本の方がアセットは製造業を
中心に多くあり、現在、多くの企業の収益
源となるだけでなく、タイの経済成長に
貢献しています。
　「守り」の観点では、これらの産業ア
セットを時代に合わせてアップグレード
していく必要あると考えています。例え
ば、日タイ連携の人材育成プロジェクト
「L I P E（リペ：L e a n  I oT  P l a n t  
management and Execution）」のよう
に、IoTを含むデジタル技術や、製造工程
やエネルギー供給に潜む無駄を省く省エ
ネ技術などを駆使しながら、いわゆるDX
（デジタルトランスフォーメーション）や
GX（グリーントランスフォーメーション）
を実行していくことで、今あるアセットの
価値を更に高めていくことが重要です。
　一方、「攻め」の部分では、既存事業の
改善やアップグレードではなく、イノベー
ションにより不確実性の高い新領域を探
索し、成長事業を育てていくアプローチ
が求められます。攻めと守りを、同一の組
織体が同時に行うことを、ビジネスの世
界では「両利きの経営」と呼んでいます
が、日ASEAN友好協力50周年のこのタ
イミングで、日本政府としてもこの2つの
バランスをとりながら、未来産業を創出
していく攻めの部分もしっかりサポート
していきたいと強く打ち出しています。

Q. 攻め（新領域）の事業は話題だけが先
行し、経済インパクトは小さいと疑問視
されることもあるが、どう見ていますか
　大企業から見ると小さな市場でもス
タートアップにとっては利益の源泉（重要
な市場）になることもあります。だからこ
そ、多様なプレーヤーを受け入れていく
素地は重要で、その市場が拡大したとこ
ろで、例えば、俊敏なタイの財閥企業と組
むなどの選択肢も見えてきます。小さな
市場でも最初に機動力を持って動けるの
がスタートアップの強みだと思います。
　また、日系企業とタイのスタートアップ
がコラボレーションするのも市場の活性
化につながると考えています。その中で、
カイゼンなど従来の日本企業が持つ強
みをうまく生かしていくことができれば
日タイの経済共創を深化させ、日本全体
として両利き経営が実現するのではない
でしょうか。

Q. 新領域のビジネスで鍵を握るのはス
タートアップになるか
　スタートアップだけではなく、日系の現
地法人の経営者の方々も良いアイデアを
持っている方がたくさんいて、現地法人
の経営者とスタートアップの創業者は、ア
イデアで勝負をされている、という意味
で同じ次元にいると思っています。他方
で、スタートアップは自由があるのに対し
お金がなく、大企業の現地法人の方々は
一般的に権限が限定的で、代わりにア
セットを持っています。このように類似し
ている点と対極的な点がありますが、ア
イデアを持っている人を、等しく支援する
ことが日本のクリエイティビティを高めて
いく一つの解決策だと考えています。私
自身、現地法人の経営者の方々に話を聞
くことも多く、そうした方々の持つアイデ
アの重要性を今後はもっと積極的に発
信していきます。

Q. 日系の現地法人のアイデアを支援す
る取り組みは
　一例として、AMEICCとジェトロが共同
で行なっているADX（アジアDX促進事
業）の申請において、これまでは日本本
社からしか申請ができませんでしたが、

海外法人からでもアイデアを挙げやすく
するために、本社と海外法人が共同で申
請を出せるように変更しました。細かいと
ころですが、こうした仕組みは非常に重
要だと考えており、現地法人にとっては
日本政府や現地パートナー企業と共に
プロジェクトに取り組めるメリットもある
ので、面白いアイデアを持つ現地の企業
には、ADXを積極的に紹介しています。
今後はマーケティングを強化してさらに
ADXの認知度を高めていきたいと思って
います。

これからの日タイの人材育成

Q. 産業構造が変革する中、人材育成は
今後どう変わっていくか
　これまでの研修は自社完結型で、日本
人の技術者や専門家をタイに派遣もしく
はタイ人社員を研修生として日本に派遣
するのが一般的で、AOTSの海外人材育
成制度のベースにもなっています。
　しかし近年は、DXやGXなどの最先端
の分野を中心に、日本側で社内に教えら
れる人材がいないという課題も出てきて
います。そうした課題を解決するために、
タイの研修施設と連携して、そこにノウハ
ウを集約して人材育成をする仕組みをつ
くるアイデアもあります。現地の研修施
設をオープンプラットフォーム化すること
で、「日本×タイ」や「ベンチャー×大企
業」だけでなく、さまざまな層の垣根を超
えた共創を後押しできると思っています。
　ただし、研修施設での研修は誰にで
も合うような、普遍的な内容になってし
まう可能性があるため、自社のニーズに
カスタマイズした内容を深く学ぶことが
できる従来の自社完結型の育成も必要
です。AOTSでは、こうした点も踏まえ、う
まく政策に落とし込んで、より時代に
あった人材育成制度を提供していきたい
と考えています。

共創ビジョン
日タイ経済

TJRI
TJRIニュースレターでは、連載コラム、ニュース、各所イン
タビュー、インベントレポートなどを毎週配信しておりま
す。ぜひご登録ください。
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　長年、深刻な社会課題となっているバンコクの交通渋滞や大気汚
染。近年、世界的にSDGsやESG投資、タイにおいてもBCG経済が取り
沙汰されるようになったことで、政府や自治体だけでなく民間企業がこ
うした社会課題解決に取り組む気運が高まっている。そこで、本連載で
はJICA事業を通しタイの社会課題解決に奔走する知られざる日系企
業の取り組みを紹介する。

タイが抱える社会課題

　国際的な研究組織である持続可能な
開発ソリューション・ネットワーク
（SDSN）が世界各国のSDGsの達成度
を 評 価 し た「 S u s t a i n a b l e  
Development Report 2023」によると、
タイは健康・福祉、海や陸の豊かさ、平和
と公正などの項目で深刻な課題があっ
た（図表１）。これらの指標を詳しく見て
いくと、結核や交通事故、海洋地域の環
境保護や廃水処理、PM2.5やCO2排出、
森林伐採など環境問題について多くの
課題が見られた。本調査で明らかにされ
ている課題に加え、交通渋滞や降雨に
よる冠水、高齢化など様々な社会課題が
顕在化しており、これらの解決に資する
事業やビジネスへの期待が高まってい
る。一方で、社会課題に取り組むビジネ
スは、例え社会的に意義のある事業でも
ビジネスにすることが難しいことから手
を付けられてこなかったものも多い。

JICAによる「中小企業・
SDGsビジネス支援事業」

　JICAは「信頼で世界をつなぐ」という
ビジョンのもと、約150の国と地域で開

発途上国の課題解決に取り組んでいる。
タイとの協力関係も長く、2024年にODA
（政府開発援助）70周年、JICA事務所設
立50周年という節目の年を迎える。
　12年から展開する「中小企業・SDGs
ビジネス支援事業」は、その国の経済・社
会課題の解決につながることおよびビジ
ネスとしての利益を生むことの双方を満
たす事業を支援するものだ。一般的に政
府機関との関係づくりをしようとしても
民間企業のみでは現地パートナーにア
クセスするにも相当な困難を要するが、
JICAのネットワークを活かすことで一定
程度調整コストが減り、事業実施を加速
させることが出来るのが大きなメリット
である。

民間企業の技術活用が
期待される分野

　タイではこれまでに74件の事業を実
施している（図表２）。特徴としては、他
国に比べ高齢化が進んでいることから、
介護向け製品などの高齢化対策につな
がるビジネスに関心を持つ企業が多い。
また環境やインフラ、農業に関連する事
業も多い。
　近年ではDXや先端機器等を活用した

提案も増えているが、必ずしも最新の技
術である必要はなく、社会課題解決につ
ながる製品・サービスか否かという観点
がより重要となる（図表３）。また、タイで
は格差が大きく、地方ではバンコクと
違った課題があるため、どういった地域
をターゲットにするか明確にしておくこ
とも重要である。

JICA民間連携事業への応募

　本事業を実施するためには、毎年の公
示期間に提案をいただき、審査で採択さ
れる必要がある（22年度実績では倍率
は4倍程度）。注意点として、日本で法人
登記のある企業からの提案が必要で、タ
イ現地法人の場合は日本の本社などを
通じて提案いただく必要がある。また、
大企業、中小企業、スタートアップなどの
区分によって提案できるスキームや支援
金額等に違いがあるため、確認の上検討
してほしい（図表４・QR参照）。
　次号からは、実際にJICA事業を活用
し、社会課題解決につながるビジネスを
タイで実施している企業を紹介してい
く。自社でもこんな事業が出来るのでは
ということがあれば気軽にJICA事務所
に相談いただきたい。

タイの社会課題解決につながる日系企業のビジネス支援を担当。インド
ネシア、中国、シンガポール、トリニダード・トバゴなどで15年以上にわた
り海外のJICA、日本大使館の国際協力業務に従事。2008年以来二度目
のタイ赴任。International Institute of Social Studies 開発学修士。
Email：Kinoshita.Masato2@jica.go.jp

第１回

木下真人   JICAタイ事務所 Representative

福祉 11

医療 8

廃棄物, 10

水, 6

大気, 1

医療福祉
19件

環境
17件

交通・インフラ
13件

農業
9件

防災
7件

エネルギー
6件

その他
5件

日系企業が切り拓くタイの

社会課題 解決

タイで活用が期待される民間企業の製品・技術（例）図表３タイで実施された
JICAの事業別実績

合計
74件

図表２

出所：JICA作成 出所：JICA作成

・ 基礎情報を収集し、開発途上国のニーズと
   自社製品・サービスとの適合性の検証を実施
・ 初期的な事業計画を策定
・ 期間：8ヵ月程度

現地で基礎的な
情報を収集したい

現地ニーズに提案製品・
サービスが合うか確認したい

ビジネスとして成立・
持続するか確認したい 運営方法を確立したい

具体的
ビジネス展開

関心・初期
情報収集

・上限 1,000万円
・コンサルティングサービス（4人月程度）

ニーズ確認調査

・製品・サービスに対する顧客の受容性を確認した上で、現地パートナーを
確保してビジネスモデルを策定し、収益性の検証と製品・サービス提供体制・
オペレーションの構築を実施

・より精緻化された事業計画を策定
・期間：1年4ヵ月程度

ビジネス化実証事業

・上限2,000万円
・コンサルティングサービス（8人月程度）

ビジネス化支援型

・技術・製品やビジネスモデルの検証・普及活動を通じ、
事業計画を策定

・期間：1～3年程度

普及・実証・ビジネス化事業

中小企業支援型

・ 上限1.0億円、1.5億円、
2.0億円

・ コンサルタント関連経
費込み

SDGsビジネス支援型

・ 上限5,000万円
・ コンサルタント関連経
費込み

ビジネス化支援型

JICAとの
連携など

自社による
ビジネス・
事業化

調査委託型

製品・サービス提供体制や

JICA民間連携事業支援メニュー図表４

出所：JICA作成

タイのSDGs達成度（2023年）

達成度ランキング 17目標別の達成度

図表１

出所：SDSN「Sustainable Development Report 2023」

ASEANでは４年連続トップ

JICAタイ事務所
31st floor, Exchange Tower,
388 Sukhumvit Road, Klongtoey
Bangkok 10110, THAILAND
TEL：+66(0)2-261-5250

JICA「中小企業・SDGs
ビジネス支援事業」
応募可能な事業・
区分の確認はこちら

SDGs
Index Rank

SDGs
Index Score

1918



「タイを知る」  ガンタトーンの

優秀なタイ人はどこにいるのか問題③ タイ人が日系企業を辞める理由Vol.4

Mediator CEO/ガンタトーン・ワンナワス　在日経験通算10年。埼玉大学工学部卒業後、在京タイ王国大使館工業部へ入館。タイ帰国
後の2009年にMediatorを設立。政府機関や日系企業などのプロジェクトを多数手掛けるほか、在タイ日系企業の日本人・タイ人向けに
異文化をテーマとしたセミナーを実施（延べ12,000人以上）。21年6月にタイ日プラットフォームTJRIを立ち上げた。

　前回のコラムではタイ人が就職したい企業
の特徴について解説しましたが、今回はタイ
人が会社を辞める理由について考察していき
ます。
　求職サイトJobsDB※1が実施した調査結果
によると、「従業員が不幸せに感じる理由（会
社を辞める理由）」は、1. 経営陣に能力がな
いと感じる時 2. キャリアパスが不明確、成長
の見込みがない 3. 研修など自己成長の機会
を与えてもらえない 4. 直属の上司に能力が
ないと感じる時 5. 職場環境が良くないと感じ
る時（肌に合わない）――の5つが挙げられま
した。
　能力があり上昇志向の高いタイ人の場合、
日系企業には彼らの望むポストや昇進のチャ
ンスが少ない、あるいは年功序列の人事評価
制度により昇進に時間がかかり過ぎるため、

たとえ日本語のスキルが生かせなくても、もっ
とキャリアパスがあり、自己成長ができるタイ
企業やその他の外資系企業へ転職したとい
うケースも少なくありません。
　タイ人はすぐに辞めてしまうから研修の機
会を与えても無駄と考えている人もいるかも
しれません。しかし、優秀な人材が多い会社ほ
ど各ステージに応じた研修を用意し、成長の
機会を与えています。実際に私の会社でも研
修の機会を増やしたところ、面白いことにラク
に働きたい人ほど居心地が悪くなり辞めてい
き、結果として残った社員のパフォーマンスが
向上しました。
　また、在タイ日系企業が抱える問題点の一
つとして「従業員のジョブホッピング」がよく挙
げられますが、タイや欧米企業では、ジョブ
ホッピング自体を問題として捉えておらず、む

しろジョブホッピングに耐えられる組織・人事
体制を整えることにフォーカスしています。皆
さんの会社はいかがでしょうか。問題をタイ人
や環境のせいにしていないでしょうか。何か
課題に直面した際に「なぜタイ人はこうなの
か」「やっぱりタイ人だから」という思考になっ
た場合、少し立ち止まって「どうしたらタイ人に
やってもらえるだろうか」など自分から変わる
ように努力することも重要です。

◉ タイの歴史や文化、社会構造からタイ人の価値観を紐解くコラム

タイ人従業員が会社を辞める理由

1. 経営陣に能力がないと感じる時
2. キャリアパスが不明確、成長の見込みがない
3. 研修など自己成長の機会を与えてもらえない
4. 直属の上司に能力がないと感じる時
5. 職場環境が良くないと感じる時（肌に合わない）
 ※１　出所： https://th.jobsdb.com/

外国人の居住報告

タイTM30について

ＴＭ30（外国人の居住報告）とは？
　入国管理法（1979年）第38条（Section 
38 of IMMIGRATION ACT, B.E. 
2522）では、外国人の居住報告について
の規定がされています。土地の保有者、ア
パートメント、ホテルその他の住居の保有
者は外国人を滞在させる場合に、外国人
が施設に入居してから24時間以内にイミ
グレーション（移民局）又は居住地区にイ
ミグレーションが無い場合には警察署に
報告をする義務があるという内容です。
　よく話題に上がる内容としては、「外国
人はタイに入国してから24時間以内にイ
ミグレーションに報告行う必要がある」
という内容かと思います。法令では住居
のオーナーが義務を負っている制度とな
りますので、本来は居住する外国人自身
には関係の無い制度にように思われま
す。ところが、外国人のビザ延長手続きを
イミグレ―ションで行う際に、TM30の
提出がされていないということをイミグ
レーションの担当官から指摘されている
ケースが頻出しています。

トラブル事例と今後の対応方法
　2019年４月以降ＴＭ30の手続きが厳
格化しています。例えば１月に会社を登記
し、１月上旬に日本でビジネスビザ
（Non-Immigrant B Visa）を取得し、１
月下旬にタイに入国しているとします。タ
イ入国後にはワークパーミット申請とビザ
延長申請を行う必要があります。ＢＯＩや
駐在員事務所ではないバンコクの会社に

おいては、ワークパーミットは労働局で、
ビザ延長はイミグレーションでそれぞれ
行います。スケジュールとしては２月上旬
にワークパーミット申請、４月上旬にビザ
延長手続きを行うのが一般的です。
　タイ入国後に、長期で滞在するコンド
ミニアム等が見つかるまで一時的に複数
のホテルやコンドミニアムに滞在する場
合があるかと思います。特にこのような
ケースで、４月上旬のビザ延長の際に直
近で住んでいる場所のＴＭ30の提出が
されていないと指摘をされ、その場で
TM30の申請が出来ずにビザが延長でき
ないケースやＴＭ30の提出の遅延として
ペナルティ８百バーツの支払いを求めら
れるケースがみられます。
　当方でビザ延長をサポートしている事
例では、TＭ30の必要書類を揃えてペナ
ルティの支払いを行えば、ビザ延長その
ものには支障は出ていませんが、事前に
必要書類を揃える必要があります。

　現状ではビザ延長時に直近のお住ま
いのＴＭ30の申請有無について確認は
されますが、それより過去の申請実績に
ついては問われていません。また、タイ出
入国の前後にお住まいを変更しない場
合、タイ入国の都度ＴＭ30を提出する必
要はありません。
　また、上述の通りバンコクでは現在は
ペナルティとして８百バーツの支払いを求
められているケースが多くなっています
が、入国管理法（19 7 9年）第7 7条
（Sect ion 77 of IMMIGRATION 
ACT, B.E. 2522）では、第３８条に規定
に反する場合には２千バーツを超えない
範囲のペナルティを課すとの規定がされ
ています。そのため、今後もＴＭ30の手
続き厳格化が継続する場合には、ペナル
ティが増額する可能性も考えられます。
また、地域によっては既に８百バーツより
も高い金額を求められているケースもみ
られるようです。

・ TM30申請書
・ 住居にかかる住所登録証コピー
・ 住居保有者のIDカードコピー
・ 住居にかかる契約書（コンドミニアムの契約書等）
・ 居住する外国人のパスポートコピー（写真、ビザ、入国スタンプのページ）
・ 住居保有者以外の方が代理で申請する場合は委任状

　2019年より厳格化されたTM30（外国人の居住報告）。４年経った今、制度概要
から実際の実務上のトラブル、今後の対応方法について最新情報をBM 
Accounting、BM Legal代表の長澤氏に解説いただいた。報告を行わなかったこと
でビザの延長ができないケースやペナルティが発生するなどのトラブルも発生してい
るため、在タイ日本人の方はぜひ参考にしていただきたい。

BM Accounting Co., Ltd.
BM Legal Co., Ltd.

長澤 直毅 氏
President

社会保険労務士法人の代表社会保険労務士としてアジア各国での
就業規則、雇用契約書作成、労務監査を対応。2012年よりインドネシ
ア・ジャカルタ駐在、13年にはタイ・バンコクに駐在。16年にBM 
Accounting Co., Ltd.およびBM Legal Co., 
Ltd.を設立。バンコクに常駐してタイでの労務
管理、解雇にかかる対応、労働組合、従業員・
福祉委員会の対応にかかる相談、人事制度作
成時の相談、会計・税務その他経営に関する
相談、会計ソフト導入支援などを行う。
Email：na-nagasawa@bm-ac.com

※ 以下ＵＲＬのウェブサイト、アプリ、郵便、イミグレーションの窓口のいずれかで申請できます。
 https://www.immigration.go.th/en/?page_id=1690
※ ただし、住居の保有者が本来すべき報告をせずに外国人自身が居住報告を行う場合には、TM30申請書、住居にかかる契約書（コンドミ

ニアムの契約書等）及び居住する外国人のパスポートコピー（写真、ビザ、入国スタンプのページ）があれば申請が可能となっています。

申請に必要な書類一覧

2023年9月6日 情報更新版

【掲載金額・詳細のお問い合わせ先】
日本人直通 (担当：鵜飼)
Email：ukai@mediator.co.th
M o b ：+66-97-137-4831
We b ：www.arayz.com

ビジネスパーソンへ向けた広告をお考えの方はぜひお気軽にお問い合わせください。

ArayZでは毎月、タイ・ASEANの旬な内容をお届けしております。

無料定期購読も随時承っておりますのでご希望の方はご連絡ください。

▼お問合せフォーム

Web&メールでセミナー告知可能です
ArayZは御社のセミナー及びウェビナーの告知ツールとしてもご活用できます

料金詳細や掲載スケジュールは
こちらのQRコードをご覧ください

ニュースレター配布例

ニュースレターで告知
10,000B/回

弊社ニュースレター会員6,５00人以上に配信

ArayZ Webサイトで告知
10,000B/記事

月間ページビュー50,000PV以上
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　世界を震撼（しんかん）させた新型コ
ロナウイルス感染症による混乱も約3年
の時を経て収束を迎えたことで、世の中
もようやく落ち着きを取り戻しつつある
ように見えました。しかし、2022年初頭
からはじまったウクライナ戦争はまった
く終息の見通しが立っておらず、米中対
立のエスカレーションや中東情勢の悪化
によって、世界を取り巻く情勢はこれま
で以上に厳しいものになっています。さ
らに日本やタイを含む東アジアでは台湾
有事の懸念、北朝鮮によるミサイル発射
問題など多くの脅威にさらされていま
す。自由で開かれたインド太平洋（Free 
and Open Indo-Pacific, FOIP）の実
現には、あらゆるレベルでのASEANとの
戦略的互恵関係の構築が不可欠であ
り、そうした認識をより一層共有していく
ことが重要となります。
　2024年の事業を展望するにあたり、
上記のような地政学リスクや経済安全

保障に関するリスクの顕在化への対応
を避けて通ることはできません。国家間
の緊張や地域紛争などによるリスクは、
企業経営では原材料の調達問題や物
価の高騰などへとつながることから、グ
ローバルサプライチェーンの再構築が急
務になっています。もちろん、これまでも
東南アジアやメコン地域での事業展開
に際しては、各国の政情不安、ハイパー・
インフレーション、洪水や地震など、自
然災害への対応などについてのリスクを
勘案したうえでリージョナルサプライ
チェーンの構築が進められてきました。
私たちも産官学が協力することで、製造
業におけるタイプラスワン戦略や日タイ・
日メコンでの戦略的互恵関係の構築に
向けて、さまざまなプロジェクトに取り
組んできました。こうしたプロジェクト
は、地域事業戦略としての意味合いのみ
ならず、自然災害への対応としての危機
管理マネジメント、中国の影響力に対す

るリスク分散、グレーターメコンサブリー
ジョン（ＧＭＳ）構想などの意味合いも
あり、企業レベルに留まらずメコン地域
における日本の立ち位置を確保していく
ための取り組みでもありました。残念な
がら、このような私たちの危機意識は、
企業レベルでのコスト削減の一環として
のリージョナル戦略という意味では広く
製造業を中心に浸透したものの、国家や
国民の安全を経済面から確保していく
という「経済安全保障」という意味では、
必ずしも広く共有されたわけではありま
せん。しかし、直近の数年間で世界情勢
が急激に悪化したことにより、現在では
多くの人がこうした問題意識や危機意
識を「当事者」として共有することがで
きるようになりました。

国際情勢の緊迫化によって
揺らぐ秩序

　東西冷戦の終結後、多くの貿易協定が
締結されることによる自由貿易の推進が
世界経済を発展させるとの考えのもとで
進められた貿易の自由化は、米国を中心
とする先進工業諸国や中国経済発展に
も大きく寄与するとともに、ASEAN諸国
もこうした恩恵を少なからず受けてきま
した。米国を中心に経済的な開放性を促
すことによって各国の自由な交易を促進
し、さまざまな国際機構を通じて政治的
な互恵性を高め、ルールに基づく国際秩
序の構築を通じて国家間の関係性が深
まることが期待されていたのです。そこ
では、力の支配ではなく法の支配によっ
て国際紛争は平和的な手段で解決され
ると考えられていました。
　しかし、自由な経済活動の拡大が互い
の国家を豊かにし、経済的な結びつきと
法の支配に基づいた秩序によって戦争
によるコストを増大化させて、軍事を相
対化させるという第二次世界大戦以後の
米国を中心とした国際社会の取り組みは
ここ数年間で一気に後退してしまいまし
た。また、リーマンショックやコロナ禍に

よって、米国などの先進国においても国
内の不況や貧富の格差の拡大の不満が
高まり自国主義が強まったことで、そうし
た不満のマグマはグローバル化した経済
や経済的リベラリズムに対する反発の高
まりへとつながることになったのです。
　国際情勢の緊迫化によってルールに
基づく秩序が大きく揺らいだことに、再び
パワーポリティクスが台頭し、経済活動も
また政治的な駆け引き材料として用いら
れるようになってしまいました。こうした
中、企業経営においても、地球温暖化問
題やパンデミック（世界的大流行）や自然
災害といった危機への対応に加えて、国
家間・地域間の対立をはじめとする紛争
の危機という重層的かつ複合的な危機
への対応が不可欠となっています。残念
なことに、世界各国が協力してよりよい社
会、誰もが平和に暮らせる世界へと単線
的に発展していくわけではなく、私たち人
類はまるで歴史をさかのぼりながら韻を
踏んでいるかのようです。
　このような危機的ともいえる現在の状
況を悲劇にしないために、私たち一人一人

が何をすべきなのか、何ができるのかを
考えることが大切です。過去800年間に
わたって危機の歴史を研究してきた元
IMF（国際通貨基金）チーフエコノミスト
でハーバード大学教授のケネス・ロゴフ
氏 は 著 書『 T H I S  T I M E  I S  
DIFFERENT：Eight Centur ies of 
Financial Folly』において、多くの人は
もっともらしい理由があれば、「今回だけ
は違う（this time is different）」と思い
込み、危機に正面から向き合わない傾向
があると指摘します。その結果として、危
機の兆候があるのに、そこから目を背け
ることでそれが深刻な危機へと発展して
しまうことになると警鐘を鳴らします。日
本やアジアを取り巻く国際情勢において
も「日本は大丈夫」、「誰かが何とかしてく
れる」といった問題意識・危機意識の欠
如が深刻な危機へとつながる可能性が
あることを企業経営においても想定して
おかなくてはならないでしょう。「危機」を
「悲劇」にしてはならないのです。

Professor
Takamasa Fujioka, PhD.  藤岡 資正

英オックスフォード大学より経営哲学博士・経営学修士（会計学優等）。チュラロンコン大
学サシン経営大学院エグゼクティブ・ディレクター兼MBA専攻長、ケロッグ経営大学院客
員研究員などを経て現職。NUCBビジネススクール、早稲田ビジネススクール客員教授。
神姫バス（株）社外取締役、アジア市場経済学会理事、富山文化財団監事などを兼任。

チュラロンコン大学
サシン経営大学院日本センター所長
明治大学専門職大学院教授

未来を拓く経営 
コロナ禍の今こそ経営の基本に立ち返れ

2020年12月号

危機における経営
未来への進路を描くために、人間性を取り戻す

2022年1月号

競争から協調・協働、
そして価値共創へ

2023年1月号

近年の危機

1995年

阪神・淡路
大震災

1997年

アジア
通貨危機

2001年

アメリカ同時多発テロ
ITバブル崩壊

2002年

SARS

2008年

リーマン
ショック

2009年

新型
インフルエンザ

2010年

欧州
ソブリン危機

2011年

東日本大震災
タイ大洪水

2018年

米中貿易戦争勃発
黄色いベスト運動

2020年 2022年

英EU離脱
新型コロナウイルス

ロシア・
ウクライナ戦争勃発

地政学的リスクの顕在化が進んだ世界経済1

アジアとともに未来を創る

スタートアップと
　　　　創造都市

アジアとともに未来を創るスタートアップと創造都市
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ころがあります。

選ぶ立場から選ばれる立場への
転換を受け入れること

　大切なことは、日本の企業や大学が選
ぶ立場からアジアから選ばれる立場へと
転換しているという現実を謙虚に受け入
れる姿勢です。こうした現状を受け入れた
うえで、影響力や支配力といったハードパ
ワーのみではなく、選ばれる魅力につな
がるソフトパワーを磨いていくことが重要
となります。これは高度職業人材をめぐ
る獲得競争のみではなく、現場での労働
者やオフィスワーカーそして海外からの出
稼ぎ労働者を日本へ受け入れる際にも同
様です。日本で働きたいという東南アジ

　地政学リスクの顕在化と経済安全保
障が複雑性を増していく中で、日本に
とってのASEANとの関係性の構築の重
要度は高まっています。こうした中、
ASEAN諸国からみた日本・米国・欧州・
中国との関係性はどのようなものでしょ
うか。この点について、シンガポールにあ
る東南アジア研究所（Yusof  I shak 
Institute〈ISEAS〉）の大規模サーベイ調
査「The State of Southeast Asia 
2023」を取り上げてみてみましょう。本調
査ではASEAN各国の学術機関、政府機
関、シンクタンクなどに所属の有識者
1,300人に対して、ASEANがおかれてい
る現状や直面している課題などに関する
質問を行っています。この中で、「東南ア
ジアで最も経済的に影響力がある国
は？」という質問がありますが、第１位は
中国（59.9%）が最多で、第２位の米国
（10.5%）や日本（4.6%）、韓国（1.0%）を
圧倒しています。ただその一方で、「その
経済的脅威が自国に及ぼす影響につい
てどう思いますか？」という問いには、当
該地域に対する中国の影響力が拡大に
対して64.5%が懸念を示し、歓迎すると
答えた35.5%を大きく上回りました。そし
て、米国の経済的影響については歓迎す
るが65.7%で、懸念するが34.3%となっ
ています。
　また、同地域に対する政治的・戦略的
影響力が大きい国についての質問では、
中国（41.5%）、米国（31.9%）、日本
（1.9%）、韓国（1.7%）という結果となって
います。そして、政治的・戦略的影響が自
国に及ぼす影響については、中国が自国
の政治的・戦略的脅威になり得ることに
対しては懸念すると答えた割合が68.5%
に達し、歓迎すると答えた31.5%を大き
く上回っています。
　こうした結果からもASEANの有識者
は政治的影響力や経済的影響力を強め
る中国に対しての警戒感を強く持ってい

ということが分かります。また、米国に対
する政治的・戦略的影響力については、
歓迎するが55.8%で、懸念するが44.2%
となっており、米中の対立に巻き込まれ
たくないという思惑が見え隠れします。こ
の他には、「ルールに基づいた秩序を維
持し、国際法を守るためにリーダーシップ
を発揮できると最も信頼できる国はどこ
ですか?」との質問に対しては、米国
（27.1%）、EU（23.0%）、日本（8.6%）、中
国（5.3%）という結果となっています。

　このようにASEANの有識者は、経済
面で中国への依存度が高まっていること
から、中国との経済的な関係を可能な限
り良好に維持したい一方で、依然として
政治面では中国に対する警戒感は強く、
米国やEUとの関係性も重視していくとい
う実利主義的なスタンスを保っているこ
とを理解することができます※１。
　ただ、残念なことに、少なくとも
ASEANを代表する1,300名人の有識者
の見解としては、米国や中国と比較した

国・マレーシアだけでなく、気がつくと遂
にタイの後塵（こうじん）を拝する結果と
なっています。さらに、インドやフィリピン
もすぐ後ろに迫っているということに、皆
さんはお気付きでしょうか。

「政府効率性」と
「ビジネス効率性」が低い日本

　ここでIMDの競争力の指標について
もう少し詳しくみてみましょう。まず日本
と他のアジア諸国を比較すると、日本は
「政府効率性」に加えて「ビジネス効率
性」の順位が低いことが分かります（次
頁図表３）。政府効率性の順位が悪いの
は日本人であれば既に多くの方々が理解
していることだと思いますが、なんとビジ
ネス効率性は政府効率性と比べても、さ
らに低いランクとなっています。ちなみに
ビジネス効率性は、生産性・効率性、労働
市場、金融、経営プラクティス、取り組み・
価値観の指標を総合して作成されていま
すが、いずれの評価項目においても非常
に低くなっています（次頁図表４）。日本
のビジネスパーソンであれば、「そんなこ
とはないはずだ！」と思われるかもしれ
ませんが、それぞれの評価項目の中身を
みてみると、各生産性の低さ、デジタル対
応への遅れ、企業の俊敏さや経営者の能
力、取締役会の効率性、起業家精神や起
業家活動の低さ、グローバル化への対応
や社会経済の変革意識など、いずれも日
本（企業）が強いとは言えない部分である
ことが分かります。
　日本経済の成長期を知る中高年以上
の方々にとっては、こうした現実を直視す
るのはなかなか難しいことかもしれませ
ん。もっとも、アジアや世界でご活躍の本
誌の読者の皆様は、年々低下していく日
本のプレゼンスを肌感覚で理解されて
いると思います。とは言いつつも、改めて
こうしたサーベイの結果を目の当たりに

ア諸国の方々は年々減少しています。経
済産業省の資料によると、一般的な部長
職の給与は既にタイ企業が日本企業を上
回っており、私も参加したリクルートワー
クスの調査では、管理職となる年齢も日
本より10歳ほど若くなっています。先日、
ある日系メディアの方 と々ご一緒しました
「はじめてこの話をした8年前には衝撃を
受けましたが、今では当たり前になってし
まいましたね」と話されていたことが印象
的です。いまやニューヨークのフードデリ
バリーサービスの最低賃金は17.96ドル
（2,716円）で、オーストラリアの最低賃金
は23.23豪ドル（2,228円）なのに対して、
東京は1,113円です。タイ人とベトナム人
の日本への旅行者は平均で1日当たり2.2
万円消費しますが、日本からタイの旅行者

は2.0万円で、ベトナムでは1.9万円です。
ASEANの上位中間層人口はこの15年間
で約2.6倍の1億8,600万人になってお
り、富裕層も3倍となっています。日本の
ビックマックの値段（2.83ドル）でも、
2023年には中国（3.56ドル）、タイ（3.5ド
ル）、そしてベトナム（2.95ドル）にも抜か
れてしまいました※２。
　過去の栄光に浸りその頃の自慢ばかり
している人が魅力的でないのと同様に、
今現在の日本の現実を直視し、反省すべ
きは反省して、学ぶべきところは学ぶとい
う当たり前の姿勢が求められます。もは
や、過去の日本経済の成功の余韻に浸っ
ている余裕はないのです。

※１　石川幸一（2023）「中国とASEANの経済協力と行動計画（2021－2025）」『世界経済評論インパクトプラス』第22号、http://www.world-economic-review.jp/impact/plus/impact_plus_022.pdf（2023年12月2日閲覧）を合わせて参照ください。

ASEAN有識者の見解と日本のプレゼンス2
場合の日本の政治・経済の両面における
プレゼンスや期待は総じて低いと言わざ
るを得ません。また、ルールに基づいた国
際秩序を守るための日本のリーダーシッ
プに関しても、米国と欧州と比較してもケ
タ違いに日本への期待が小さいというこ
とが分かるでしょう。

競争力が弱まっていく
日本と成長するアジア諸国

　こうした見解は、日本人としては少し寂
しい気もしますが、日本の名目GDPは日
本の人口の3分の2であるドイツ（約
8,000万人）に抜かれて世界第4位とな
り、数年後にはインドに抜かれて第5位
になる見込みです。日本の人口は世界で
第11位ですが、国の平均的な豊かさの指
標である一人当たりGDPでは世界で31
位となっています。この順位は円安が反
映されていない時点ですので、円安の値
が反映される来年度はさらに数値は悪
化することになりますが、実は円安は問
題の一部でしかありません。アジア開発
銀行の資料によると、2000年から2022
年度までの生産年齢人口当たりの実質
GDPの成長は日本が30％成長なのに対
して、韓国や台湾はそれぞれ約200％と
210％となっており、デフレや円安のみの
問題ではないことが分かります。日本は
少子高齢化や円安の影響を差し引いた
実質ベースでの成長率も低く、数量ベー
スでの付加価値創出の弱さが停滞の大
きな問題となっているのです。中国に名
目GDPを抜かれた後も日本との差は
あっという間に大きく広がり、いまや
GDPの差は約4倍に開き、中国の国防費
は日本の3～4倍となっています。
　このように年々、競争力が弱まっていく
日本ですがIMD世界競争力年鑑（2023
年）においても、過去最低の35位となっ
ています。そして、欧米諸国や中国・韓

すると、少し残念な気持ちになってしまう
のは私だけではないはずです。ですか
ら、こうしたサーベイに拒絶反応を起こ
す人がいることも理解できますし、講演
などでこうした話題が出るとランキングの
つくり方がおかしいと怒り出す人もいま
す。もちろんランキングには、さまざまな
問題があることも確かなのですが、同時
に多くの指標で日本のプレゼンスが低下
していることも確かなのです。日本には日
本の良さがあり、日本はそうしたランキン
グでは数値化することのできないような
資源を有した素晴らしい国であることに
は変わりがありません。ただ、それは他の
国も同様で、タイにはタイの良さがありま
すし、中国にもそれぞれの素晴らしいと5.3%

8.6%

23.0%

27.1%

中国

日本

EU

米国

出所：Yusof Ishak Institute (ISEAS)、2023より作成

東南アジア研究所の大規模サーベイ（2023年）図表１
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Q. 東南アジアで最も経済的に影響力がある国は？

Q. その経済的脅威が自国に及ぼす影響についてどう思いますか？

Q. ルールに基づいた秩序を維持し、国際法を守るために
    リーダーシップを発揮できると最も信頼できる国はどこですか?

出所：IMD世界競争力(2023)総合ランキングより作成

順位 国 名

4 シンガポール

6 台湾

9 米国

21 中国

27 マレーシア

28 韓国

タイ
34 インドネシア

日本
40 インド

52 フィリピン

IMD世界競争力年鑑
2023年版（64ヵ国中）

図表2

アジアとともに未来を創るスタートアップと創造都市
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ころがあります。

選ぶ立場から選ばれる立場への
転換を受け入れること

　大切なことは、日本の企業や大学が選
ぶ立場からアジアから選ばれる立場へと
転換しているという現実を謙虚に受け入
れる姿勢です。こうした現状を受け入れた
うえで、影響力や支配力といったハードパ
ワーのみではなく、選ばれる魅力につな
がるソフトパワーを磨いていくことが重要
となります。これは高度職業人材をめぐ
る獲得競争のみではなく、現場での労働
者やオフィスワーカーそして海外からの出
稼ぎ労働者を日本へ受け入れる際にも同
様です。日本で働きたいという東南アジ

　国際情勢が混沌（こんとん）とする中、
グローバル化やデジタル化への対応に加
えて経済の新陳代謝の促進などを進めて
いかなくてはなりません。こうした中、タイ
では、「タイランド4.0」、「BCG経済」など、
さまざまな産業政策のコンセプトが打ち
出されています。現在、タイ政府は先進国
入りのためにイノベーション駆動型の経済
構造への転換を目指し、掲げている「タイ
ランド4.0」では、タイ王国の国家戦略
（2018―2038年）の根幹として「足るを知
る経済の哲学」（Ph i l o s o p h y  o f  
Sufficiency Economy）を位置付け、基
本的な手段としてテクノロジーとイノベー
ションを捉えています（NESDB, 2018）。
イノベーション駆動型経済への鍵は、イノ
ベーション駆動型企業、つまり科学、テク
ノロジー、イノベーション、創造性を活用し
て高い成長とビジネスの持続可能性を達
成するビジネスの創造にあります。そのた
め、タイ政府は国内総研究開発支出を
GDPの2%まで引き上げ、売り上げ10億
バーツ以上のイノベーション駆動型企業
を1,000社創出し、また、時価総額10億ド
ル以上で株式未公開のユニコーン・ス
タートアップ企業を5社以上創出すること
を目標としています。さらに、さまざまな分
野にわたって創造性と優れた研究を促進
する環境を作り出すことを目的とした国家
科学技術イノベーション政策局（National 
Science Technology and Innovation 
Policy Office）を立ち上げています。
　「タイランド4.0」とは、タイの伝統的な産
業をイノベーティブな価値重視の産業に
変革することを目的とした包括的な経済
モデルであり、東部経済回廊（EEC）や投
資委員会（BOI）の奨励金などのさまざま
な取り組みはそれを支えるものです。中で
もバイオ・循環型・グリーン（BCG）経済モ
デルは、持続可能でバランスのとれた発展
を促進することを目的として、タイ政府が
最近最も推進している新しい経済モデル

When we hear “the singularity may be near",
let us remember: the plurality is here.

　
　すごく簡潔にポイントをまとめるなら
ば、結局はデジタル化というのは、決して
デジタルがそれ自体で単独で進展してい
くのではなく、デジタルの向こう側には私
たち人間がいることを忘れてしまっては
ならないというメッセージです。こうした
グローバルに通用する高度知識人材は、
官僚が作成した政策に基づいて事前に
準備をされた原稿を読み上げるのではな
く、自らの知識に基づいて自らの言葉で
自らの職務を語ることができるのです。

魅力ある都市の創出：
スタートアップエコシステムとイ
ノベーション※４

 
　日本、韓国、台湾など、東アジア諸国は
国内資本主導で工業化を推進し、研究
開発が国内で行われ、技術が蓄積され
てきたのに対して、タイは日本を筆頭に
外資の受け入れによって工業化を推進し
てきたことから、タイ国内での主要な技
術の蓄積が不十分であることが指摘さ
れてきました。実はタイ経済は10年ほど
前から、労働力増加やインフラなどの資
本蓄積による成長が限界に近づいてい
ます。このため、イノベーションを促進さ
せるために、研究開発などの知的集約度
の高い機能・工程にフォーカスした産業
高度化を図ろうとしています。
　それでは、なぜタイにとってイノベー
ションが大切なのでしょうか。これまで
アジアで先進国の仲間入りを果たした
国々は、対米全要素生産性(TFP）の割合
を向上させてきたということが分かって
います。国の経済成長は、生産要素であ
る資本及びおよび労働の増加とTFPの伸
びによって説明されることになるのです
が、このTFPという指標は、経済成長のう
ち資本投入と労働投入では説明すること
のできない残余部分であるといえ、私た
ち研究者は、TFPをイノベーションの代
理指標として用いたりします。つまり、生

　地政学リスクの顕在化と経済安全保
障が複雑性を増していく中で、日本に
とってのASEANとの関係性の構築の重
要度は高まっています。こうした中、
ASEAN諸国からみた日本・米国・欧州・
中国との関係性はどのようなものでしょ
うか。この点について、シンガポールにあ
る東南アジア研究所（Yusof  I shak 
Institute〈ISEAS〉）の大規模サーベイ調
査「The State of Southeast Asia 
2023」を取り上げてみてみましょう。本調
査ではASEAN各国の学術機関、政府機
関、シンクタンクなどに所属の有識者
1,300人に対して、ASEANがおかれてい
る現状や直面している課題などに関する
質問を行っています。この中で、「東南ア
ジアで最も経済的に影響力がある国
は？」という質問がありますが、第１位は
中国（59.9%）が最多で、第２位の米国
（10.5%）や日本（4.6%）、韓国（1.0%）を
圧倒しています。ただその一方で、「その
経済的脅威が自国に及ぼす影響につい
てどう思いますか？」という問いには、当
該地域に対する中国の影響力が拡大に
対して64.5%が懸念を示し、歓迎すると
答えた35.5%を大きく上回りました。そし
て、米国の経済的影響については歓迎す
るが65.7%で、懸念するが34.3%となっ
ています。
　また、同地域に対する政治的・戦略的
影響力が大きい国についての質問では、
中国（41.5%）、米国（31.9%）、日本
（1.9%）、韓国（1.7%）という結果となって
います。そして、政治的・戦略的影響が自
国に及ぼす影響については、中国が自国
の政治的・戦略的脅威になり得ることに
対しては懸念すると答えた割合が68.5%
に達し、歓迎すると答えた31.5%を大き
く上回っています。
　こうした結果からもASEANの有識者
は政治的影響力や経済的影響力を強め
る中国に対しての警戒感を強く持ってい

ということが分かります。また、米国に対
する政治的・戦略的影響力については、
歓迎するが55.8%で、懸念するが44.2%
となっており、米中の対立に巻き込まれ
たくないという思惑が見え隠れします。こ
の他には、「ルールに基づいた秩序を維
持し、国際法を守るためにリーダーシップ
を発揮できると最も信頼できる国はどこ
ですか?」との質問に対しては、米国
（27.1%）、EU（23.0%）、日本（8.6%）、中
国（5.3%）という結果となっています。

　このようにASEANの有識者は、経済
面で中国への依存度が高まっていること
から、中国との経済的な関係を可能な限
り良好に維持したい一方で、依然として
政治面では中国に対する警戒感は強く、
米国やEUとの関係性も重視していくとい
う実利主義的なスタンスを保っているこ
とを理解することができます※１。
　ただ、残念なことに、少なくとも
ASEANを代表する1,300名人の有識者
の見解としては、米国や中国と比較した

国・マレーシアだけでなく、気がつくと遂
にタイの後塵（こうじん）を拝する結果と
なっています。さらに、インドやフィリピン
もすぐ後ろに迫っているということに、皆
さんはお気付きでしょうか。

「政府効率性」と
「ビジネス効率性」が低い日本

　ここでIMDの競争力の指標について
もう少し詳しくみてみましょう。まず日本
と他のアジア諸国を比較すると、日本は
「政府効率性」に加えて「ビジネス効率
性」の順位が低いことが分かります（次
頁図表３）。政府効率性の順位が悪いの
は日本人であれば既に多くの方々が理解
していることだと思いますが、なんとビジ
ネス効率性は政府効率性と比べても、さ
らに低いランクとなっています。ちなみに
ビジネス効率性は、生産性・効率性、労働
市場、金融、経営プラクティス、取り組み・
価値観の指標を総合して作成されていま
すが、いずれの評価項目においても非常
に低くなっています（次頁図表４）。日本
のビジネスパーソンであれば、「そんなこ
とはないはずだ！」と思われるかもしれ
ませんが、それぞれの評価項目の中身を
みてみると、各生産性の低さ、デジタル対
応への遅れ、企業の俊敏さや経営者の能
力、取締役会の効率性、起業家精神や起
業家活動の低さ、グローバル化への対応
や社会経済の変革意識など、いずれも日
本（企業）が強いとは言えない部分である
ことが分かります。
　日本経済の成長期を知る中高年以上
の方々にとっては、こうした現実を直視す
るのはなかなか難しいことかもしれませ
ん。もっとも、アジアや世界でご活躍の本
誌の読者の皆様は、年々低下していく日
本のプレゼンスを肌感覚で理解されて
いると思います。とは言いつつも、改めて
こうしたサーベイの結果を目の当たりに

ア諸国の方々は年々減少しています。経
済産業省の資料によると、一般的な部長
職の給与は既にタイ企業が日本企業を上
回っており、私も参加したリクルートワー
クスの調査では、管理職となる年齢も日
本より10歳ほど若くなっています。先日、
ある日系メディアの方 と々ご一緒しました
「はじめてこの話をした8年前には衝撃を
受けましたが、今では当たり前になってし
まいましたね」と話されていたことが印象
的です。いまやニューヨークのフードデリ
バリーサービスの最低賃金は17.96ドル
（2,716円）で、オーストラリアの最低賃金
は23.23豪ドル（2,228円）なのに対して、
東京は1,113円です。タイ人とベトナム人
の日本への旅行者は平均で1日当たり2.2
万円消費しますが、日本からタイの旅行者

は2.0万円で、ベトナムでは1.9万円です。
ASEANの上位中間層人口はこの15年間
で約2.6倍の1億8,600万人になってお
り、富裕層も3倍となっています。日本の
ビックマックの値段（2.83ドル）でも、
2023年には中国（3.56ドル）、タイ（3.5ド
ル）、そしてベトナム（2.95ドル）にも抜か
れてしまいました※２。
　過去の栄光に浸りその頃の自慢ばかり
している人が魅力的でないのと同様に、
今現在の日本の現実を直視し、反省すべ
きは反省して、学ぶべきところは学ぶとい
う当たり前の姿勢が求められます。もは
や、過去の日本経済の成功の余韻に浸っ
ている余裕はないのです。

産性ドリブンの経済構造からの脱却に
は、イノベーションを通じてTFPを高め
ることが重要となるのです。こうした中、
タイ政府は社会の変革を主導し、急成長
していくプロセスで経済構造の転換を促
す存在としてスタートアップの支援に力を
注いでいます。こうした政策もあり、投資
を受けるスタートアップは、金額・案件と
もに2012年から2021年の間に4社から
57社へと10倍以上に増加しています（図
表５）。ちなみに、過去20年間にタイで新
しく起業された事業の上位はフィンテッ
ク、電子商取引、ビジネスソリューション、
ブロックチェーン、教育テックとなってい
ます（図表６）。
　近年では日本でも社会経済全体でス

タートアップに対する期待値が高まって
います。スタートアップといえば、
「GAFAM」と呼ばれるGoogle、 Apple、
Facebook、Amazon、 Microsoftが有
名ですが、実際にこれら高成長したス
タートアップは、米国の株式市場の成長
や新規雇用の創出に大きく貢献していま
す。例えば、「GAFAM」を除くS&P500
指数は過去10年でほとんど横ばいであ
り、TOPIXとそれほど変わらないことが
分 かります（ 図 表７ ）。対 照 的に
「GAFAM」は、この10年で10倍近くに株
価を伸ばしています。そして、いうまでも
なく新規雇用にも大きく貢献しています。
　それでは日本におけるスタートアップ
はどうでしょうか。雇用面について設立

※２　藤岡資正『週刊東洋経済』12月2日号の記事を参照下さい(｢日本はタイやベトナムより豊かだ｣という幻想 スシローも大戸屋も日本で食べるより高い | 最新の週刊東洋経済 | 東洋経済オンライン (toyokeizai.net))。 ※３　 タイの国の競争優位に関しては藤岡資正編著『タイビジネスと日本企業』同友館2012年を参照ください。

イノベーションの担い手としてのスタートアップ3

場合の日本の政治・経済の両面における
プレゼンスや期待は総じて低いと言わざ
るを得ません。また、ルールに基づいた国
際秩序を守るための日本のリーダーシッ
プに関しても、米国と欧州と比較してもケ
タ違いに日本への期待が小さいというこ
とが分かるでしょう。

競争力が弱まっていく
日本と成長するアジア諸国

　こうした見解は、日本人としては少し寂
しい気もしますが、日本の名目GDPは日
本の人口の3分の2であるドイツ（約
8,000万人）に抜かれて世界第4位とな
り、数年後にはインドに抜かれて第5位
になる見込みです。日本の人口は世界で
第11位ですが、国の平均的な豊かさの指
標である一人当たりGDPでは世界で31
位となっています。この順位は円安が反
映されていない時点ですので、円安の値
が反映される来年度はさらに数値は悪
化することになりますが、実は円安は問
題の一部でしかありません。アジア開発
銀行の資料によると、2000年から2022
年度までの生産年齢人口当たりの実質
GDPの成長は日本が30％成長なのに対
して、韓国や台湾はそれぞれ約200％と
210％となっており、デフレや円安のみの
問題ではないことが分かります。日本は
少子高齢化や円安の影響を差し引いた
実質ベースでの成長率も低く、数量ベー
スでの付加価値創出の弱さが停滞の大
きな問題となっているのです。中国に名
目GDPを抜かれた後も日本との差は
あっという間に大きく広がり、いまや
GDPの差は約4倍に開き、中国の国防費
は日本の3～4倍となっています。
　このように年々、競争力が弱まっていく
日本ですがIMD世界競争力年鑑（2023
年）においても、過去最低の35位となっ
ています。そして、欧米諸国や中国・韓

すると、少し残念な気持ちになってしまう
のは私だけではないはずです。ですか
ら、こうしたサーベイに拒絶反応を起こ
す人がいることも理解できますし、講演
などでこうした話題が出るとランキングの
つくり方がおかしいと怒り出す人もいま
す。もちろんランキングには、さまざまな
問題があることも確かなのですが、同時
に多くの指標で日本のプレゼンスが低下
していることも確かなのです。日本には日
本の良さがあり、日本はそうしたランキン
グでは数値化することのできないような
資源を有した素晴らしい国であることに
は変わりがありません。ただ、それは他の
国も同様で、タイにはタイの良さがありま
すし、中国にもそれぞれの素晴らしいと

IMD世界競争力年鑑2023年版「総合順位」の内訳（64ヵ国中）図表３

2023 シンガポール 台湾 中国 マレーシア 韓国 タイ インドネシア 日本

総合順位 4 6 21 27 28 30 34 35

１．経済状況 3 20 8 7 14 16 29 26

２．政府効率性 7 6 35 29 38 24 31 42

３．ビジネス効率性 8 4 21 32 33 23 20 47

４．インフラ 9 12 21 35 16 43 51 23

IMD世界競争力年鑑2023年版「ビジネス効率性」の内訳（64ヵ国中）図表４

2023 シンガポール 台湾 中国 マレーシア 韓国 タイ インドネシア 日本

3.1　生産性・効率性 6 7 31 36 41 38 42 54

3.2　労働市場 4 25 13 30 39 8 1 44

3.3　金融 10 6 28 32 36 22 31 17

3.4　経営プラクティス 23 3 25 31 35 22 15 62

3.5　取り組み・価値観 13 7 14 34 18 19 12 51

の一つとなっています。

タイを先導する経済系出身の
グローバルな閣僚たち

　最終的な実現可能性は別としても、タイ
政府の意図する方向性は、意外といっては
失礼ですが、「ロジカル」かつ「戦略的」だ
と感じられる方は多いのではないでしょう
か。それもそのはずで、2000年代以降、タ
クシン前首相のグループの流れを受け継
いだ経済系の閣僚をみてみるといずれも
グローバルクラスの高度な専門人材であ
ることが分かります。例えば、ソムキット氏
（元副首相で、商務大臣など多くの閣僚経
験）、スビット氏（元商務大臣ほか閣僚を歴
任）はいずれもノースウエスタン大学ケ
ロッグ経営大学院で世界的なマーケティ
ング研究者であるフィリップ・コトラー教
授のもとで博士号を取得しています。な
ぜ、ビジネススクールの出身者が閣僚な
のだろうと思われる方も多いと思います
が、企業経営者でもあるタクシン前首相
は、在職時に国を企業組織に例え、首相
を社長、大臣を事業部長として位置付けた
うえで、国家戦略を経営戦略に例えまし
た。そして、経営戦略論の大家であるハー
バード大学のマイケル・ポーター教授をア
ドバイザーに据え、チュラロンコン大学サ
シン経営大学院などと協力して国家戦略
を策定しましたが、その際のサシン経営大
学院のチームに当時サシンの教員であっ
たスビット前大臣も含まれていました※３。
ソムキット前副首相もNIDAの教授を務め
ていましたし、タクシン派ではないですが、
現在のタイ中央銀行総裁のセタプット氏
もサシン経営大学院の教員であり、イェー
ル大学の経済学博士、コブサック氏（元首
相府大臣）はMIT（マサチューセッツ工科
大学）で博士号を取得しています。
　世界が混沌（こんとん）とする中で高度
知識人材の登用は当たり前のことだとい

えますが、例えば、コロナ禍でリーダー
シップを発揮したことで知られる台湾デジ
タル担当大臣のオードリー・タン （唐鳳） 
氏のことを覚えている方も多いのではない
でしょうか。日本では、IT大臣と紹介され
ることが多かったようですが、本人は、IT
とは機械と機械をつなぐものであり、デジ
タルは人と人をつなぐものであり、両者は
全く異なるものだと訂正を求めたことでも
知られています。そして各国のメディアに対
しても、デジタル担当大臣としてのビジョ
ンを以下のように説明しています。

When we see “internet of things", 
let's make it an internet of beings.

When we see “virtual reality", 
let's make it a shared reality.

When we see “machine learning",
let's make it collaborative learning.

When we see “user experience", 
let's make it about human experience.

後年数別の従業員者数の純増減を
2009年から2014年までの間でみてみる
と、設立後0～9年の企業から255万人
の従業員数増加が見られる一方で、設立
後30年以上の企業からは、258万人の従
業員数減少が確認されています（図表
８）。身近な例を挙げると、例えばフリマ
アプリで有名なメルカリ社は2015年か
ら2018年の間に従業員数が329人から
1,826人と5.6倍に増加しています（図表
９）。スタートアップの成長には、多くの人
材が必要であり、それだけ多くの雇用を
生み出すということが分かります。このよ
うに起業は新たな雇用の創出という面で
設立後10年以上の企業と比べて大きく
貢献していることが分かります。

企業の俊敏さ、変化する市場状況、機会と脅威、経
営管理者のクレディビリティ、取締役会の効率性、
監査と会計慣行、ビッグデータの利用と分析、顧客
満足、起業家精神、社会的責任、女性の管理者、女
性の取締役、起業失敗に対する脅威、起業活動の
水準（TEA）

グローバリゼーションに対する取り組み、事業開発
を促す貴国に対する海外のイメージ、国の文化、柔
軟性と順応性、経済および社会変革の必要性、企
業のデジタルトランスフォーメーション、価値システ
ム

3.4　経営プラクティス

一人当たり生産性、時間当たり労働生産性、農業
生産性、工業生産性、サービス業生産性、労働力
生産性、大企業の効率性、中小企業の効率性、デ
ジタルツールや技術の活用

3.1　生産性・効率性 3.5　取り組み・価値観
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日本（TOPIX）と米国（S&P）における直近10年間の株式市場のパフォーマンスの推移* 図表７

日本企業の設立後年数別従業者数の純増減図表８

（注）2009～2014年での比較。経済センサスにおける事業所開設期間とは、会社や企業の創業時期ではなく、当該事業者が現在の場所で事業を始めた
時期をいう。ここでの設立年は、経済センサスの調査対策事業者の事業所のうち、最も古い事業所の開設時期を企業の設立年とみなして集計している。
出所：経済産業省（2023）

　国際情勢が混沌（こんとん）とする中、
グローバル化やデジタル化への対応に加
えて経済の新陳代謝の促進などを進めて
いかなくてはなりません。こうした中、タイ
では、「タイランド4.0」、「BCG経済」など、
さまざまな産業政策のコンセプトが打ち
出されています。現在、タイ政府は先進国
入りのためにイノベーション駆動型の経済
構造への転換を目指し、掲げている「タイ
ランド4.0」では、タイ王国の国家戦略
（2018―2038年）の根幹として「足るを知
る経済の哲学」（Ph i l o s o p h y  o f  
Sufficiency Economy）を位置付け、基
本的な手段としてテクノロジーとイノベー
ションを捉えています（NESDB, 2018）。
イノベーション駆動型経済への鍵は、イノ
ベーション駆動型企業、つまり科学、テク
ノロジー、イノベーション、創造性を活用し
て高い成長とビジネスの持続可能性を達
成するビジネスの創造にあります。そのた
め、タイ政府は国内総研究開発支出を
GDPの2%まで引き上げ、売り上げ10億
バーツ以上のイノベーション駆動型企業
を1,000社創出し、また、時価総額10億ド
ル以上で株式未公開のユニコーン・ス
タートアップ企業を5社以上創出すること
を目標としています。さらに、さまざまな分
野にわたって創造性と優れた研究を促進
する環境を作り出すことを目的とした国家
科学技術イノベーション政策局（National 
Science Technology and Innovation 
Policy Office）を立ち上げています。
　「タイランド4.0」とは、タイの伝統的な産
業をイノベーティブな価値重視の産業に
変革することを目的とした包括的な経済
モデルであり、東部経済回廊（EEC）や投
資委員会（BOI）の奨励金などのさまざま
な取り組みはそれを支えるものです。中で
もバイオ・循環型・グリーン（BCG）経済モ
デルは、持続可能でバランスのとれた発展
を促進することを目的として、タイ政府が
最近最も推進している新しい経済モデル

When we hear “the singularity may be near",
let us remember: the plurality is here.

　
　すごく簡潔にポイントをまとめるなら
ば、結局はデジタル化というのは、決して
デジタルがそれ自体で単独で進展してい
くのではなく、デジタルの向こう側には私
たち人間がいることを忘れてしまっては
ならないというメッセージです。こうした
グローバルに通用する高度知識人材は、
官僚が作成した政策に基づいて事前に
準備をされた原稿を読み上げるのではな
く、自らの知識に基づいて自らの言葉で
自らの職務を語ることができるのです。

魅力ある都市の創出：
スタートアップエコシステムとイ
ノベーション※４

 
　日本、韓国、台湾など、東アジア諸国は
国内資本主導で工業化を推進し、研究
開発が国内で行われ、技術が蓄積され
てきたのに対して、タイは日本を筆頭に
外資の受け入れによって工業化を推進し
てきたことから、タイ国内での主要な技
術の蓄積が不十分であることが指摘さ
れてきました。実はタイ経済は10年ほど
前から、労働力増加やインフラなどの資
本蓄積による成長が限界に近づいてい
ます。このため、イノベーションを促進さ
せるために、研究開発などの知的集約度
の高い機能・工程にフォーカスした産業
高度化を図ろうとしています。
　それでは、なぜタイにとってイノベー
ションが大切なのでしょうか。これまで
アジアで先進国の仲間入りを果たした
国々は、対米全要素生産性(TFP）の割合
を向上させてきたということが分かって
います。国の経済成長は、生産要素であ
る資本及びおよび労働の増加とTFPの伸
びによって説明されることになるのです
が、このTFPという指標は、経済成長のう
ち資本投入と労働投入では説明すること
のできない残余部分であるといえ、私た
ち研究者は、TFPをイノベーションの代
理指標として用いたりします。つまり、生

産性ドリブンの経済構造からの脱却に
は、イノベーションを通じてTFPを高め
ることが重要となるのです。こうした中、
タイ政府は社会の変革を主導し、急成長
していくプロセスで経済構造の転換を促
す存在としてスタートアップの支援に力を
注いでいます。こうした政策もあり、投資
を受けるスタートアップは、金額・案件と
もに2012年から2021年の間に4社から
57社へと10倍以上に増加しています（図
表５）。ちなみに、過去20年間にタイで新
しく起業された事業の上位はフィンテッ
ク、電子商取引、ビジネスソリューション、
ブロックチェーン、教育テックとなってい
ます（図表６）。
　近年では日本でも社会経済全体でス

タートアップに対する期待値が高まって
います。スタートアップといえば、
「GAFAM」と呼ばれるGoogle、 Apple、
Facebook、Amazon、 Microsoftが有
名ですが、実際にこれら高成長したス
タートアップは、米国の株式市場の成長
や新規雇用の創出に大きく貢献していま
す。例えば、「GAFAM」を除くS&P500
指数は過去10年でほとんど横ばいであ
り、TOPIXとそれほど変わらないことが
分 かります（ 図 表７ ）。対 照 的に
「GAFAM」は、この10年で10倍近くに株
価を伸ばしています。そして、いうまでも
なく新規雇用にも大きく貢献しています。
　それでは日本におけるスタートアップ
はどうでしょうか。雇用面について設立

※４　スタートアップに関する議論は、2024年発売予定の藤岡資正「スタートアップの本質とエコシステム」『スタートアップビジネスMBA講座』同文館をご覧ください。

出所：経済産業省（2022）「事務局説明資料 （スタートアップについて）」https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/004_03_00.pdf（2023年12月4日閲覧）

の一つとなっています。

タイを先導する経済系出身の
グローバルな閣僚たち

　最終的な実現可能性は別としても、タイ
政府の意図する方向性は、意外といっては
失礼ですが、「ロジカル」かつ「戦略的」だ
と感じられる方は多いのではないでしょう
か。それもそのはずで、2000年代以降、タ
クシン前首相のグループの流れを受け継
いだ経済系の閣僚をみてみるといずれも
グローバルクラスの高度な専門人材であ
ることが分かります。例えば、ソムキット氏
（元副首相で、商務大臣など多くの閣僚経
験）、スビット氏（元商務大臣ほか閣僚を歴
任）はいずれもノースウエスタン大学ケ
ロッグ経営大学院で世界的なマーケティ
ング研究者であるフィリップ・コトラー教
授のもとで博士号を取得しています。な
ぜ、ビジネススクールの出身者が閣僚な
のだろうと思われる方も多いと思います
が、企業経営者でもあるタクシン前首相
は、在職時に国を企業組織に例え、首相
を社長、大臣を事業部長として位置付けた
うえで、国家戦略を経営戦略に例えまし
た。そして、経営戦略論の大家であるハー
バード大学のマイケル・ポーター教授をア
ドバイザーに据え、チュラロンコン大学サ
シン経営大学院などと協力して国家戦略
を策定しましたが、その際のサシン経営大
学院のチームに当時サシンの教員であっ
たスビット前大臣も含まれていました※３。
ソムキット前副首相もNIDAの教授を務め
ていましたし、タクシン派ではないですが、
現在のタイ中央銀行総裁のセタプット氏
もサシン経営大学院の教員であり、イェー
ル大学の経済学博士、コブサック氏（元首
相府大臣）はMIT（マサチューセッツ工科
大学）で博士号を取得しています。
　世界が混沌（こんとん）とする中で高度
知識人材の登用は当たり前のことだとい

えますが、例えば、コロナ禍でリーダー
シップを発揮したことで知られる台湾デジ
タル担当大臣のオードリー・タン （唐鳳） 
氏のことを覚えている方も多いのではない
でしょうか。日本では、IT大臣と紹介され
ることが多かったようですが、本人は、IT
とは機械と機械をつなぐものであり、デジ
タルは人と人をつなぐものであり、両者は
全く異なるものだと訂正を求めたことでも
知られています。そして各国のメディアに対
しても、デジタル担当大臣としてのビジョ
ンを以下のように説明しています。

When we see “internet of things", 
let's make it an internet of beings.

When we see “virtual reality", 
let's make it a shared reality.

When we see “machine learning",
let's make it collaborative learning.

When we see “user experience", 
let's make it about human experience.

後年数別の従業員者数の純増減を
2009年から2014年までの間でみてみる
と、設立後0～9年の企業から255万人
の従業員数増加が見られる一方で、設立
後30年以上の企業からは、258万人の従
業員数減少が確認されています（図表
８）。身近な例を挙げると、例えばフリマ
アプリで有名なメルカリ社は2015年か
ら2018年の間に従業員数が329人から
1,826人と5.6倍に増加しています（図表
９）。スタートアップの成長には、多くの人
材が必要であり、それだけ多くの雇用を
生み出すということが分かります。このよ
うに起業は新たな雇用の創出という面で
設立後10年以上の企業と比べて大きく
貢献していることが分かります。
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タイにおけるスタートアップ投資件数図表5

タイにおける産業別スタートアップ投資件数（2001-2022）図表6
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出所：経済産業省（2023）を基に作成

30年

メルカリ社の従業員数と売り上げの推移図表９

アジアとともに未来を創るスタートアップと創造都市

28



　こうしたスタートアップの育成には、ス
タートアップ・エコシステム（生態系）を構
築することが重要となります。エコシステ
ムとは生物学の用語で、生物とそれを取
り巻く環境が生産と消費の循環を通じ
て、相互作用しながら反映する自然界の
システムを表すものです。ここで重要な視
点は、スタートアップの成功は、エコシス
テムの中で環境を含めたさまざまな要因
が協調して組み合わさることで生み出さ
れる成果であるということです。つまり、
スタートアップを生み出すには、それに適
したエコシステムが構築されている必要
があるということです。実際にイノベー
ションを通じて社会経済のパラダイム変
革をもたらしてきたスタートアップの誕生
は、世界を見渡しても一部の特定の都市
（もしくは大都市圏）に偏っていることが
分かります。

高密度で研究機関や企業や専門
家が集積する大都市の重要性

　大都市の重要性はこれまでも指摘され
てきましたが、その理由の１つが、限られ
た空間に高密度で研究機関や企業や専
門家が集積することで期待される外部経
済性です。それぞれのアクターの間での
専門知識や技術が共有・共創されること
で産業や経済の成長が促進される外部
効果は知識や技術のスピルオーバー現
象とも呼ばれ、有名なものとしては、マー
シャル・アロー・ローマ型の外部性（マー
シャル外部性）があります。マーシャル外
部性は同業種の同一性の高い産業集積
による外部性を説明するものであること
はよく知られていますが、ジェイコブス型
外部性もイノベーションや創造的な都市
の創出には重要となります。ジェーン・
ジェイコブスは、名著『アメリカ大都市の
死と生』（原著：The Death and Life of 
Great American Cites）の中で、1950

年代のアメリカ諸都市におけるスクラッ
プ・アンド・ビルド型再開発とゾーニング
による都市計画が都市の衰退の要因と
なったことを指摘しています。彼女は人間
的な魅力ある都市の特徴として多様性が
不可欠で、多様性は大都市に住む人々の
安全や暮らしやすさにとっても重要であ
り、都市が発展するための条件として図
表10の４つが提示されています。
　こうした多様性に依存しながら老舗の
中小・零細企業が都市に存立可能とな
り、それ自体さらなる多様性の余地を生
み出すことによってより一層多様性が促
進されていくことになります。つまり、中
小企業の存在そのものが多様性の源泉
となると考えられるのです。ジェイコブス
型外部性（Jacobs externality）は、異な
る業種に属する多様な企業が集まる「都
市」という集積がイノベーションにとって
インキュベーション的な役割を果たすこ
とを示しています。彼女は、地域特化では
なく最も重要な知識は同種の産業以外

からもたらされる「異花受粉効果」
（cross-fertilization effect）として、多種
多様な産業集積がイノベーションを促進
するという多様性の外部経済の可能性を
示しています。
　このように、結局は、優秀な人材、創造
的な人材、多様な人材や企業が集積する
ような魅力ある都市を創造していくこと
が大切になるのですが、そうした人材は
文化資源の豊富な場所に集まります。文
化資源は老舗、歴史的建造物や庭園、文
化的な祭りや食事や芸能、博物館や資料
館、大学など研究機関といった豊かな土
壌に根差しており、過去と未来をつなぐ
模倣困難な資源なのです。農作物におい
ても豊かな土壌を育むには時間がかか
りますが、文化的資源を醸成するために
大量消費大量生産の工業化システムに
組み入れてしまうと、人工的に土地に農
薬を大量投下された土地がやせ細って
しまい回復不可能となるように、都市の
魅力は減退してしまうことになります。

※６　  社会学者のグラノベッター(1973)は、これを「弱い結びつきの強さ」と呼んでいます。

　情報化技術の進展やロボティクス、そ
してAIが世界を席巻する中、日本企業と
して日本のビジネスパーソンとしての存在
意義と魅力とは何なのでしょうか。ネット
社会ではすべての商品が情報商品と
なっていきますが価値共創には必ず現
地の生活者との日々の日常での接点（コ
ンタクトゾーン）が必要となります。つま
り、市場（マーケット）での交換取引のみ
ではなく、そこに人と人の関係性が構築
される場が創出される必要があります。
　古いたとえで恐縮ですが、鉄腕アトム
はロボットですが、人間のココロを持つ
が故に苦しみ悩みを抱えます。ドラえも
んも未来では不良品とされるネコ型ロ
ボットですが、私たちと同じように感情を
もっています。こうした人間のココロや感
情はその一瞬の時々や文脈で移り変わ
るという意味で捉えどころのないもので
あると同時にどこか普遍的なところもあ
ります。こうした人間としての温かみやぬ
くもりを感じることができるビジネス
パーソンや技術者の育成をしてきたの
が、かつて日本の成長を支えてきた日系
企業であったような気がします。アジア
を代表する企業家である松下幸之助は、
松下電器は何をつくっているところかと
尋ねられたら、「松下電器は人をつくると
ころです。あわせて電気器具もつくって
おります。こうお答えしなさい」と言って
いたそうです。そして「事業は人なり」と
いうことで「物をつくる前に人をつくる」
ことが大切で、「単に技術力のある社員
や営業力のある社員を育成すればよい
というのではなく、自分が携わっている
仕事の意義、社会に貢献するという会社
の使命をよく自覚し、自主性と責任感旺
盛な人材を育成すること、いわば産業
人、社会人としての自覚をもった人間を
育てることが企業の社会的責務である」
と考えていたといわれます。
　インターネットを通じたソーシャルネッ

トワークが世界中に浸透したことによっ
て人々は物理的に離れたところでもリア
ルタイムで情報交換をすることが可能に
なりました。このこと自体は良い側面もあ
りますが、リアルの世界と大きく異なるこ
とは、バーチャルの空間で自分の世界に
閉じこもることが可能となったことで、自
由に世界中の人 と々開かれた交流してい
ると錯覚をしているだけで、実はネット空
間では自分と価値観を共有している人た
ちのみでのより閉鎖的な交流となる傾向
があります。そのため異なる価値観や意
見を有したコミュニティー間での建設的
な交流が行われることが少ないという指
摘もあります。日本企業はグループ内の
結束は高いが、外とのつながりが弱いと
いう指摘はこれまでもなされてきました。
一方で、変化への対応が強くイノベーショ
ンが起こりやすいのは、コミュニティー間
での強い結びつきではなく、弱い結びつ
きであることも指摘されています※６。いず
れにしても、こうした分断されたコミュニ
ティーを越えて人々を結びつける「接着
剤」の役割を果たすのが理念やビジョン
といった目的であり、これらを多様な価
値観を有する人が集まる空間で共有する
ための場の創出をどのようにして企業が
担うことができるのかが大切になります。
製造業も労働集約型から資本集約型そ
して知識集約型に移行しつつあります
が、サービス業も肉体労働から感情労働
へと移っていくのかもしれません。
　企業の製品・サービスの差別化が十分
に行われていない競争環境では、顧客は
最終的に値段（価格）で購買の決定をする
ことになります。ただし、このように顧客が
購買理由を価格に帰属させるようになる
と企業の戦略的ポジショニングは脆弱化
していくことになります。そうした事態を避
けて顧客との価格以外の接点を構築する
には、価格以外のものに購買理由を帰属
させるために市場へ関係性を導入する必

要があります。関係性の構築には人間性
が求められ、ロボットやＡＩには代替され
ることのない人間としての判断の重要性
が高まってくるのではないかと思います。
優れたソフトウェアとコンピューターがあ
れば計算することができる意思決定では
代替不可能な実践、つまり数字や文字で
は表すことのできない自らの「心」で感じ
ることのできる主観を伴う判断が大切に
なるのです。

最終的には「ハッピー」であること

　いずれにしても、日進月歩で進んでい
く技術はそれそのものでは価値を生み出
さないため、新たな技術を用いて何を成
し遂げたいとかという目的が必要になり
ます。つまり事業の目的、人生の目的や志
がなくてはなりません。あらゆる技術はハ
イテクであると同時に、ハイタッチでなく
てはなりませんし、何よりそれを用いる人
間がそうした技術を管理することができ
なくてはならないのであって、最終的に
は世の中がハッピーにならなくてはなら
ないのです。

スタートアップ・エコシステム(生態系)を構築4 日本企業、日本のビジネスパーソンとしての存在意義と魅力とは何か5
都市が発展するための条件図表10

① 混用地域の必要性
住宅街、オフィス街など、単一の用途に
限定させないこと）であり、異なるいく
つかの目的で、異なる時間帯に、いろい
ろな人々が利用すること（平日の昼は職
場で夜は住宅、休日は買い物、夜はディ
ナーや映画鑑賞など)

③ 古い建物と新しい建物の
     バランスの取れた組み合わせ
新しく大きな建物ばかりでは、収益力が
高い事業や大企業しか存在できない

④ 昼夜の人口密度が高い

高い人口密度で、子供、高齢者、企業
家、学生、芸術家など、多様な人々が集
う

② 小規模ブロックの必要性
街路が折れ曲がっており、目的地にい
くまでにさまざまな横道があり多様性
があることでその都度新たな発見が
ある

チュラロンコン大学
サシン経営大学院

1982年設立。提供される学位の多くがケロッグ経営大学院とのジョイント
ディグリーである点が特徴的で、特にマーケティングとファイナンスの分野に
強みを持っている。MBA、EMBA、HRM、HRMディプロマ、PhDなどの学位
プログラムを有しており、正規生として毎年約700名が在籍している。

アジアとともに未来を創るスタートアップと創造都市
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www.bizwings.co

「2024年の見通しに関する話がしたい」と思ったらBizWingsにどうぞ。

Tel：+66-(0)2-258-5529
お問い合わせ：contact@bizwings.co
Phrom Ratchada Tower C, 1st floor 680 Soi Ratchadaphisek 7,
Din Daeng, Din Daeng, Bangkok 10400

BizWings (Thailand) Co.,Ltd.

BizWings（Thailand）はPrimeGlobal

の独立したメンバーファームです。

PrimeGlobalは、世界５大独立会計事

務所アソシエーションの一つであり、会

員事務所が世界中のクライアントに会

計、監査、マネジメントに関する優れた

サービスを提供できるよう、さまざまな

ツールやリソースを提供しています。

優秀な日本人 & タイ人アシスタントが月13,900バーツから!

経費精算 / 請求書発行 / 社内資料作成 / 入社・退社手続 / 残業代計算 / 
求人情報管理 / SNS更新 / Web更新  etc...
様々な業務を代行いたします！詳細はQRをチェック▶▶▶

コスト削減や不正防止にも！ 無料お試しプランあり

Ｑ：新年ということで、何かビジネスの見通しが
　 持てるような話はないでしょうか。

日本で監査法人、外資系企業勤務を経て2013年にタイ移
住。外資系会計事務所で勤務後、15年10月にBizWings 
(Thailand) Co., Ltd.を設立。複数の公的機関にて日系企
業のアドバイザーを務める傍ら、経営コンサルティング業務
を提供している。公認会計士（日本）。東京大学経済学部経
営学科、米ケロッグ経営大学院卒業（MBA）。

倉地 準之輔

　皆様、明けましておめでとうございます。
本年もよろしくお願いいたします。さて、私
は昨年11月にアメリカ・マイアミで開かれ
た会計事務所団体（PrimeGlobal）の国
際会議に参加してきたのですが、その中で
議論されていた以下３つのテーマが参考
になるかと思います。

① 生成AIの台頭は機会か脅威か
　ChatGPTに代表される生成AI（さまざ
まなコンテンツを生成できるAI）が今後発
展することは不可避であり「生成AIに人間
がどのように勝つか」ではなく、「生成AIを
活用して生成AIを活用しない人間、ある
いは活用できない人間に打ち勝つのか」
という問いを立てるべきだ、という話が議
論されていました。実際にChatGPTが出
たのは2022年11月であるにもかかわらず、
ここ1年強で社会にかなり浸透し、仕事の
やり方に影響を与えていると思います。24
年もこの流れは間違いなく続くでしょう。

② 人材管理にどのように取り組むか
　アメリカでは会計士、特に若手の人材
不足が深刻だそうで、人材を集めるのが

大変だとのことです。一旦雇用できたとし
ても、上記の通り売り手市場であることも
あり、高い退職率に悩まされているそうで
す。さらには、コロナ禍で進んだ自宅勤務
を含む働き方の多様化の流れがあるなか
で、自社にそれをどのように適用していくの
か、というのも議論の対象になっていまし
た。
　すべてが一様に日本やタイのビジネス
環境や自社の業界に当てはまるわけでは
ありませんが、重要なテーマであることに
は変わりはありません。

③ インフレにどのように対処するか
　アメリカ・ヨーロッパでもインフレが深刻
で、昨年度から10～20%フィーの引き上
げを行わざるを得なかった、という話をし
ていました。また、先述の人材不足と相
まって従業員の給与も上げざるを得ない
状況の中、自社のサービスの売値をどのよ
うに再定義するのか、ということが議論さ
れていました。私としてはフィーの引き上げ
がある意味サラッとできることが驚きだっ
たのですが、自社の商品・サービスを事業
環境に応じて適切に変更していくというの

は、どの事業にも当てはまるポイントだと思
います。

　さて、20年1月から始まったこのコラ
ム連載も丸4年を過ぎ、今年で5年目に
入ります。今年も引き続きタイでビジネス
を行う皆さんに少しでも役に立つ情報を
提供できればと思います。引き続きご愛
読のほどよろしくお願いします。

中小企業社長兼経営コンサルによる

経営論

マイアミで開かれた会計事務所団体（PrimeGlobal）の国際会議にて

Mail: dgm_support@daikodenshi.co.jp
Tel: (+66) 02-119-4677-8

EDIで購買業務を可視化

EDIサービスを提供して30年。受注企業様40,000社の実績

注文登録 受注登録PO印刷 サイン
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務 発注～承認～納期確認をシステム化 メールでお知らせ

EDI
データ確認

印刷不要！

EDIとは「電子データ交換」を意味し、企業間における契約書や、受発注をはじめとした
商取引に関する文書をインターネット等でやり取りする仕組みのことです。

Web上で仕入業務管理！ 取引先との電子取引を低コスト・短納期で実現可

https://www.daiko.co.th/

クラウド型

No. 191 Silom Complex Building, 16th Fl., Unit A, Silom Road, Silom, Bangrak, Bangkok 10500 THAILAND

現在ご利用のERPシステムと連携
Web上で発注から承認までの確認可
低コスト・短納期で導入できる
仕入先の導入負担が少ない
郵送用書類の発行などのコストの削減
納期確認作業などのリードタイムの短縮

EDIシステム導入メリット

【オンラインセミナー】
購買業務の見える化のコツ

講師：藤田晋

「電子承認により手書きサインを解消できる」、「発注漏れ防止・不正
購買を抑止できる」など、クラウド型EDIシステム導入により得られる
メリットを具体的にご説明いたします。

暗号化

17
1（水）

1

タイ時間 14:00～14:30

サイト内は英語、タイ語、
日本語で検索可能です！

タイの物流倉庫・賃貸倉庫検索サイト
Find Warehouse Thailand

タイ王国１都 76 県エリア、バンコク、シラチャ、ラ
ヨーン、他、各県にある主要工業団地の賃貸倉庫、営
業倉庫の検索が可能。倉庫オペレーションに必要な
機材、サービスの専門業者もご紹介しています。

サイトの倉庫情報から直接メール、電話で所有会社
へご連絡頂けます。サイトご利用による会員登録、
利用手数料、成約手数料は一切掛かりません。

URL：http://www.find-warehouse.com
TEL： 064-934-9714（Ms.Supeephat / タイ語・英語）

E-Mail：info@find-warehouse.com

ビジネス・経済情報なら

ビジネスパーソンへ向けた広告ならArayZへ！

過去バックナンバーもウェブでお読みいただけます！ ��������� ����

定期購読
募集中！

毎号確実にArayZを読みたい！ 無料にてオフィスやご自宅に郵送いたし
ます。arayz-info@mediator.co.th宛に件名を「定期購読希望」とし、
お名前、住所、郵便番号、建物名、電話番号を明記の上、ご連絡ください。

���������������������鵜飼：���������
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無料

広告しませんか？
日系企業約　  　 　 社に向け２,900
今後の特集予定 ※特集タイトル、内容は急遽変更になる場合がございます

中国メーカー2024年  2月

未定2024年  3月

日タイスペシャル対談2024年  4月
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日系企業がタイで事業用不動産を取得するには
タイでは外国企業が土地所有することができるが、タイにおける土地取得に関する手続
きや申請方法、関連法が複雑で分かりにくい。基礎的な不動産法制と外資規制を整理し、
日系企業がタイで実際に土地を取得し事業を進める際の投資スキーム・方法について、
事業用不動産取引に実績のあるGDMタイランドの高尾博紀が解説する。

GDM (Thailand) Co., Ltd.
代表取締役社長　高尾 博紀

1,500,000㎡を超えるタイ不動産取引

実績。工場、ホテル、オフィス、コンド用地、

売りホテルなど事業用不動産専門。

　タイにおける不動産の定義、売買、賃貸借、使用貸借など、
一般的な規則は民商法典（Civil and Commercial Code）
で定められています。これに付随するかたちで、土地法
（Land Act B.E. 2497(1954)）、およびコンドミニアム法
（Condominium Act B.E. 2522(1979)）といった特別法が
存在しています。
　タイでは一般的に個人による土地の所有が認められてお
り、土地の売買など、不動産および不動産に関する物件の
取得は民商法上、契約書などの書面による合意と登記に
よって法的効力を発することになります。

　土地の登記制度で押さえておくべきは、土地の所有権を
証明する権利証書「Chanote（チャノート）」です。Chanote
は、当該する土地の管轄の土地事務所（Land Office）によ
り原本が２部発行され、１部は土地の所有権者が、もう１部
は当該土地事務所が保管します。しかし、タイ国内の一部で
は権利証書が発行されていない土地もあり、そのような土地
においては各種証明書（Ngor Sor Saam Gorなど）によっ
て、売買の可否、売買方法などが決められているため、取り
扱いには注意が必要です。
　建物については、所有権を証明する証書は存在せず、
証明は売買契約証書（土地事務所に登録）によって示され
ることになります。また、建物建設の際に取得する建築許可
証（Construction Permit）も、建物の所有権を示す証拠と
して効果を持ちます。

　日系企業がタイで土地を取得
する際には、土地法上の外資規
制に加え、外国人がタイ国内にお
いて行う事業を規制する、外国人
事業法（Fore ign Bus iness  
Act）が関係してきます。原則、外国人はタイの土地を所
有することができません（土地法第86条）。ここでいう外国
人とは、タイ国籍以外の個人を指します。また外国人事業
法においても、外国人による土地取引業は禁止されていま
す（外国人事業法８条１項）。外国人事業法における「外
国人」とは、外国側の登録資本の保有割合が49％を超え
る、または外国人株主の人数が全株主の過半数を占める
株式会社などを指します（同法第97条）。
　また、土地法に基づく土地取得の外資規制においては、
登録資本を構成する株式の49％超が外国人により保有さ
れているタイの会社が「外国人」に該当するとされており、外
国人事業法と土地法の外資規制における基準は若干異
なっているので留意が必要です。

　土地の所有規制をクリアできる条件を整えるのは相当難
易度の高い作業となりますが、ビジネス目的であれば、タイ
投資委員会（BOI）の許可を得る方法（投資奨励法第27
条）や、タイ工業団地公社（ＩＥＡＴ）法を利用することで、取
得は可能です（タイ工業団地公社法第44条）。
　近年では日系金融機関傘下の投資会社の出資サービス
を利用したタイ内資会社を設立し、その法人で土地を取得
するというスキームも多々見られます。土地事務所の審査官
によっては出資者と、その周りにいる出資者など複数レイ
ヤーにわたり遡ってチェックしますので、土地取得実行に移
る前に事前確認が必要です。

　タイでは外国人、外国法人に対する厳しい土地所有規
制が課せられており、外国人、または外国法人に代わってタ
イ人が土地を取得するといった、いわゆる名義貸しを行うこ
とも土地法により禁止されています（土地法第96条）。違反
した場合は２万バーツ以下の罰金、もしくは２年以下の禁固、
またはその併科の対象となります（同法第113条）。名義貸
しにより取得した土地は、指定された一定期間内に売却な
どの処分をしなければなりません（同法第94条、96条）。

　建物は土地と別個の不動産として所有権の対象となり、
外国人や外国法人による建物の所有制限を定めた法令は
特にありません。そのため、外国人や外国法人であっても建
物であればタイでも自由に取得・所有できますが、建物単
体の登記制度や所有権者を証明する権利証制度が存在
しないという問題もあります。このように建物の売買の際に
は、土地売買とは異なる手続きを踏む必要がありますので、
専門家と事前確認することをお勧めします。

　まず土地の売買の合意、売買金額に加え、当事者や土
地の権利に関する表明保証、売買代金の支払いの実行前
提条件、必要な許認可の取得に関する誓約事項など規定
することが肝要です。土地の譲渡に際しては、管轄の土地
事務所において、登記官の面前で所定の売買契約証書
に両当事者が署名し、その場で登記申請を行います。
　なお、売買契約証書に関しては定型の書式が定められ
ており、詳細な条件の規定は想定されていません。そのた
め実務上、まずは当事者間で詳細な条件を規定した売買
契約を別途作成・締結し、そのうえで、その主要条項のみを
売買契約証書に反映、登記官の面前で署名する作業が
多くあります。登記の申請から完了に要する期間は、登記に
先立ち公告が必要な場合や申請書類に不備があるような
場合を除き、通常は１日で完了します。
　ただし、利用権証書が発行されている土地について、土
地の調査に基づき境界確定がなされていない場合は、登
記を行う前に30日間の公告期間を経る必要があります。

　土地や建物の賃貸借について、民商法典上では最長
30年まで可能とされており、さらに30年の更新を行うこと
も可能です。しかし、更新オプションは登記不可のため、そ
の土地や建物が譲渡された場合、所有者によって更新オ
プションを破棄される可能性があり注意が必要です。　
　また３年を超える賃貸借契約については、土地事務所
に登記する必要があります。登記しない場合の拘束力は３
年間までとなり、そのため、オフィスの賃貸借期間は登記義
務を避けるため、３年以内に設定するのが一般的です。
　一定の条件を満たす商工業用の賃貸借については、商
工業用不動産賃貸借法（Act on Lease of Immovable 
Property for Commercial and Industrial Purposes 
B.E. 2542(1999)）により、最大50年まで認められています。

タイ不動産関連法 1 土地取得の外資規制3

違反した際の罰則5 不動産の賃貸借8

建物と土地の所有権の違い6

土地の売買契約7

タイ投資委員会（BOI）4

土地権利証書「Chanote」2

土地事務所（Land Office）

当事者間同士での条件調整 土地事務所の登記官前で登記申請

 タイではその昔、国王がすべての国土を所有していました。

国王が国民に土地を利用する権利を付与する、という体制

（以下、利用権）が取られており、いわゆる大陸法の土地所有

権のような概念はありませんでした。それゆえ、この利用権を

証する書面であるNor.Sor.3（NS3）は、一般的には当該土

地を長年にわたり利用できるという証明として理解されてい

ます。

 20世紀前半、法制度改革により、一般に登記上の権利者

が真正な権利者であることを国が保障する、英米法の土地登

記制度「トレンス・システム（Torrens System）」が導入さ

れ、土地登記局が設立されます。1935年にはタイ民商法に

おいて、大陸法的な土地所有権制度が導入され、タイ民商法

下では、国王から付与された利用権に対する保護は与えられ

ないこととなりました。これにより、国民は土地の所有権を取

得する必要がありましたが、土地の所有権を証明するための

権原証書（title deed、タイ土地権利書「Chanote」）の発行

が進まず、土地取り引きに混乱が生じました。翌年、同制度に

修正が加えられると、旧来の制度である土地の利用権につい

ても保護されることとなり、Chanote発行済みの土地に係る

「所有権」に加え、Chanoteが未発行の土地に係る旧来の

「利用権」も保護されることとなりました。

タイ土地制度の歴史的成り立ち

49%51%

タイで土地を買う
基礎知識

【お問い合わせ】
　 +668-6513-7435 （高尾）  
　 takao@gdm-asia.com   
　 www.gdm-asia.com

GDM (Thailand) Co.,Ltd.
57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211, 
Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

豆知識
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ミャンマーにおける著作権法および工業意匠法の施行

ASIAビジネス法務 最新アップデートASIAビジネス法務 最新アップデート

1．著作権法および工業意匠法の施行

　ミャンマーでは、著作権法（Copy Rights Law）および工業意
匠法（Industrial Designs Rights Law）は2019年1月30日に制
定されていましたが、施行が未定となっていました。
　そのような状況が続いていた中、23年10月31日、著作権法およ
び工業意匠法が施行されました。
　著作権法および工業意匠法は商標法（23年4月1日施行）およ
び特許法（未施行）とともに、日本政府が整備を支援した法律と
なっており、日系企業にとって利用しやすい制度となることが期待
されています。以下では、著作権法および工業意匠法について概
説します。

2．著作権の保護について

　従前では、著作物がミャンマー国内で出版された場合または
ミャンマー国民によって創作された場合にのみ保護される制度と
なっていたため、外国著作物の保護に乏しいという問題点があり
ました。
　著作権法では、ミャンマー国内で初めて出版された著作物の
みならず国外で出版された場合であっても、国外での最初の出
版から30日以内にミャンマーで出版された作品については、著
作者の国籍・居住地に関係なく、著作権法が適用されることに
なります。そのため、日本を含む国外の権利者がミャンマーで著
作権等を行使することが可能な制度となります。
　なお、著作者または著作権者の権利を保護する期間は、著作
者の生存期間および死後50年と規定されています（著作者人格
権の保護期間は著作者の生存期間に加えて死後無期限）。
　著作権等の侵害に対しては懲役刑および罰金刑などの罰則が
規定されています。
　もっとも、著作権分野で最も基本となる条約である「ベルヌ条
約」にミャンマーは加盟していません。ベルヌ条約に加盟している
国 の々著作物に対して、加盟国は原則として自国の著作物と同様
の保護を与えなければならない（内国民待遇の原則）と規定され

ています。そのため、ミャンマーにおける著作物の保護は、日本人
が日本における著作権保護と同様の保護が受けられるわけでは
ないため、注意が必要となります。

3．工業意匠権の保護について

　工業意匠法の施行によって工業意匠権が保護されます。工業
意匠法における工業意匠とは、工業製品若しくは手工芸品の全
部若しくは部分の線、輪郭、色彩、形状、表面パターン、質感、若し
くは外形の特徴若しくは装飾、又はその特徴、装飾から生じる工
業製品若しくは工芸品の全部若しくは部分の外観をいいます。 
　工業意匠法が保護されるためには、知的財産庁（Myanmar 
Intellectual Property Department）に対する出願・登録審査
が必要となります。なお、工業意匠の登録期間は出願日から5年
間であり、期間満了後は5年毎に最大2期まで更新できます。

4. 今後の知的財産法の動向

　商標法、著作権法および工業意匠法については、23年に施行
されたことから、今後ミャンマーにおいて細則・実務上の取り扱い
など知的財産権に関する法制度の整備が進むと予想されるた
め、今後の動向に注意が必要となります。

佐野 和樹
One Asia Lawyers パートナー弁護士（日本法）
ミャンマー・マレーシア統括
2013年からタイで、主に進出支援・登記申請代行・リーガルサポ
ート等を行う「M&A Advisory Co., Ltd.」で3年間勤務。16年より
One Asia Lawyersの設立に参画し、ミャンマー事務所・マレーシ
ア事務所にて執務を行う。19年にミャンマー人と結婚し、現在はミ
ャンマー在住。ミャンマー・マレーシア統括責任者として、アジア
法務全般のアドバイスを提供している。

E-mail：kazuki.sano@oneasia.legal

One Asia Lawyers 
One Asia Lawyersは、ブルネイを除くASEAN全域、南アジア及び東京、大阪、福岡
にオフィスを有しており、日本企業向けにASEAN及び南アジア地域でのシームレ
スな法務アドバイザリー業務を行っております。2019年４月より南アジア、20年
11月よりオーストラリア、ニュージーランドプラクティスを本格的に開始。

【One Asia Lawyersグループ・ミャンマー事務所】
#113, Building 1, Hotel Yangon, Corner of Pyay Rd., & Kabaraye Pagoda Rd., 8 Mile, 
Mayangone Township, Yangon

共創プロジェクトへの参加を検討する
スタートアップなどの関係者

　「今回は開発品を提供するほか、知的財
産も一部公開する」。共創プロジェクト
「KUMIHIMO Tech Camp wi th 
Murat」の仕掛け人でもある岩坪取締
役専務執行役員は、こう意気込む。22年
度の初開催に続き、現在は２回目のプロ
ジェクトが進んでいる。村田製作所の
ハードウエアを活用した新事業の案をス
タートアップや大学などから募り、選考
を突破した組織には、同社が事業化に
向けて技術確立や試作、量産準備を支
援する。
　２回目となる今回は提供製品の種類
を拡充している。前回は標準的な部品が
中心だったが、新たに無線識別（ＲＦＩ
Ｄ）製品や、現場の見える化・業務改善
支援ツール「ＪＩＧｌｅｔ」などラインアッ
プを広げた。開発品の音響センサーや、
圧電フィルムなどに関する知的財産の公

開にも踏み切った。

岩坪取締役専務執行役員は
共創プロジェクトの成果に手応えを示す

　村田製にとって同プロジェクトはハー
ドウエアの新用途開拓につながる。世界
シェア首位の積層セラミックコンデン
サー（ＭＬＣＣ）や表面波フィルターにつ
いてはノウハウも蓄積し、将来の技術的
方向性やニーズを「ある程度読める」（岩
坪取締役専務執行役員）。しかしエレク
トロニクス以外の知見が関わる新事業
や新用途開発は、主力事業と比べて「新
しい発想が出にくい」（同）のが実情だ。
同プロジェクトで「当社だけでは思いつ
かなかった面白いアイデアが出れば」と
岩坪取締役専務執行役員は期待する。
　一方、プロジェクトに参加する大学や
企業側にも利点はある。村田製の製品
や技術力などを活用すれば事業化につ
ながる可能性が高まるからだ。初回のプ

ロジェクトで最優秀賞を受賞したソラテ
クノロジー（名古屋市西区）は、長時間
運用に適した太陽電池を電源に飛行す
る飛行ロボット（ドローン）の開発に村田
製と連携して取り組んでいる。試作では
村田製の微小電気機械システム（ＭＥＭ
Ｓ）慣性センサーを搭載した、ドローンの
機体制御に使うコントローラーを活用。
実機への採用も視野に入れる。
　ソラテクノロジーの加藤宏基技術リー
ダーは「専門領域の異なる両社が意見
を出し合うことで、ドローン性能が向上し
ている。お互いの事業にとって有益な情
報交換もできている」と参加の利点に言
及。村田製の岩坪取締役専務執行役員
は「プロジェクトで共創した組織が大企
業へ成長した時、『ＫＵＭＩＨＩＭＯが
きっかけ』と言ってくれたらうれしい」と
話す。今後は東欧など海外での開催も
検討する。

※記事提供：日刊工業新聞（2023年8月25日）

村田製作所、〝共創〟を加速
異分野と電子部品新用途

▶ 共創プロジェクトへの参加を検討するスタートアップなどの関係者

▶ 岩坪取締役専務執行役員は共創プロジェクトの成果に手応えを示す

提供品拡充、知財も一部公開

　村田製作所がスタートアップや大学との“共創”に力を入れている。2022年度に開
始した共創プロジェクトでは、具体的な製品開発につながる事例も出始めた。電子部
品で世界大手の同社が異分野との協業を進める背景には、新たな市場や用途を求
めて「新しい発想」（岩坪浩取締役専務執行役員）を獲得する狙いがある。今後は同
プロジェクトの海外開催も視野に入れるなど、取り組みを加速させていく考えだ。

（京都・小野 太雅）
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内部通報制度の活用状況と不正への対応   Vol.9
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主にタイの日系企業様向けにM&Aやリストラクチャリング/再編に関わるサービス提供を行っております。
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Ｍ＆Ａの基礎
デロイト・タイランドが解説！

　事業を成長させていく上では、リスク管理も重要となる。内部通報制度の導入により、組織内の課
題の芽を早めに発見することが1つの手段として考えられる。デロイトでは2023年3月31日から5月1日
にかけて、内部通報制度を管理するアジアパシフィック地域各地の企業等の方を対象にサーベイを
実施した。同サーベイの目的は、内部通報に関する各組織の能力や対応を深堀りしまとめることであ
り、各社における内部通報制度の活用状況について分析を行った。本記事においては同サーベイから
一部結果を抜粋して紹介しながら、各組織における内部通報制度の取り組み状況を共有する。

▶ 内部通報制度の重要度について
　まず、内部通報制度を組織内でどの程
度重視しているかに関する回答結果か
ら見ていきたい（図表1）。内部通報制度
の優先度が高いと回答した割合は58%
であり、やや優先している32%と合わせ
ると合計で90%となった。このことから、
基本的にどの組織においても内部通報
を重視していることが確認できた。

▶ 過去の報告内容について
　次に通報内容の種類をみると（図表
2）、不正行為や利益相反、贈収賄といっ
た本質的な不正/法令違反の他、不公正
な人事(48%)やセクハラ(25%)といった
組織内におけるより広範な問題に関する
問い合わせが多かった。このことから、
職場や地域社会において、より広範な問
題が内部通報の対象となっており、内部
通報の役割が高まっていることを示して
いる(本質的な不正の検知のみならず、組
織内の様々な課題の芽を早期に発見す
ることが可能である)。

▶ 内部通報制度の運用について
　制度の周知方法：内部通報制度を従
業員へ周知する方法について、社内イン

トラネット及び研修で行われることが多
く、半数の組織においては従業員ハンド
ブックに記載するなどの対応も見られ
た。他方で定期的なメール通知など積極
的な周知というよりは受け身の形(イント
ラネットに掲載するのみ)での運用が目
立った（図表３）。
　通報窓口の種類：続いて、各組織で設
置している通報窓口の種類を見ていく。
設置されている通報窓口としては、Eメー
ル及びホットラインが最も多かったが、こ
れは比較的コストがかからず設置が可
能というメリットがあるためと推察できる
（図表４）。

▶ 内部通報制度に関する課題について
　内部通報に関する課題に目を向けると
（図表５）、そもそも従業員が内部通報制
度の独立性を懸念している(60%)や報復
行為に対する不安(42%)など、従業員側
で実際に同制度を利用することへの不
安を持っていることが分かった。
　また同時に、従業員に対する周知不足
(58%)など、企業から従業員への周知も
十分とは言えないことから、制度導入で
終わるのでなく、実際の運用及び独立
性・安全性について丁寧に説明すること

が重要である。
　更に、通報内容の審査や多言語対応
などに対する社内リソース不足も課題の
一つとして挙げられており、解決のため
には外部アドバイザーのサービスも上手
く活用することが求められる。

▶ 外部の内部通報プロバイダー活用の勧め
　サーベイ回答者の48％は、何らかの形
で外部の内部通報サービスプロバイダー
からサポートを得ていると回答した。一方
で42％は内部通報制度が完全に社内で
運用されていると回答しており、外部プ
ロバイダーを活用しない理由として、コス
ト及び機密性のある情報を第三者に委
ねることへの不安が考えられている。
　他方、外部という経営陣から独立した
形で内部通報制度が運用されることで、
制度に対するステークホルダーの信頼が
高まることが期待され、従業員からの通
報インセンティブを高める効果も期待で
きる。これによって組織風土が向上する
と同時に、コンプライアンス強化が期待
される為、より堅牢な組織構築を目指し
外部プロバイダーの活用を検討すること
をお勧めする。

◆ 調査結果

48%

25%

20%

6%

不公平な人事

セクハラ

差別

職権乱用
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従業員が通報プロセスの独立性を懸念

従業員に対する内部通報制度の周知不足

報復行為に対する従業員の不安

内部通報制度の導入・通報の審査に伴うリソース不足

データセキュリティ

複数の部門間で内部通報を管理することが困難

多言語で内部通報制度に対応するためのリソース不足

その他

回答者のプロフィール

アジアパシフィック各国
500件以上(内、200件以上は非英語圏)の回答
上場企業44%、非上場企業48%、その他8%
74%は経営幹部・取締役クラスや
内部監査/コンプライアンス/法務等の責任者
コンシューマー、建設、産業機械、輸送・物流、テクノロ
ジー・メディア・通信、ライフサイエンス、ヘルスケア、金
融、その他専門サービス、公共サービス、行政

対象国 ：
回答数 ：
組織形態 ：
役職 ：

業種 ： 58%
32%

9%

優先度が高いやや優先している

優先度が低い 2%
優先されていない

内部通報は、組織内でどの程度重視されていますか。図表1

内部通報の種類について、過去2年間でどのような傾向がありましたか。図表2

組織の内部通報制度が抱えている課題の上位3つを挙げてください。図表5

内部通報方針や通報窓口について、
従業員はどのように周知されていますか。図表3 内部通報のために、どのような

通報窓口が設置されていますか。図表4

※本文中の意見や見解に関わる部分は私見であることをお断りする

本記事は、原文(英語)でまとめられたオンラインサーベ
イの内容を基に、デロイトトーマツグループが日本語に
翻訳・加筆した「内部通報調査レポート」を基に筆者が
執筆したものです。同レポート及び原文(英語)とで差異
が発生した場合には、原文を優先いたします。尚、上記
「内部通報調査レポート」をご希望の方はご遠慮なくお
問い合わせください。

出所：2023年 アジアパシフィック 内部通報調査レポート
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ベトナムの経済成長に潜む高齢化
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図表1 世界の人口ランキング

出所：worldpopulationreviewよりみずほ銀行ハノイ支店作成

図表2 ベトナムの人口推移および人口増加率

出所：worldpopulationreviewよりみずほ銀行ハノイ支店作成

1．はじめに

　高齢化は今や世界的な現象（課題）と
なっている。世界の総人口に占める65歳以
上の割合は、1950年の5.1％から2020年
には9.3％まで上昇している。更に2060年
には17.8％まで上昇する見込みであり、次
の半世紀で高齢化が急速に拡大すると予
想されている。
　今回取り上げるベトナムは、人口約1億
人で平均年齢31歳（日本の平均年齢49
歳）と豊富で若い労働力を背景に海外か
ら労働集約型の産業を誘致し、国民所得
を増大させ、内需を拡大することにより、経
済発展を遂げてきた。
　このようにベトナムは若い労働人口が土
台となって経済発展を続けてきた一方、高
齢者の増加による「高齢化社会」が与える
経済への影響や課題が徐 に々顕在化し始
めているのも事実である。本レポートでは
ベトナムの高齢化の実態や課題、今後の
事業機会について取り上げていく。

2．ベトナムにおける高齢化の実態

(1）人口推移について
　Worldpopulationreviewによると、
2022年のベトナムの人口は9,818万人で
世界で16番目に人口が多い国となってい
る（図表１）。
　政府は1961年以降、急激な人口増によ
る国民の困窮を恐れ、人口を抑制する「家
族計画政策」を開始。更に1988年に「二
人っ子政策」を行い、出生率の低下ととも
に人口増加率も低下していった。2000年
頃には「女性一人当たり子ども2人」が一
般的となり、緩やかに人口増加率が低下。

予想では2050年をピーク（1億7百万人）
に人口減少が進む見込み（図表2）。

(2）人口構造について
　65歳以上の高齢者数は9.2百万人と人
口全体の9.3％を占め、既に「高齢化社会」
に突入している（図表3）。  
　図表3の年齢分布を詳細にみていくと、
労働年齢人口（15歳以上65歳未満）は今
でも総人口の7割程度を占めており、引き
続き豊富な労働力を有していることがわか
る。一方で、1990年代の出生率急落に伴
い、30歳未満の世代はその上の世代に比
して数が少なく、今後、労働年齢人口比率
の低下および労働年齢人口そのものの減
少が見通されている。

ハノイ市 旧市街地 ホアンキエム湖前（出所：すべての写真は筆者撮影）

カートゥォン（中国の象棋）を楽しむ高齢者たち 早朝エクササイズにいそしむ中高年層

「二人っ子政策」を開始し
さらに人口増加率は低下

「家族計画政策」による
人口抑制を開始

2000年以降は緩やかに
人口増加率は低下

2050年をピークに
人口減少を予想

図表3 ベトナムの人口ピラミッド（2022年）

出所：worldpopulationreviewよりみずほ銀行ハノイ支店作成

高齢者数
9,192,104人

67,365,884人

98,531,429人
総人口数　

9.3％

68.4％

22.3％

労働年齢人口数

21,973,441人
少年人口数

高齢者割合が7％を超え、
「高齢化社会」となっている

※ 国連では高齢者を65歳以上とし、高齢者が人口の7％以上の場合は「高齢化社会」、14％以上を「高齢社会」、 
    21％以上を「超高齢社会」と位置付けている。日本は2019年時点で割合は28.4％（超高齢社会）　

(3）老齢人口の推移について
　出生率の最も高かった1960年代は、高
齢者割合5％前後で推移しており、比率の
上昇も緩やかであった（図表4）。2014年
以降、高齢者割合の増加率が上昇してい
るが、経済成長に伴う医療水準の向上に
より高齢者の死亡率が低下したことや、戦
後のベビーブーム世代の高齢化が進んだ
ことが要因である。
　2017年に高齢者割合が7.0％となり、
「高齢化社会」へ突入。その後、2022年に
高齢者人口は8.9百万人に達し、10年前
の2012年と比べ53.8％増加。前頁の人口
構造を勘案すると、高齢者割合14％超の
「高齢社会」への移行はもはや時間の問題
と言える。

3．ASEANにおけるベトナムの高齢化

　UNFPA（国連人口基金）によると、ベト
ナムは2036年には65歳以上の人口が
15.5百万人に達し、人口に占める高齢者
割合が14％を超え「高齢社会」へ突入す
る見込み。

　「高齢化社会」から「高齢社会」への到
達期間は18年で、ASEANにおいてシンガ
ポールに次いで2番目の速さとなる見込み
（図表5）。ASEANにおける高齢者比率は
2020年時点で3位（7.9％）。2040年予想
においても、同様にASEANで3番目に高
齢者比率の高い国となる見込み（図表6）。

4．ベトナムの高齢化に伴う課題

◆ 社会保障
　国際労働機関（ILO）とベトナム 社会保
障（VSS）の試算によると、ベトナムの社会
保障システムは、現行の保障制度運用の
ままで「高齢社会」を迎えると、2030年に
は年金の確保が継続できなくなるとされて
いる。
　主な要因は二つあり、一つ目はベトナム
の非正規雇用者が5割超と多く、年金基金
の加入者率が2022年時点で31.1％と極
めて低いこと、二つ目は、年金制度が賦課
方式であり、定年の年齢が男性60歳、女
性55歳と先進国に比べ若く、掛け金と給
付額のバランスがとれていない状況となっ

ていることである。

◆ 経済成長
　「高齢化社会」から「高齢社会」への移
行年数が短く、今後も急速に高齢化が進
むことが予想され、労働年齢人口の減少
による経済成長への影響も懸念される。
　また、ベトナムは2017年に「高齢化社
会」へ到達した際の一人当たりのGDPが
2,354ドルとASEAN諸国の中でも低い水
準にあり、経済（≒産業）が発展途上の段
階のまま「高齢化社会」に突入。同じく低
水準のタイのような「中進国の罠」に今後
陥る可能性が危惧される。

5．ベトナムの高齢化に伴う事業機会

　ベトナム商工会議所の「ベトナムの高齢
者介護サービスに関する市場の展望に関
する報告書」によると、ベトナム国内におけ
る高齢者向けサービス市場は、2035年ま
でに2千万人の顧客が見込まれる有望な
市場となる見通しである。こうした高齢化
が急速に進むベトナムにおけるシニアマー

ケットの急拡大を事業機会と捉え、制度構
築と民間サービス参入の両面で、高齢者
を支援することが重要と考える。
　市場拡大が期待される主な業界として
は、介護業界や医療品・健康食品業界が
挙げられる。

◆ 介護
　ベトナム商工会議所（VCCI）によるとベ
トナムの介護市場は2020年から2027年
にかけて最大7％の年間成長率になると
推定される。高齢者が増えると同時に、所
得中間層・富裕層がさらに増加するので、
有料の民間介護サービスの需要増加が
見込まれる。
　一方で、ベトナム人は家族関係を重んじ
ているため、現状、自宅で介護することが
多く、入居型の介護施設の浸透に時間を
要すともされている。

◆ 医療品・健康食品
　大気汚染問題も関係し広い世代で健
康意識が高く、ベトナム国内の商品はもち
ろん、日本や韓国の商品も通販サイトで販
売されており需要は高い。最近では、近代
的なドラッグストアであるPharmacityや
Gurdianなどが店舗数を増やし、地場IT

最大手FPTの関連会社が展開する薬局
「Long Chau」はAIを駆使した販売戦略
にて急成長を遂げている。
　そして今後、高齢化による健康寿命の
延伸ニーズも高まり、さらに市場拡大が予
想される。

6．最後に

　ベトナムは経済成長の拡大と同時に社
会保障制度の整備を進めていかなければ
ならない難しい状況に直面している。一方
で、「高齢社会」を迎えるにあたり介護や医
療品などの市場も高い成長が見込まれ
る。世界の中でもいち早く「超高齢社会」と
なった日本から学ぶことは多く、日越双方
にとって一層メリットの大きい協力体制を
構築することが期待される。
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図表4 ベトナムの老齢人口（65歳以上）および割合

出所：worldbankよりみずほ銀行ハノイ支店作成

図表5 高齢化社会から高齢社会までの到達期間

出所：UN-DESA（2022）より

1．はじめに

　高齢化は今や世界的な現象（課題）と
なっている。世界の総人口に占める65歳以
上の割合は、1950年の5.1％から2020年
には9.3％まで上昇している。更に2060年
には17.8％まで上昇する見込みであり、次
の半世紀で高齢化が急速に拡大すると予
想されている。
　今回取り上げるベトナムは、人口約1億
人で平均年齢31歳（日本の平均年齢49
歳）と豊富で若い労働力を背景に海外か
ら労働集約型の産業を誘致し、国民所得
を増大させ、内需を拡大することにより、経
済発展を遂げてきた。
　このようにベトナムは若い労働人口が土
台となって経済発展を続けてきた一方、高
齢者の増加による「高齢化社会」が与える
経済への影響や課題が徐 に々顕在化し始
めているのも事実である。本レポートでは
ベトナムの高齢化の実態や課題、今後の
事業機会について取り上げていく。

2．ベトナムにおける高齢化の実態

(1）人口推移について
　Worldpopulationreviewによると、
2022年のベトナムの人口は9,818万人で
世界で16番目に人口が多い国となってい
る（図表１）。
　政府は1961年以降、急激な人口増によ
る国民の困窮を恐れ、人口を抑制する「家
族計画政策」を開始。更に1988年に「二
人っ子政策」を行い、出生率の低下ととも
に人口増加率も低下していった。2000年
頃には「女性一人当たり子ども2人」が一
般的となり、緩やかに人口増加率が低下。

予想では2050年をピーク（1億7百万人）
に人口減少が進む見込み（図表2）。

(2）人口構造について
　65歳以上の高齢者数は9.2百万人と人
口全体の9.3％を占め、既に「高齢化社会」
に突入している（図表3）。  
　図表3の年齢分布を詳細にみていくと、
労働年齢人口（15歳以上65歳未満）は今
でも総人口の7割程度を占めており、引き
続き豊富な労働力を有していることがわか
る。一方で、1990年代の出生率急落に伴
い、30歳未満の世代はその上の世代に比
して数が少なく、今後、労働年齢人口比率
の低下および労働年齢人口そのものの減
少が見通されている。

(3）老齢人口の推移について
　出生率の最も高かった1960年代は、高
齢者割合5％前後で推移しており、比率の
上昇も緩やかであった（図表4）。2014年
以降、高齢者割合の増加率が上昇してい
るが、経済成長に伴う医療水準の向上に
より高齢者の死亡率が低下したことや、戦
後のベビーブーム世代の高齢化が進んだ
ことが要因である。
　2017年に高齢者割合が7.0％となり、
「高齢化社会」へ突入。その後、2022年に
高齢者人口は8.9百万人に達し、10年前
の2012年と比べ53.8％増加。前頁の人口
構造を勘案すると、高齢者割合14％超の
「高齢社会」への移行はもはや時間の問題
と言える。

3．ASEANにおけるベトナムの高齢化

　UNFPA（国連人口基金）によると、ベト
ナムは2036年には65歳以上の人口が
15.5百万人に達し、人口に占める高齢者
割合が14％を超え「高齢社会」へ突入す
る見込み。

　「高齢化社会」から「高齢社会」への到
達期間は18年で、ASEANにおいてシンガ
ポールに次いで2番目の速さとなる見込み
（図表5）。ASEANにおける高齢者比率は
2020年時点で3位（7.9％）。2040年予想
においても、同様にASEANで3番目に高
齢者比率の高い国となる見込み（図表6）。

4．ベトナムの高齢化に伴う課題

◆ 社会保障
　国際労働機関（ILO）とベトナム 社会保
障（VSS）の試算によると、ベトナムの社会
保障システムは、現行の保障制度運用の
ままで「高齢社会」を迎えると、2030年に
は年金の確保が継続できなくなるとされて
いる。
　主な要因は二つあり、一つ目はベトナム
の非正規雇用者が5割超と多く、年金基金
の加入者率が2022年時点で31.1％と極
めて低いこと、二つ目は、年金制度が賦課
方式であり、定年の年齢が男性60歳、女
性55歳と先進国に比べ若く、掛け金と給
付額のバランスがとれていない状況となっ

ていることである。

◆ 経済成長
　「高齢化社会」から「高齢社会」への移
行年数が短く、今後も急速に高齢化が進
むことが予想され、労働年齢人口の減少
による経済成長への影響も懸念される。
　また、ベトナムは2017年に「高齢化社
会」へ到達した際の一人当たりのGDPが
2,354ドルとASEAN諸国の中でも低い水
準にあり、経済（≒産業）が発展途上の段
階のまま「高齢化社会」に突入。同じく低
水準のタイのような「中進国の罠」に今後
陥る可能性が危惧される。

5．ベトナムの高齢化に伴う事業機会

　ベトナム商工会議所の「ベトナムの高齢
者介護サービスに関する市場の展望に関
する報告書」によると、ベトナム国内におけ
る高齢者向けサービス市場は、2035年ま
でに2千万人の顧客が見込まれる有望な
市場となる見通しである。こうした高齢化
が急速に進むベトナムにおけるシニアマー

2012年(5.8百万人)と比較し、
2022は53％増の
8.9百万人となった

1960年
4.7%

1990年
5.7%

2000年
6.4%

2017年
7.0%

2022年
9.1%

「高齢化社会」へ突入高齢者1人を
支えるのに対し
労働人口17.4人

◆ 2036年には
 「高齢社会」へ突入見込み

◆ ASEANにおいて、
 シンガポールに次ぎ
 2番目の速さで「高齢社会」へ

図表6 ASEANの人口高齢化ランキング

出所：Statista（2020）よりみずほ銀行ハノイ支店作成

◆ ASEANでの
 高齢化ランキングは3位

ケットの急拡大を事業機会と捉え、制度構
築と民間サービス参入の両面で、高齢者
を支援することが重要と考える。
　市場拡大が期待される主な業界として
は、介護業界や医療品・健康食品業界が
挙げられる。

◆ 介護
　ベトナム商工会議所（VCCI）によるとベ
トナムの介護市場は2020年から2027年
にかけて最大7％の年間成長率になると
推定される。高齢者が増えると同時に、所
得中間層・富裕層がさらに増加するので、
有料の民間介護サービスの需要増加が
見込まれる。
　一方で、ベトナム人は家族関係を重んじ
ているため、現状、自宅で介護することが
多く、入居型の介護施設の浸透に時間を
要すともされている。

◆ 医療品・健康食品
　大気汚染問題も関係し広い世代で健
康意識が高く、ベトナム国内の商品はもち
ろん、日本や韓国の商品も通販サイトで販
売されており需要は高い。最近では、近代
的なドラッグストアであるPharmacityや
Gurdianなどが店舗数を増やし、地場IT

最大手FPTの関連会社が展開する薬局
「Long Chau」はAIを駆使した販売戦略
にて急成長を遂げている。
　そして今後、高齢化による健康寿命の
延伸ニーズも高まり、さらに市場拡大が予
想される。

6．最後に

　ベトナムは経済成長の拡大と同時に社
会保障制度の整備を進めていかなければ
ならない難しい状況に直面している。一方
で、「高齢社会」を迎えるにあたり介護や医
療品などの市場も高い成長が見込まれ
る。世界の中でもいち早く「超高齢社会」と
なった日本から学ぶことは多く、日越双方
にとって一層メリットの大きい協力体制を
構築することが期待される。
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　タイ進出を新たに検討する企業だけでなく、進出済みの企業にとっても、タ
イでのビジネスにおけるもっとも重要なルールの一つが外資規制です。タイ
で自社が実施する事業は何か、その事業は外資規制をクリアできるのか、そ
れによってタイ子会社の資本戦略や組織構造も大きく変わってきます。本連
載では、外資規制の基礎から応用までをご説明します。

外資規制の対象ではない事業「小売」「卸売」その2Vol 7

池上 一希
 Managing Director

タイ現地法人
MU Reseach and Consulting (Thailand) Co., Ltd.

吉田 崇
Head of Consulting Division

三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング㈱

基礎から
応用まで

Tel：＋66(0)92-247-2436　 E-mail：kazuki.ikegami@murc.jp（池上）
【事業概要】 タイおよび周辺諸国におけるコンサルティング、リサーチ事業等

MU Research and Consulting (Thailand) Co., Ltd.

販売事業に必要な「資本金1億バーツ」は「控除後の資本金」

【案件概要】　タイ資本企業K社は、1億2,000万バーツの資本金を持ち、外
資への転換を計画している。K社は顧客から金型のデザインを受領し、他社
に金型製造を委託し、顧客が金型を使用する

【商務省の判断】　K社の事業は、製造ではなく小売である。外資企業が小
売を行うためには、①商務省から許可を得る、または②外国人事業法が定め
る他の事業で必要な最低資本金と、他の法律で定める事業に必要な資本金
を控除した、残りの払込済み資本金が1億バーツ以上であれば、許可申請の
必要なく、事業を行うことができる

　K社の事例は比較的最近のものですが、同様の判断はこれま
でに何度も繰り返されています。本件では、金型の「小売」が例示

されており、外資企業が「小売」を無許可で実施するために必要な資本金が1
億バーツ以上であることについては、本件でも明確です。問題は、「資本金が
1億バーツ以上」であるということが、単純に会社の資本金の額とはならない
点です。タイの会社には必ず「登録資本金」が設定されており、この「登録資
本金」に対して「実際に払込まれた資本金」が存在します（後述）。この「払込
済み資本金」から、更に下記の2種類の金額を控除した残りが1億バーツ以
上であることが求められています。
　控除の1つ目は、「外国人事業法が定める他の事業で必要な最低資本金」
です。分かりやすいのは既に説明した「小売」と「卸売」の双方を行っている
ケースです。外資企業が無許可で実施する上で、「小売」と「卸売」は、どちら
も外国人事業法で1億バーツの最低資本金が求められています。仮に上記の
例で、既にK社が「卸売」を行っており、そのための資本金として1億バーツを
充当しているとすれば、残額は2,000万バーツで、「小売」を行うための1億
バーツに満たないことになります。他の多くの事例（2019年3月No.3）でも、
「小売」と「卸売」の双方を行う場合には、2億バーツ以上の資本金が必要と
の判断を示しています。

解説

【案件番号】2021年8月 No.4

　前回ご紹介したように、「小売」「卸売」
ともに資本金が1億バーツ以上であれば、
原則として規制事業には該当せず、外資
企業でも実施できる、と理解されていま
す。小体の販売会社やサービス会社とし
ては、資本金1億バーツは非常に大きな

　少し横道にそれますが、外資企業が
「小売」「卸売」を行うための資本金1億
バーツについてより理解を深めるために、
過去にタイで話題となったトピックとして
「登録資本金」と「最低資本金」との関係
をご紹介します。
　外資規制を規定する外国人事業法で
は、「最低資本金」という用語を使用し、こ
の「最低資本金」として「小売」と「卸売」の
「最低資本金」としては1億バーツ以上、
規制対象外の事業では200万バーツ以
上、などという表現をしています。
　他方、タイの会社法である民商法典で
は、「資本金」を更に2つの概念に分類し
ています。１つは、定款に記載して商務省
に登記する「登録資本金」で、もう1つは、
実際に払込を行っている「払込済み資本
金」です。民商法典（第1105条）では、登
録資本金、すなわち株式の額面金額に対
して25％以上の払込を求めています。登
録資本金は必ずしも全額を払い込みする
必要はない、というのがタイ会社法の考え
方です。従って、1億バーツの登録資本金
で会社を設立したと仮定すると、実際の
払込は25％である2,500万バーツで足り
る、ということになります。歴史的には、株
主の資金負担を軽減することを目的に、
段階的な払込を認めるために設けられた
規定とされていますが、ある程度の事業
計画と資本があることが前提となる日系
企業にとっては、100％を払い込まないこ
とに、メリットはそれほどありません。資本
金の額が大きすぎるのであれば、小さく設
定すれば済むだけの話ともいえますので、
タイ企業にとっても段階的な払込は一般
的ではありません。ちなみに払込状況は
株主リストに記載されています。
　問題は、外国人事業法でいう「最低資

「資本金1億バーツ」で本当に販売事業が実施できるとは限らない

「登録資本金」が1億バーツ以上でも販売事業が実施できるとも限らない

出所：タイ法制委員会資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

出所：タイ商務省資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成　（注）論点整理と明確化のため筆者が内容を一部編集しています

図表1 タイ法制委員会が公表した「最低資本金」の解釈

　加えて、外国人事業法は、他の事業についても外資企業の最低資本金を
定めています。具体的には、①外資規制の対象外の事業（製造、輸出）を行う
場合が資本金200万バーツ、②規制事業について許可を得て行う場合は「事
業ごとに」300万バーツ（原則）と定められているほか、③「小売」、「卸売」の他
にも事業によっては別の金額が個別に定められていることもあります。10月
号（Vol.４）で取り上げたF社が、「輸出」と「卸売」を行うために1億200万バー
ツの資本金を設定していたのは、①と③の理由によるものです。
　控除の2つ目の「他の法律で定める事業に必要な資本金」において、「他の
法律」の代表的なものは投資奨励法、すなわちタイ投資委員会（BOI）から認
可を得た企業に適用されている法律です（2015年11月No.2など）。BOIの認
可を取得すると、申請した事業規模に応じて、最低資本金が個別に設定さ
れ、各社が受領している奨励証書に金額が明記されています。BOI申請にお
ける最低投資額は100万バーツとされているので、最低資本金も100万バー
ツと誤解している例もあるようですが、そうではありません。製造業の場合、申
請した事業規模が大きく、それに伴って最低資本金の額も大きく設定されて
いることが多いため、資本金の額が何億バーツ、何十億バーツと大きい製造
業だからといっても、「小売」や「卸売」を実施するための資本金1億バーツが
残っているとは限らない、ということになります。

額ですが、多額の設備投資を要する製造
業であれば、資本金が数億バーツに達す
る企業は珍しくありません。このように資
本金が1億バーツ以上でさえあれば、外
資企業でも自由に販売事業ができるので
しょうか。

本金」が、民商法典でいう「登録資本金」
と「払込済み資本金」の、どちらを意味す
るのかが、必ずしも明確にとはなっていな
かった点です。タイ語の表現だけを見る
と、むしろ「払込済み資本金」よりも「登録
資本金」の方が、「最低資本金」のニュア
ンスに近いとも感じられる点が、話を更に
話を複雑にしています。このため過去に
は、登録資本金を1億バーツ、ただし払込
済み資本金は25％の2,500万バーツとし
て、「小売」または「卸売」の条件を満たし
たと主張する外資企業の例が、日系企業
を含めて多く見られました。
　この問題について、ある日系企業とタイ
商務省との間で、2009年に論争が生じま
した。この日系企業は、法律上の表現から
解釈すれば最低資本金とは「登録資本
金」である、と主張したのに対して、商務省
は、立法趣旨を考えれば「払込済み資本
金」を意味すると主張しました。商務省か
ら判断を求められたタイ政府の法制委員

会は2010年2月に図表1の内容を公表し
ました。
　法制委員会の判断によって論争に一応
の決着がつき、現在では「最低資本金と
は登録資本金を指す（従って2,500万
バーツの資本金払込で「小売」または「卸
売」が可能）」との解釈は一掃されていま
す。この解釈に基づき事業を行っていた外
資企業も、ほとんどが1億バーツの資本金
を払込済みか、タイ資本化など他の手段
による対応を終えたと考えられています。
　本件においてのもう1つ大事なポイント
は、商務省が解釈を変更したという事実
です。法制委員会の資料でも、かつては商
務省も「最低資本金とは登録資本金を指
す」との解釈をしていたと明記し、そのエビ
デンスも示されています。商務省の解釈は
絶対的なものではなく、時代の変化等に
応じて変更される可能性があるものとい
えます。だからこそ本連載でも、なるべく最
近の事例をご紹介しています。

最低資本金とは、外資企業が実際に保有する金額でなければならず、タイ国内
での事業開始のために、実際にタイ国内に外貨が持ち込まれるか、送金されな
ければならない
以上の理由から、最低資本金とは、会社の登録資本金を指すものではない
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GDMのワンストップサービス

GDM アジア
詳しくは弊社Webをご覧ください

GDM(Thailand)Co.,Ltd.
57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211, Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

GDMならここまで無料でご対応！

バンコクの魅力あるオフィス物件を効率的に検索し、お
客様のニーズに合ったオフィス探しをサポートします。

バンコクオフィスサーチ

物件を検索するなら

「シンプルなオフィス探しを」をコンセプトに、バンコク
の魅力あるオフィス物件をご紹介いたします。

バンコクオフィスナビ

物件の詳細を知りたいなら

360度カメラでオフィスを一望！
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担当:山本 088-572-4998gdm-info@gdm-asia.com

染拡大抑制の一環としてリモート
ワークが多くの企業で導入されたこ

とは、従業員の働き方の多様化に大きく貢
献しました。一方で、ビジネスにおいて顔を
合わせてのコミュニケーションをとることの
重要性が、イノベーションやアイディア創出、
従業員のモチベーション管理等々の様 な々
シーンにおいて不可欠な要素であることも
再確認されました。
　コロナ禍前の経済水準へ回復が目前と
なった昨今、経済正常化に伴うビジネス規
模拡大により、新たな人材確保や業務活
性化を図れる環境への改善を求める企業
が増えています。そのニーズの大半が「従
来のオフィスワーク環境」、「リモートワーク
環境」、「ちょっとした打ち合わせや、フリー
アクセスでの業務、食事等が行える多目的

なニーズに適応できる環境」の3つを複合
させたハイブリット型オフィスになります。つ
まり、先行きが不透明であったコロナ禍で
はオフィス縮小が主流でしたが、直近では
より広いスペースを求められる声が急増し
ています。
　広いスペースへ移転をしてハイブリットな
オフィス環境を持つことは、新たな人材確保
においての優位性や業務活性化面に加
え、ブランドイメージや従業員のモチベー
ション向上にも寄与します。その環境実現
のうえで最も大事なポイントは、自社に必要
な広さと賃料はどれくらいか、既存オフィス
の原状回復や新設内装を中心に、移転に
紐づく総コストがどれくらいかかるかを担当
者がしっかりと把握することです。
　弊社GDMでは、ご要望や条件、既存オ

フィスの契約状況をお伺いしたうえで無料
でコストシミュレーションを作成しております。
シミュレーション結果によっては無理に移転
をせずに既存オフィスに留まることを提案さ
せていただく場合もございます。また、オフィ
ス不動産から内装、家具、ITインフラ、引越
しに至るまでトータルサポートしておりますの
で、貴社オフィス移転に総合的な知見でア
ドバイスいたします。お気軽にご相談くださ
い。

GDMなら不動産探しから引越しまで一環してサポート！
単体でのご案内も可能

① オフィス物件探し
各オフィスビルへのアクセスや設備、賃料面におけるメ
リット・デメリットに加え、内装の観点からも物件を精査
し、お客様のニーズにあった物件探しをサポートします。

② 空間デザイン・内装施工
通常なら物件の契約行為の複数ステップにおいて、内
装施工とリンクする項目が多く調整が煩雑ですが、
GDMなら1つの窓口で完結させることが可能です。

③ 家具選定
機能性とコストのバランスが取れた3社の提携メーカー
ラインナップより、お客様の空間デザインに合った家具
を選定します。

＼まずは無料でコストシミュレーション／
　現状やご要望、条件、スケジュールをヒアリングのうえ、コストシミュレーションを作
成し、実現可能性を精査させていただきます。既存オフィス契約を更新されるか、移転
をされるかの判断材料としてのご相談も承っておりますので、移転有無に関わらず、お
気軽にお問合せください。

慶應義塾大学 法学部法律学科卒業。2015年来タイ。
オフィス内装や工場設備内装等の職場空間デザイン
に強みを持つ。タイ国内において多数の案件実績を
持ち、日系企業を働く環境造りからサポート。

山本 征史

GDM Thailand
General Manager

*窓口を弊社でまとめることも、IT機器専門業者パートナーをご紹介のうえ直接やり取りしていただくことも、どちらでも可能です。

④ ITインフラ整備
価格とサポート体制が優れた日系IT機器専門業者パー
トナーより、ネット回線開通から各IT機器の設置・設定、
保守までサポートします。*

⑤ 引越し
日系引越し業者パートナーと連携
し、内装施工スケジュールと合わせ
て柔軟にアレンジします。

移転の総合コストの把握がポイント

ハイブリットな
オフィス環境実現へ

リモートワークオフィスワーク フリーアクセス
NEW ERA OF THE  OFFICE

日本人営業が不動産契約から
各施工の難易度やコスト、建
物のレギュレーションまで幅
広く熟知しているため、安全な
スケジュールで経済的なプラ
ンをご提案。

不動産情報から移転後の登記まで、すべ
てのセクションを詳細まで把握している
GDMだからこそ、案件全体の適切なアド
バイスが可能です。特に不動産と内装施
工はシナジーが強いため、双方の知見を
交えた適切なサポートが好評です。

コストシミュレーションでの
チェック項目

□ 新設オフィス内装費用

□ 既存オフィス原状回復費用

□ 新設家具費用

□ 引越し費用

□ IT機器費用

□ 3年間契約時 賃料総額

□ 既存オフィス / 新設オフィス重複賃料

□ ビル各種手数料

□ 役所手数料

感
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インテリジェンス・リレー連載

 
　今回はビジネス法務からは離れるが、タイ人と結婚している日
本人も多いことから、タイ法上の離婚の概要としてその方法と
財産分与について説明する。

１． 離婚の方法について
　タイにおいては、協議離婚と裁判離婚の二つ手続きが考えら
れる。協議離婚は、話し合いによって離婚手続きを進めていく
方法である。他方、裁判離婚は、合意による離婚ができず法定
された離婚事由に該当する場合に、裁判によって離婚手続きを
進める方法である。

（１）協議離婚の場合
　話し合いの結果、夫婦が離婚に合意できれば地区事務所において、協議離婚の登
録を行うことにより、離婚できる(タイ民商法典（以下、「法」という）1514条、1515条)。

（２）裁判離婚の場合
　離婚について協議による離婚合意ができない場合、法定された離婚事由に該当
すれば、離婚のための裁判を申し立てることができる（法1514条、1516条）。法定さ
れた離婚事由の主なものとしては、他方配偶者の不貞行為があった場合、他方配偶
者から1年以上遺棄された場合、3年以上別居状態の場合、他方配偶者が3年以上
失踪している場合などである。
　裁判離婚の場合、裁判所の関与による合意離婚と判決による離婚の2種類があ
る。これは裁判所の関与によっても離婚の合意をすることが不可能な場合に、裁判
所が判決による離婚を行うことになる。

２． 離婚の場合の財産分与の対象
　夫婦が離婚する場合、夫婦の財産は財産分与の対象とな
る。協議離婚の場合、地区事務所での離婚登録日時点の夫婦
の財産が財産分与の対象となる。裁判離婚の場合、離婚裁判
の訴えが裁判所に提起された日時点の夫婦の財産が財産分
与の対象となる（法1532条）。
　具体的に財産分与の対象となる夫婦の財産を確定するため
に、タイにおいても日本と同様に、夫婦が有する財産を、特有財
産と共有財産に区別することになる。財産分与の対象となるの
は共有財産のみであり、特有財産と共有財産は、以下のように
区別されることになる。

（１）特有財産
　特有財産は、原則、財産分与の対象とはならない財産であ
り、以下の財産をいう（法1471条）。
　ア．夫婦の一方が婚姻前から所有していた財産
　イ．夫婦の一方の私的な財産、生活上の地位にふさわしい
　　  服装もしくは装飾品、または職業を営むのに必要な用具
　ウ．夫婦の一方が婚姻中に遺言または贈与によって取得した財産
　エ．婚約のための財産（贈り物等）

（２）共有財産
　共有財産は、財産分与の対象となる財産であり、原則、夫婦
間にて2分の1ずつ均等に分配されることになる（法1533条）。
共有財産は以下の財産をいう（法1474条）。
　ア．夫婦が婚姻中に取得した財産
　イ．夫婦の一方が婚姻中に、書面による遺言や贈与によって

取得した財産で、その遺言または贈与書面によってその
財産が共有財産であると明示されたもの

　ウ．特有財産からの果実（特有財産から得られる収益等）

　夫婦の財産は、特有財産として特定したものを除き、共有財
産となる（法1470条）。ある財産が、共有財産かどうかが明ら
かではない場合、その財産は共有財産であると推定されること
になる（法1474条）。

３．各離婚手続における財産分与の方法

（１）協議離婚の場合
　夫婦間の話し合いにて、任意に財産分与を行うことが可能
である。財産分与の合意は、法律上、書面で作成する必要はな
く、口頭で合意することも可能である。しかしながら、合意内容
を明確にし、将来の紛争を避けるためにも、夫婦間で財産分与
に関する合意書を作成しておき、離婚登録時に財産分与に関
する合意内容を登録しておくことが望ましい。

（２）裁判離婚の場合
　裁判所における協議にて離婚が可能である場合、裁判所は
夫婦間にて合意された内容に基づき判決を下すことになる。財
産分与の内容についても当事者の合意内容に基づくものとな
る。裁判所における協議を経ても離婚が成立しない場合には、
裁判所が審判を行い、財産分与に関する事項を含んだ判決を
言い渡すことになる。ケースバイケースとはなるが、共有財産は
原則、法1533条に従い、夫婦間にて均等に分割されることに
なる。

 知らなきゃ損するタイビジネス法務

タイの離婚

17年1月よりタイのTNY国際法律事務所
にて執務。TNY国際法律事務所は、日本人
弁護士2名が共同代表を務める法律事務
所であり、会社設立から規制調査、契約書
のリーガルチェック、商標登録申請、相続手
続きなどのサービスを提供している。

日本国弁護士　 藤原 杯花
TNY国際法律事務所

URL: ht tp: / /www.tny- legal .com/
C o n t a c t :  i n f o @ t n y - l e g a l . c o m

TNY国際法律事務所
共同代表弁護士
堤  雄史（つつみ  ゆうじ）

E-mail :yujit@tny-legal.com
Tel :＋95（0）1-9255-201　
URL :http://tnygroup.biz/

問い合わせミャンマーの
最新ビジネス法務

在緬弁護士が解説

１．はじめに
　2023年9月12日、国家行政評議会（SAC）は2023年連邦税法
改正法を公布し、海外に居住するミャンマー人の所得税の免税措
置を廃止し、所得税を課税する内容を規定した。この変更は2023
年10月1日から施行された。外貨不足や国内情勢の混乱に起因し
て海外で働くミャンマー人が増加したこと等が背景として考えら
れる。
　そこで今回は、非居住ミャンマー国民の所得税に関する規定の
内容を説明する。

２．税法改正法の内容
　本税法改正では、給与所得以外の非居住ミャンマー国民が海
外で得た外貨での所得は、一律10%の税率で外貨で申告しなけ
ればならないと規定されている。
　また、2023年連邦税法改正により、2023年連邦税法第31条
(a)(4)に規定されていたミャンマー国外居住者の給与所得に対す
る免税措置が廃止された。代わりに、非居住者であるミャンマー人
の給与所得に対する所得税を計算する2つの方法を定め、非居住
者であるミャンマー人の海外で得た給与に対する適用所得税を計
算する際には、2つの方法のうち、低い金額を算出する方法が適用
される。2つの方法とは、以下のいずれかである。

①所得税法に基づく税額控除(納税者の両親、配偶者、子供に関
する手当など)を控除しない一律2%の方法
②税額控除を考慮した所得税規則第8条に従った計算方法

　所得税法第8条に基づき、外貨で受け取った所得は、計算上、平
均公定為替レートでミャンマー・チャットに換算される。その後、
所得税法に基づく標準手当と2023年連邦税法に規定される給
与所得に適用される税率に基づいて所得税が計算される。算出
された税額は、平均公定為替レートを用いて外貨に換算される。

３．計画財務省IRD発表
（１）非居住ミャンマー人が、海外において外国通貨で得た給与所
得につき所得税を支払うときに必要な情報については下記の通り
である。

海外居住ミャンマー人の所得税

第47回

会社設立、合弁契約書及び雇用契約書等の各種契約書の作成、
M&A、紛争解決、商標登記等のミャンマー法に関するサービスを提供
している。TNYグループとして、13ヵ国15ヵ所（東京、大阪、佐賀、ミャン
マー、タイ、マレーシア、メキシコ、エストニア、フィリピン、イスラエル、バ
ングラデシュ、ベトナム、イギリス、UAE、インド）に拠点を有する。

A. 自己の支払うべき給与所得税額を把握するためには、IRD
のウェブサイト（https://www.ird.gov.mm/）の所得税計算
（非居住者）のM e n uリンクまたは直 接のリンク
（https://paye.ird.gov.mm/）より、所得税計算システム
Paye Tax Calculatorに入り、計算することができる

B. 所得税を納付するためにシステムに入って行うデータの入力
は、所轄の大使館職員もしくは所轄税務署の担当官が行
う。システムの入力に必要な情報は、納税義務者の名前、パ
スポート番号、身分証明書番号、OW IC番号または
CDC/SIRB番号、住所等である

C. 給与所得税については、自己が取得した外国通貨で納付す
る必要がある

D. 上記2のとおりに計算した支払うべき所得税額につき、関連
する当該国の税法上納付した所得税額を相殺することがで
きる

E. 通常は、関連する当該国にあるミャンマー大使館において、
パスポート更新時に払うこととなる。（納税者は、毎月、四半
期、毎年のいずれかの頻度で、当該国の大使館にて支払うこ
ともできる）

F. 関連する収入年度につき納付した場合には、所轄大使館ま
たは、所轄タウンシップの税務署からQRコードが入っている
電子納付書および非居住者の個人所得税納付関連の証明
書が発行される

（２）非居住者が、自己の所得について税金を計算して納付すること
は、自国国民のために教育・健康・交通網などを支援することとなる。
かつ、所得税を納付する非居住者は、自国で建物、土地、アパート、車
両などの固定資産の購入のための収入源の監査を受ける際に証明
された金額を、正式な方法により取得した収入（ホワイトマネー）とす
ることができる。その証明された額までは所得税は課されない。
（３）非居住者が海外において外国通貨で得た給与所得についての
所得税納付について、詳細を知りたい場合は以下に問い合わせで
きる。
納税者サービス本部：01-8389311、01-8389322
税金サービスオフィス（ネピドー）：067-3430522、067-3430544
税金サービスオフィス（マンダレー）：02-4030192、02-4030638、
02-4030639
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ボーンマス＆プールカレッジ（英国）で、高等国家ディプロマを取得後、レイヴェ
ンズボーン大学（英国）在学中に風水大師“葉清海”に風水の才能を認め
られ内弟子となる。２００４年、クアラルンプール・YCH Academyの専属講師
に任命。２００９年、チュラロンコーン大学教育学部で博士号を取得。翌年に
中国風水発祥の地として名高い中国江西省贛州市で開催された『第一回
世界風水文化大会』に日本代表として出席し、新聞、テレビ、ラジオ等で大々
的に報道される。

鶴田 雅子 ビジネスコンサルティング会社 SSF CONSULTATION LTD代表
E-mail：sai@ssfconsultation.com　URL：http://www.ssfconsultation.com

　以前宿泊したホテルは、旧館と新館が
ロビーで結ばれていました。一般的に、
最初に建てられたホテルが成功すると、
増築して部屋数を増やすことで売上向
上に繋がると信じられており、風水をあ
まり気にせずに開業されることが多いと
思います。
　このホテルの旧館の風水は非常に良
かったのですが、新館はロビーを挟んで
横に接続されており、ホテルの運気を大
吉から大凶に変えてしまいました。
　大凶になった理由は以下の５点が挙げ
られます。
　１：建物の奥行きが浅く、幅が異常に長
い場合、大凶を招くことがあります。増築
前は奥行き1に対して幅が3であり、大凶

風水ではありませんでしたが、増築後は
は奥行き1に対して幅が約7あり大凶でし
た。
　２：新館の真後ろには毎日朝から夜ま
で回り続けている直径約60m、最大高約
91mの観覧車があります。通常、観覧車
の見える部屋は宿泊料金が高いですが、
風水では観覧車から建物から約300m以
上離れていない場合は大凶とされます。
　３：旧館と新館の後ろに新幹線と在来
線を併せたホームが14番線までありま
す。旧館側はホームに隣接しており、電車
が常時停車します。これはリピーターの増
加を意味し、本来は大吉風水ですが、新
館側はプラットホームから離れており、道
路と電車の間に浮かんでいる形で建てら

れているため大凶風水です。
　４：交通量の多い道路が1階のメイン玄
関に真っ直ぐ突き刺さるような形で走って
おり、これも大凶風水です。常に問題が発
生する事を意味します。
　５：新館の部屋には大きな剥き出しの
コンクリートの梁や柱が至る所にありま
した。特にベッドの真上にある鉄筋は、
ベッドを上から半分に切っているように
見え、頭痛、吐き気、だるさ、不眠の原因と
なり得ます。

　これらの理由から朝食は美味しかった
ものの、風水が気になって熟睡する事は
出来ませんでした。

21 x 29 cm
Single Page

Margin中野陽介 画家・作家。海外生活10年で35ヵ国を訪問（バンコクでサ
ラリーマンと芸術家の二足のわらじ生活を３年間送る）。アートの力
で鬱を克服したことを機に、路上で１万人以上に絵を描きプレゼント
する活動をスタート。これまでに書籍６冊を上梓。才能発掘と応援が
得意。Twitterで「ポジティブ×アート×太陽」を配信。オンラインアー
トセッションも開催中。
Twitter：@wakeupoffice       HP：lit.link/yosukenakano

　希望も自信もなにもなくて鬱になった。頭おかしくなりそうになっ
たから絵を描き始めたら、鬱が明けた。描き続けて15年経ってい
た。1,000作品作っていた。１万人に絵をプレゼントしていた。
　手を動かした先に希望があった。やってみた先に自信があっ
た。これからどうなるかなんてわからないけど、もっと深く、もっと遠く
へ行きたい。まだまだ行くぜ。一緒に行こうよ。世界は広いぜ。
　共に学ぼう。共に進もう。

「共に学ぼう」
（ニューヨーク・Union square）

いろんな景色、いろんな想い
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OYASHIKI Home’s Bangkok

Vasu１building 4F Sukhumvit Soi25（駐車場あり）

TEL： 091-751-2233
Mail： oyashiki.bangkok@outlook.com

[お問い合わせ先]

日本人直通電話番号（代表） / 担当：佐藤、高澤

工場・オフィス・店舗・インテリア施工など、タイ国内における不動産にまつわることなら
サービスアパート・アパート・コンドミニアム

すべてに対応出来ます！

A-1

新型浄水器の設置＆
年２回のメンテナンス
新型浄水器の設置＆
年２回のメンテナンス

バンコクで2,580世帯の導入実績
そのまま飲用、お料理にお使いいただけます
バンコクで2,580世帯の導入実績
そのまま飲用、お料理にお使いいただけます

A-3

ウォーターサーバーの提供ウォーターサーバーの提供
冷水・お湯切り替え付き冷水・お湯切り替え付き

A-5

10,000Bの旅行券10,000Bの旅行券
HISタイランドオリジナルの旅を皆様へHISタイランドオリジナルの旅を皆様へ

A-4

引越しサポート（梱包＆清掃サービス付き）引越しサポート（梱包＆清掃サービス付き）

ダンボールも事前お届け
安心の日系引越し業者を利用
ダンボールも事前お届け
安心の日系引越し業者を利用

A-2

ご家族用食洗器の設置ご家族用食洗器の設置

強力水流が食器の
すみずみまで届き
ムラなく洗い上げる！

強力水流が食器の
すみずみまで届き
ムラなく洗い上げる！

※設置は浄水器利用が必須となります※設置は浄水器利用が必須となります

※バンコク３店舗でご利用いただけます※バンコク３店舗でご利用いただけます

A-7

ワットアルンで記念撮影ワットアルンで記念撮影
日本人カメラマンが撮影！タイ生活の思い出に日本人カメラマンが撮影！タイ生活の思い出に

A-6

日本語TV放送サービスの設置日本語TV放送サービスの設置
様々な日本語チャンネルをご用意様々な日本語チャンネルをご用意

A-8

GoGolf 商品券GoGolf 商品券
10,000B10,000B

ゴルフ場予約、グッズなどにご利用できるゴルフ場予約、グッズなどにご利用できる

いただいたお客様
下記から「１点」お選び頂けます！

B-1

シャワートイレの設置シャワートイレの設置

タイ国内シェアNo.1
「Tokyo Sukkiri」をご提供
タイ国内シェアNo.1
「Tokyo Sukkiri」をご提供

B-3

伊勢グループ3,000B食事券伊勢グループ3,000B食事券

東京神田の老舗「伊勢」本店の
味を受け継ぐ屈指の人気店
東京神田の老舗「伊勢」本店の
味を受け継ぐ屈指の人気店

B-5

焼肉「平嶋」3,000B食事券焼肉「平嶋」3,000B食事券

3,000B3,000B

肉のプロが厳選した
日本産黒毛和牛ホルモンを！
肉のプロが厳選した
日本産黒毛和牛ホルモンを！

B-4

隠れ家グループ3,000B食事券隠れ家グループ3,000B食事券

様々なレストランを手掛ける
隠れ家グループ全店でご利用いただけます
様々なレストランを手掛ける
隠れ家グループ全店でご利用いただけます

B-2

住宅保険を自動付保住宅保険を自動付保

火災・家財・第三者賠償など
様々な生活リスクを無償でカバー
火災・家財・第三者賠償など
様々な生活リスクを無償でカバー

B-6

お好み焼き「広島」3,000B食事券お好み焼き「広島」3,000B食事券

広島人も本物の味と認める
広島風お好み焼きを！
広島人も本物の味と認める
広島風お好み焼きを！

B-7

いただいたお客様
下記から「１点」お選び頂けます！

※特典はⒶⒷ共に40,000THB以上の物件を対象とさせていただきます。　※各種商品は１年間の提供となります。

お問い合わせ
当日中に必ずご返信
いたします！
お電話でも承ります。

内覧物件の選択 物件の内覧
長所・短所を含め、入居後の
生活をイメージしやすい
ようご説明いたします。

お部屋の決定
契約条件の打ち合わせ、
注意点を日本語で丁寧に

ご説明いたします。

ご入居当日
スタッフが立ち合い、

お部屋の使い方などを丁寧に
説明・確認いたします。

タイ伝統衣装で！

OYASHIKIグループでは、タイ人やアメリカ人とのトー
ナメント戦や、アジアで活躍する日本人チームとの大会を
サポート運営しております。野球、ソフトボールにご興味が
ある方は是非是非ご連絡お待ちしております！

野球・ソフトボール仲間も募集中！

GoGolf
特製傘プレゼント！

物件内覧いただい
たお客様全員に!

公式LINE、ホームページから

お引越しA成約
特典 契約ご更新B成約

特典 

　　　　　　　　　　　　     2018年に大手不
動産会社のバンコク拠点長として赴任。2023年に
OYASHIKI Home's Bangkokを設立。駐在員向け
賃貸住宅から土地・工場・コンドミニアムの売買仲
介と様々なタイ不動産を取り扱う。趣味は野球、ゴ
ルフ、サーフィン、日本から連れて来た犬と散歩。

佐藤 勇介 Yusuke Sato                         　　　　　　大学卒業後、日
本で一度は就職するも、祖父の影響でタイへ転職。
お客様一人一人と真剣に向き合い、持ち前の明る
さを生かして元気で丁寧な接客を目指します。趣味
は一人散歩、旅行、食べること（つけ麺500ｇ食べ
られます）。

高澤 彩乃 Ayano Takasawa

件以上

取扱物件数
業界トップクラス!

OYASHIKI
公式LINE

10件以上の物件リストから、
担当スタッフと一緒に

内覧物件を選びましょう。



過去特集タイトル

タイ・ASEANの今がわかるビジネス経済情報誌 毎月１０日発行無料定期購読（タイ国内のみ）

経営者・マネジメント層の情報源

充実の特集内容

各分野の専門家が寄稿

ArayZの特長の一つが、専門性の高いテーマについて掘り下げて紹介

する毎月の特集です。タイに留まらず、時には近隣国をも題材としながら、

読者の皆様に様 な々視点からビジネスに役立つ情報をお届けしています。

バンコクや工業団地の日本人ビジネスパーソンの多いエリアで配布してい

るほか、日系企業のマネジメント層を中心とする定期購読者に直接配送し

ています。

他誌に比べ、よりビジネスに特化した記事が特徴です。月刊誌なら
ではの充実した特集に加え、ビジネスリーダーへのインタビューや、
タイの会計・税務・法務などビジネス実務ですぐに役立つ情報を
多く提供していることが愛読され続ける理由のひとつです。

大手コンサルティングファームやビジネススクール教授、弁護士、会計士な

ど各分野の専門家が、タイの自動車産業や財閥の最新動向、労務問題

など毎月多彩なテーマで執筆しています。

雑誌名  『ArayZ（アレイズ）』
コンセプト タイ、ASEANの今がわかるビジネス・経済情報誌
創刊 2012年1月
発行日 毎月10日
配布場所 在タイ日系企業タイ国内の日系書店、公的機関、
 スーパーマーケット、飲食店、ホテル、病院、
 サービスオフィス等での配布
版型 A4/無線綴じ・背表紙あり

媒体情報

発行元

会社名 MEDIATOR CO., LTD.（株式会社メディエーター）
代表者 代表取締役社長 ガンタトーン ・ワンナワス
資本金 20,000,000 THB
オフィス Major Tower Thonglor Fl.10, 141 Soi Thonglor 10, Sukhumvit Road,
 Khlong Tan Nuea, Watthana, Bangkok 10110 Thailand 
設立日 2009年6月5日
事業内容　 日タイ企業のビジネスマッチング、商談会・イベント・マーケティングの
 企画・運営・管理、B2Bマッチングプラットフォーム「TJRI」の運営など

+66 (0)97-137-4831
info-arayz@mediator.co.th

広告のお問い合わせ
担当：鵜飼

広告しませんか？
在タイ日系企業へ向けて

ビジネスパーソンへ向けた広告ならArayZへ！
ぜひお気軽にお問い合わせください！

info-arayz@mediator.co.th

2022.12月号

タイ財閥最新動向
変貌を遂げるアジアのコングロマリット

2022.11月号
今すぐ仕事に活かせる

アプリ３０選+α
2022.10月号
始める前に確認したい

M&Aタイ最前線
2022.09月号
キーワードは「協創」

日タイ関係新時代
2022.08月号
その資産、どこに行く？

日タイ相続 超入門
2022.07月号
進む多様性とEC

タイ食品産業2022
2022.06月号
ESG投資を呼び込む

カーボンニュートラル
2022.05月号
コロナ後に復活を期す

タイのホテル産業
2022.04月号

タイの労務
-管理概要ポイントとQ&A

2023.03月号

タイ会計・税務・法務
～民法改正・LTRビザ・租税条約改正等もQ&Aで解説～

2023.02月号

タイ鉄道2023
新線建設がもたらす国家繁栄と普遍社会



 

マプタプット
深海港

レムチャバン
深海港

ドンムアン
国際空港

クロントイ港

ウタパオ
国際空港

ゲンコイ工業団地

ノンケー工業団地

バンチャン工業団地

ジェモポリス工業団地

アジア工業団地スワンナプーム

TFD工業団地

BPインダストリー

ウェルグロー工業団地

アマタシティ チョンブリ工業団地

ハイテック工業団地

ナコンルアン工業団地

バンパイン工業団地

サハ工業団地カビンブリ

ハイテックカビン工業団地

304工業団地プラチンブリ

304工業団地チャチュンサオ

カビンブリ工業団地

サムットサコン工業団地

シンサコン工業団地

チュムヌムサップ工業団地

ランシットプロスパー

バンカディ工業団地

ファストファク

MMCファクトリー

ピントン工業団地２

ピントン工業団地1

サハ工業団地シラチャ

レムチャバン工業団地

ピントン工業団地4

ピントン工業団地３

WHAチョンブリ工業団地１

アジア工業団地マプタプット

WHAイースタン工業団地

パデーン工業団地

マプタプット工業団地

ロジャナ レムチャバン工業団地

WHAチョンブリ工業団地2

WHAイースタンシーボード工業団地2

アジアクリーン工業団地

WHAイースタンシーボード工業団地１

イースタンシーボード工業団地

ピントン工業団地5

ロジャナ ノンヤイ工業団地

ロジャナ チョンブリ工業団地

ヤマト工業団地

WHAイースタンシーボード工業団地3

サイアム グリーンシティー工業団地

サイアム イースタン工業団地

アマタシティ ラヨ－ン工業団地

ロジャナ プルアックデーン工業団地

WHAイースタンシーボード工業団地4

ロジャナ バンカイ工業団地

ピントン工業団地6

インターナショナルポリマーパーク工業団地

WHAラヨーン36工業団地

WHAラヨーン工業団地

CPGC工業団地

LK-RICH工業団地

IRPC工業団地

ラヨーン

チャンタブリー

チョンブリー

チャチュンサオ

プラチンブリ
バンコクノンタブリー

ナコーンパトム

パトゥムターニー
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タイ湾

サラブリ

アントン

スパンブリ アユタヤ
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国際空港

シラチャ
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ラッカバン工業団地

ナワナコン工業団地

ロジャナ アユタヤ工業団地

ゲートウェイシティー工業団地

ロジャナ プラチンブリ工業団地

マハラーチャナコン工業団地

WHAサラブリ工業団地

プラカサ工業団地

バンプーノース工業団地

バンコクフリートレードゾーン

バンプリー工業団地

バンプー工業団地

50km

100km

50km 100km 150km

331

331

331

331

パタヤ

GDM タイ工業団地マップ GDM アジア

· アイシン精機 様
· 旭テック 様
· アマダ様
· アムテック 様
· アルプス電気 様
· アルプス物流 様
· 井関農機 様
· 宇徳 様
· 宇部興産機械 様
· 大塚製薬 様

· クアンタコンピューター様
· 古河AS 様
· 古河電気工業 様
· コマツ 様
· 三建産業 様
· 住商マシネックス 様
· 積水プラスティック 様
· 東芝キャリア様
· 戸上電機 様
· トヨタ車体精工 様

· 名港海運 様
· 日本ガイシ 様
· 日本ダイヤバルブ 様
· 日本ロジテム様
· 野村総合研究所 様
· パナソニックデバイスSUNX 様
· バルカー 様
· 日立物流様
· 福島工業 様
· 不二越 様　　               　　他

タイ国内において1,200,000㎡を超える不動産取引実績タイ事業用不動産専門

GDM(Thailand) Co.,Ltd

◆ 工場用地
◆ R&D施設
◆ 物流用地

◆ 発電プラント用地
◆ オフィス用地
◆ ホテル用地

◆ ショールーム用地
◆ 住宅開発用地
◆ 工場売買

【お問い合わせ先】担当：高尾博紀
 　+668-6513-7435       takao@gdm-asia.com

www.gdm-asia.com

弊社お取引実績クライアント様リスト

1

2

4

3

ライあたり 4,000,000 B ～ 4,500,000 B
㎡あたり 9,000円 ～ 10,125円
坪あたり 29,700円 ～ 33,413円

 

ライあたり 10,500,000 B ～ 13,000,000 B
㎡あたり 23,625円 ～ 29,250円
坪あたり 77,963円 ～ 96,525円

 

ライあたり 4,500,000 B ～ 5,500,000 B
㎡あたり 10,125円 ～ 12,375円
坪あたり 33,413円 ～ 40,838円

 

ライあたり 2,500,000 B ～ 3,000,000 B
㎡あたり 5,625円 ～ 6,750円
坪あたり 18,563円 ～ 22,275円
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紫文字 ： タイ工業団地公社（IEAT）

Phase 10

6


